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令和７年９月 30 日
第　　  633 　　号 　福岡県告示第578号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項（中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるもの

とされた場合を含む。）の規定に基づき、介護機関の指定をしたので、生活保護法第55

条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ

り次のように告示する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 名称 所在地 指定年月日 サービス項目

飯居513 タカラ薬局　新飯塚
店 飯塚市新飯塚1863－２ Ｒ７・８・１ 居管・予居管

　福岡県告示第579号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定介護機

関から所在地の変更の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項にお

いてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 名称 旧所在地 新所在地 変更年月日

大野介訪
１

訪問看護ステーショ
ン百合の会

大野城市乙金東四丁目
12－１

大野城市乙金東二
丁目12－１ Ｒ７・７・28

田居282 セノーテ訪問看護筑
豊南部ステーション

田川市大字伊加利1905
－７

田川市大字弓削田
233番地２ Ｒ７・８・１

告　　　示

目　　　次
　　　　告　　　示（第578号−第582号）

○生活保護法に基づく介護機関の指定　　　　　　　　（保護・援護課）……………１

○生活保護法に基づく指定介護機関の所在地の変更　　（保護・援護課）……………１

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止　　　　　　（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の再開の届出　　　（保護・援護課）……………２

○情報通信の技術を利用して行う知事の所管する行政手続等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（情報政策課）……………２

　　　　公　　　告

○土地改良法第95条第１項に定める者の換地計画の適否決定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農村森林整備課）……………６

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく行政処分に係る公表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（廃棄物対策課）……………６

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく行政処分に係る公表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（廃棄物対策課）……………７

○福岡県人事行政の運営等の状況の公表　　　　　　　　（人 事 課）……………７

○財政事情の公表　　　　　　　　　　　　　　　　　　（財 政 課）……………39

○県営土地改良事業計画の変更決定　　　　　　　　（農村森林整備課）……………87

○開発行為に関する工事の完了　　　　　　　　　（開発・盛土指導課）……………87

○令和７年度狩猟免許試験の実施について　　　　　（経営技術支援課）……………87

　　　　収用委員会

○情報通信の技術を利用して行う福岡県収用委員会の所管する行政手

　続等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用 地 課）……………88
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 名称 所在地 再開年月日

大野居
162

訪問看護ステーションラシク
アーレ乙金 大野城市乙金三丁目23－１ Ｒ７・９・１

　福岡県告示第582号

　知事等に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（平成16年福岡

県規則第25号）第３条の規定に基づき、次のように情報通信の技術を利用して行う手続

等の根拠となる法令又は条例等の名称及び条項、当該使用の開始日並びに対象手続を公

示する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　情報通信の技術を利用して行う手続等のうち電子署名を要する申請等の根拠となる

法令又は条例等の名称及び条項、当該使用の開始日並びに対象手続

手続等の根拠となる法令又は
条例等の名称 条項 使用の開始日 対象手続

福岡県河川法施行細則（昭和
43年福岡県規則第22号） 第６条 令和７年10月１日 河川兼用工作物設置協議

福岡県河川法施行細則（昭和
43年福岡県規則第22号） 第８条 令和７年10月１日 河川出願工事承認申請

福岡県河川法施行細則（昭和
43年福岡県規則第22号） 第９条 令和７年10月１日 河川工事に伴う損失補償

請求（要求）

福岡県河川法施行細則（昭和
43年福岡県規則第22号） 第13条 令和７年10月１日 河川許可工作物完成検査

申請

福岡県河川法施行細則（昭和
43年福岡県規則第22号） 第13条の２ 令和７年10月１日 土地返還届

福岡県河川法施行細則（昭和
43年福岡県規則第22号） 第14条 令和７年10月１日 河川許可工作物の用途廃

止届

砂利採取法（昭和43年法律第
74号） 第16条 令和７年10月１日 砂利採取計画の認可申請

砂利採取法（昭和43年法律第
74号） 第20条第１項 令和７年10月１日 砂利採取計画の変更の認

可申請

田居46 訪問介護まこと 田川市大字伊田518 田川郡大任町大字
大行事2115番地１ Ｒ３・９・22

朝倉居83
医療法人社団医王会
ヘルパーステーショ
ンけんせい

朝倉市来春132番地 朝倉市甘木151番地
４ Ｒ７・９・１

中居26 ささえ愛ヘルパーサ
ービス

中間市朝霧一丁目28－
１

中間市通谷一丁目
10－23 Ｒ７・７・１

朝居24
太陽シルバーサービ
ス株式会社久留米営
業所

朝倉郡筑前町高田585
－１ 小郡市小郡97－19 Ｒ７・４・１

　福岡県告示第580号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定介護機

関から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてその

例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 名称 所在地 廃止年月日

田川介歯
61 相良歯科医院 田川郡川崎町大字川崎字雁喰1061

－２ Ｒ７・６・30

飯介薬81 タカラ薬局新飯塚店 飯塚市新飯塚1863－２ Ｈ23・９・30

　福岡県告示第581号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、休止してい

た指定介護機関から再開の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項

においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。
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福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第10条 令和７年10月１日 工事着手等届

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第２条第１項
第１号 令和７年10月１日 一般海域使用等許可申請

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第２条第１項
第２号 令和７年10月１日 一般海域土石採取許可申

請

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第３条 令和７年10月１日 土石採取計画

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第４条 令和７年10月１日 一般海域使用等許可期間
更新許可申請

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第５条第１項 令和７年10月１日
一般海域使用等（土石採
取）許可事項変更許可申
請

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第５条第２項 令和７年10月１日 氏名等変更届

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第７条 令和７年10月１日 一般海域使用等（土石採
取）廃止届

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第８条 令和７年10月１日 地位承継届

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第９条 令和７年10月１日 使用料（土石採取料）返
還申請

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第10条 令和７年10月１日 使用料減免申請

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第11条 令和７年10月１日 工事着手等届

福岡県一般海域管理条例施行
規則（平成12年福岡県規則第
75号）

第12条 令和７年10月１日 土石採取実績報告

砂利採取法（昭和43年法律第
74号） 第20条第３項 令和７年10月１日

砂利採取計画の認可を受
けた砂利採取業者の氏名
等の変更の届出

砂利採取法（昭和43年法律第
74号） 第24条 令和７年10月１日 砂利採取の廃止の届出

福岡県砂利採取計画等に関す
る細則（昭和44年福岡県規則
第62号）

第８条 令和７年10月１日 砂利採取に伴う災害防止
措置要請

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第２条第１項
第１号 令和７年10月１日 占用許可申請

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第２条第１項
第２号 令和７年10月１日 行為許可申請

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第３条 令和７年10月１日 許可期間更新許可申請

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第４条第１項 令和７年10月１日 許可事項変更許可申請

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第４条第２項 令和７年10月１日 氏名等変更届

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第６条 令和７年10月１日 許可行為廃止届

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第７条 令和７年10月１日 地位承継届

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第８条 令和７年10月１日 占用料（土石採取料）返
還申請

福岡県海岸保全区域又は一般
公共海岸区域における占用等
に関する条例施行規則（平成
13年福岡県規則第22号）

第９条 令和７年10月１日 占用料減免申請
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河川法（昭和39年法律第167
号） 第57条第１項 令和７年10月１日 河川予定地における行為

の許可申請

河川法（昭和39年法律第167
号）

第57条第３項
、第33条第３
項

令和７年10月１日
河川予定地における行為
の許可等に基づく地位の
承継の届出

河川法（昭和39年法律第167
号）

第58条の４第
１項 令和７年10月１日 河川保全立体区域におけ

る行為の許可申請

河川法（昭和39年法律第167
号）

第58条の４第
２項、第33条
第３項

令和７年10月１日
河川保全立体区域におけ
る行為の許可等に基づく
地位の承継の届出

河川法施行令（昭和40年政令
第14号）

第16条の３第
１項 令和７年10月１日 竹木の流送の許可申請

河川法施行令（昭和40年政令
第14号）

第16条の５第
１項 令和７年10月１日 汚水の排出の届出

河川法施行令（昭和40年政令
第14号）

第16条の８第
１項 令和７年10月１日

河川の流水等について河
川管理上支障を及ぼすお
それのある行為の許可申
請

宅地造成及び特定盛土等規制
法（昭和36年法律第191号）

第18条第１項
、第37条第１
項

令和７年10月１日 中間検査申請

宅地造成及び特定盛土等規制
法（昭和36年法律第191号）

第19条第１項
、第38条第１
項

令和７年10月１日 定期の報告

宅地造成及び特定盛土等規制
法（昭和36年法律第191号） 第27条第１項 令和７年10月１日

特定盛土等規制区域内に
おける特定盛土等又は土
石の堆積に関する工事の
届出

宅地造成及び特定盛土等規制
法（昭和36年法律第191号） 第28条第１項 令和７年10月１日

特定盛土等規制区域内に
おける特定盛土等又は土
石の堆積に関する工事の
変更の届出

宅地造成及び特定盛土等規制
法（昭和36年法律第191号）

第21条第１項
、第40条第１
項

令和７年10月１日

規制区域指定の際に行わ
れている宅地造成、特定
盛土等又は土石の堆積に
関する工事の届出

宅地造成及び特定盛土等規制
法（昭和36年法律第191号）

第21条第３項
、第40条第３
項

令和７年10月１日 擁壁等に関する工事の届
出

宅地造成及び特定盛土等規制
法（昭和36年法律第191号）

第21条第４項
、第40条第４
項

令和７年10月１日 公共施設用地の転用の届
出

福岡県道路占用規則（平成12
年福岡県規則第81号） 第６条 令和７年10月１日 道路占用者住所・氏名変

更届

福岡県道路占用規則（平成12
年福岡県規則第81号） 第７条 令和７年10月１日 地位承継届

福岡県道路占用規則（平成12
年福岡県規則第81号） 第８条 令和７年10月１日 道路占用権譲渡承認申請

福岡県道路占用規則（平成12
年福岡県規則第81号） 第９条 令和７年10月１日 道路占用廃止届

２　情報通信の技術を利用して行う手続等のうち電子署名を要しない申請等の根拠とな

る法令又は条例等の名称及び条項、当該使用の開始日並びに対象手続

手続等の根拠となる法令又は
条例等の名称 条項 使用の開始日 対象手続

河川法（昭和39年法律第167
号） 第23条 令和７年10月１日 流水の占用の許可申請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第24条 令和７年10月１日 土地の占用の許可申請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第25条 令和７年10月１日 土石等の採取の許可申請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第26条第１項 令和７年10月１日 工作物の新築等の許可申

請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第27条第１項 令和７年10月１日 土地の掘削等の許可申請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第30条第２項 令和７年10月１日 許可工作物の完成前にお

ける一部使用の承認申請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第33条第３項 令和７年10月１日 許可等に基づく地位の承

継の届出

河川法（昭和39年法律第167
号） 第34条第１項 令和７年10月１日 権利の譲渡の承認申請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第42条第２項 令和７年10月１日 損失の補償に関する河川

管理者の裁定申請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第50条第２項 令和７年10月１日 ダムの管理主任技術者の

選任の届出

河川法（昭和39年法律第167
号）

第53条の２第
１項 令和７年10月１日 渇水時における水利使用

の特例の承認申請

河川法（昭和39年法律第167
号） 第55条第１項 令和７年10月１日 河川保全区域における行

為の許可申請

河川法（昭和39年法律第167
号）

第55条第２項
、第33条第３
項

令和７年10月１日
河川保全区域における行
為の許可等に基づく地位
の承継の届出
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福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第３条 令和７年10月１日 占用期間更新許可申請

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第４条第１項 令和７年10月１日 許可事項変更許可申請

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第４条第２項 令和７年10月１日 氏名等変更届

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第６条 令和７年10月１日 許可行為廃止届

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第７条 令和７年10月１日 地位承継届

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第８条 令和７年10月１日 占用料（土砂採取料）返
還申請

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第９条 令和７年10月１日 占用料減免申請

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第10条 令和７年10月１日 工事着手等届

福岡県砂防指定地等管理条例
（平成15年福岡県条例第20号
）

第２条第１項 令和７年10月１日 砂防設備占用許可申請

福岡県砂防指定地等管理条例
（平成15年福岡県条例第20号
）

第３条第１項 令和７年10月１日 砂防指定地内行為許可申
請

福岡県砂防指定地等管理条例
（平成15年福岡県条例第20号
）

第７条第１項
及び第２項 令和７年10月１日 砂防設備占用（砂防指定

地内行為）変更許可申請

地すべり等防止法施行細則（
昭和35年福岡県規則第75号） 第２条 令和７年10月１日 地すべり（ぼた山崩壊）

防止区域行為許可申請

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第３条第１項
第１号 令和７年10月１日 係船許可・承認申請

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第３条第１項
第２号 令和７年10月１日 港湾環境整備施設使用申

込

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第３条第１項
第３号 令和７年10月１日 旅客乗降用施設（渡船橋

）使用許可申請

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第３条第１項
第４号 令和７年10月１日 港湾施設（荷さばき地等

）使用許可申請

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第３条第１項
第５号 令和７年10月１日 港湾施設占用許可申請

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第３条第１項
第６号イ 令和７年10月１日 くん蒸作業許可申請

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第３条第１項
第６号ロ 令和７年10月１日 港湾施設現状変更許可申

請

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第３条第２項 令和７年10月１日 貨物搬出入報告

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第７条第４項 令和７年10月１日 港湾施設使用料減免申請

福岡県港湾施設管理条例施行
規則（昭和51年福岡県規則第
44号）

第９条第３項 令和７年10月１日 入港料減免申請

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第２条第１項
第１号 令和７年10月１日 占用許可申請

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第２条第１項
第２号 令和７年10月１日 土砂採取許可申請

福岡県港湾区域内又は港湾隣
接地域内における占用等に関
する条例施行規則（平成12年
福岡県規則第82号）

第２条第１項
第３号 令和７年10月１日 工事許可申請
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　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

土地改良事業の
事 業 主 体 名 縦覧に供する書類 縦覧期間 縦覧場所

福岡市石釜上ノ前土地改良
事業共同施行 換地計画書の写し 令和７年９月30日から

令和７年10月29日まで

福岡市早良区
役所入部出張
所

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　処分を受けた事業者

　⑴　名称

　　　株式会社ＢＩＬＩＮＧ

　⑵　所在地

　　　筑紫野市二日市北一丁目８番１号サンハイツみやた１F

　⑶　代表者

　　　代表取締役　中野　篤志

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　令和７年８月26日

４　処分の理由

　　株式会社ＢＩＬＩＮＧは、令和７年７月24日午後３時、福岡地方裁判所から破産手

続開始の決定を受けたため、法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４

地すべり等防止法施行細則（
昭和35年福岡県規則第75号） 第３条 令和７年10月１日

地すべり（ぼた山崩壊）
防止区域許可事項変更承
認申請

福岡県急傾斜地の崩壊による
災害の防止に関する法律施行
細則（昭和44年福岡県規則第
60号）

第２条第１項 令和７年10月１日 急傾斜地崩壊危険区域内
行為許可申請

福岡県急傾斜地の崩壊による
災害の防止に関する法律施行
細則（昭和44年福岡県規則第
60号）

第３条第１項 令和７年10月１日 急傾斜地崩壊危険区域内
行為変更許可申請

道路法（昭和27年法律第180
号）

第32条第１項
及び第２項

令和７年10月１日 道路占用許可申請
道路法施行規則（昭和27年建
設省令第25号） 第４条の３

車両の通行の許可の手続等を
定める省令（昭和36年建設省
令第28号）

第６条 令和７年10月１日 特殊車両通行許可申請

福岡県道路占用規則（平成12
年福岡県規則第81号） 第10条 令和７年10月１日 道路占用工事着手・完了

届
土地収用法（昭和26年法律第
219号）

第15条の２第
１項 令和７年10月１日 あっせんの申請

土地収用法（昭和26年法律第
219号）

第15条の７第
１項 令和７年10月１日 仲裁の申請

土地収用法（昭和26年法律第
219号） 第18条第１項 令和７年10月１日 事業認定申請

所有者不明土地の利用の円滑
化等に関する特別措置法（平
成30年法律第49号）

第10条第１項
、第19条第１
項

令和７年10月１日
土地使用権等の取得及び
土地等使用権の存続期間
の延長に係る裁定の申請

所有者不明土地の利用の円滑
化等に関する特別措置法（平
成30年法律第49号）

第27条第１項
、第37条第１
項

令和７年10月１日 収用又は使用に係る裁定
の申請

　公告

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第96条において準用する同法第52条の２第１項

の規定に基づき、同法第95条第１項に定める者の換地計画を令和７年９月17日付けで適

当であると決定したので、同法第96条において準用する同法第52条の２第４項において

準用する同法第８条第６項の規定により公告し、その関係書類を次のように縦覧に供す

公　　　告
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６条の規定により、福岡県の人事行政の運営等の状況について、次のように公表する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

号ロに該当する者に該当するに至った。このことは、法第14条の３の２第１項第４号

に該当する。

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　処分を受けた事業者

　⑴　名称

　　　ヒラヌマ運輸株式会社

　⑵　所在地

　　　山口県山陽小野田市大字津布田1704番地の２

　⑶　代表者

　　　代表取締役　平沼　康行

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　令和７年８月26日

４　処分の理由

　　ヒラヌマ運輸株式会社は、令和７年７月23日午前10時、山口地方裁判所宇部支部か

ら破産手続開始の決定を受けたため、法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第

５項第４号ロに該当する者に該当するに至った。このことは、法第14条の３の２第１

項第４号に該当する。

　公告

　福岡県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年福岡県条例第８号）第
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究

職

医
療

職

1
,8
9
6

3
8
9

3
1
3

1
,1
3
6

9
4
9

新
規

再
任
用
（
※
）

(6
9
)

(9
)

(5
3
)

(1
)

1
0
3

1
2

新
規
採
用

6
7
7

8

（
単

位
：

人
）

区
分

合
計

行
政

職
警

察
職

教
育

職

離 職

定
年
退
職

7
1
2

1
2
4

6
0

4
8
8

そ
の
他

（
1
）

9
4
5

（
1
）

(2
)

2
1

1
9

1
0

2
0
4

2
1
1

早
期
退
職
募
集

に
よ
る
退
職

3
8
3

8
0

2
6

2
6
5

2

再
任
用
の
満
了

(1
1
7
)

(2
2
)

(9
3
)

4
8
7

1
0
1

1
6

3
2
9

2
7

1
4

医
療

職

4
8
7

3
4
0

技
能
労
務
職

研
究

職

医
療

職

(6
)

(9
)

1



9
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

　　
２２
　　
職職
員員
のの
給給
与与
のの
状状
況況

((
11
))

人人
件件

費費
のの

状状
況況

（（
普普

通通
会会

計計
決決

算算
））

（
参

考
）

　
％

((
22
))

職職
員員

給給
与与

費費
のの

状状
況況

（（
普普

通通
会会

計計
決決

算算
））

（
注

）
１

　
職

員
手

当
に

は
退

職
手

当
を

含
み

ま
せ

ん
。

((
33
))

ララ
スス

パパ
イイ

レレ
スス

指指
数数

のの
状状

況況

（
注

）
１

　
ラ

ス
パ

イ
レ

ス
指

数
と

は
、

全
地

方
公

共
団

体
の

一
般

行
政

職
の

給
料

月
額

を
同

一
の

基
準

で
比

較
す

る
た

め
国

の
職

員
数

（
構

成
）

を
用

い
て

、

　
学

歴
や

経
験

年
数

の
差

に
よ

る
影

響
を

補
正

し
、

国
の

行
政

職
俸

給
表

（
一

）
適

用
職

員
の

俸
給

月
額

を
１

０
０

と
し

て
計

算
し

た
指

数
で

す
。

２
　

ラ
ス

パ
イ

レ
ス

指
数

の
算

出
に

あ
た

っ
て

は
、

６
０

歳
に

達
し

た
日

後
の

最
初

の
４

月
１

日
以

後
に

支
給

さ
れ

る
給

料
月

額
に

つ
い

て
、

 
本

来
の

給
料

月
額

の
７

割
水

準
に

設
定

さ
れ

る
職

員
を

除
い

て
い

る
。

　

((
44
))

給給
与与

改改
定定

のの
状状

況況

①
月
例
給

（
参

考
）

A
B

円
円

％
％

％

（
注

）
「

民
間

給
与

」
、

「
公

務
員

給
与

」
は

、
人

事
委

員
会

勧
告

に
お

い
て

公
民

の
４

月
分

の
給

与
額

を
ラ

ス
パ

イ
レ

ス
比

較
し

た
平

均
給

与
月

額
で

す
。

②
特
別
給
　
（
期
末
・
勤
勉
手
当
）

（
参

考
）

A
B

月
月

月
月

月
月

((
55
))

人人
事事

評評
価価

のの
給給

与与
へへ

のの
反反

映映
状状

況況
（（

知知
事事

部部
局局

　　
行行

政政
職職

員員
のの

場場
合合

））

職
員
の
人
事
評
価
結
果
を
昇
給
号
給
数
と
勤
勉
手
当
の
成
績
率
に
反
映
し
て
い
ま
す
。

（
注

）
5
5
歳

以
上

の
職

員
は

、
標

準
で

の
昇

給
は

あ
り

ま
せ

ん
。

9
9
.6

1
0
0
.7

R
5
.4

.1

6
年

度
人

 
　

千
円

 

1
0
0
.8

9
9
.7

　
千

円
　

　
千

円
 

千
円

 

3
1
0
,5

0
3
,9

9
3

R
6
.4

.1

　
２

　
職

員
数

は
６

年
４

月
１

日
現

在
の

人
数

で
、

電
気

事
業

・
工

業
用

水
道

事
業

・
工

業
用

地
造

成
事

業
・

病
院

事
業

・
流

域
下

水
道

事
業

・
　

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

職
員

（
計

１
３

３
人

）
並

び
に

任
期

付
短

時
間

勤
務

職
員

、
暫

定
再

任
用

職
員

（
短

時
間

勤
務

）
、

　
定

年
前

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

及
び

会
計

年
度

任
用

職
員

を
除

き
ま

す
。

区
分

1
2
,8

7
9
,2

7
9

3
9
9
,7

0
7
,8

3
7

人
件

費
率

　
Ａ

住
民

基
本

台
帳

人
口

一
人

当
た

り
給

与
費

　
Ａ

給
　

 料
職

員
手

当

実
質

収
支

人
件

費

1
8
.7

令
和

5
年

度
の

人
件

費
率

1
9
.7

Ｂ
／

Ａ

千
円

 

歳
出

額
　

（
7
年

1
月

1
日

）
　

Ｂ

4
2
,1

2
8
,5

0
5

4
1
,5

9
5

5
,0

8
6
,9

5
7

2
,0

3
2
,6

2
6
,0

1
4

千
円

 

区
分

職
　

員
　

数
給

　
　

与
　

　
費

9
9
.8

6
年

度
3
7
6
,5

1
4

3
6
6
,3

2
4

2
.7

8

6
年

度
人

 
千

円
 

区
分

区
分

R
3
.4

.1
R
4
.4

.1

　
３

　
給

与
費

に
つ

い
て

は
、

暫
定

再
任

用
職

員
（

短
時

間
勤

務
）

、
定

年
前

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

及
び

フ
ル

タ
イ

ム
会

計
年

度
任

用
職

員
　

の
給

与
費

が
含

ま
れ

て
い

ま
す

。

福
岡

県

民
間

給
与

公
務

員
給

与
較

差

区
分

６
年

度
0
.0

9
4
.6

0

1
8
7
,9

3
8
,1

9
4

4
.5

9

1
0
0
.6

1
0
0
.6

都
道

府
県

平
均

9
9
.9

支
給

月
数

人
事

委
員

会
の

勧
告

年
間

支
給

月
数

1
0
,1

9
0
円

(2
.7

8
%
)

公
務

員
の

支
給

月
数

較
差

勧
告

2
.7

6
2
.7

8

分
布
率

成
績
区
分

昇
給
号
給
数

人
事

委
員

会
の

勧
告

4
.6

0

国
の

改
定

率
A

-
B

（
改

定
率

）

勧
告

給
与

改
定

率

第
３
区
分

（
標
準
）

－

0
.1

0

標
準

（
４
号
給
）

民
間

の
支

給
割

合
国

の
年

間

A
-
B

（
改

定
月

数
）

第
１
区
分

（
最
上
位
）

５
％

第
２
区
分

（
上
位
）

２
５
％

標
準
＋
１
号
給

4
.5

0

（
注

）
「

民
間

の
支

給
割

合
」

は
民

間
事

業
所

で
支

払
わ

れ
た

賞
与

等
の

特
別

給
の

年
間

支
給

割
合

、
「

公
務

員
の

支
給

月
数

」
は

期
末
手

当
及

び
勤

勉
手

当
の

 
年

間
支

給
月

数
で

す
。

第
４
区
分

－
２
号
給

勤
勉
手
当

成
績
率

標
準
＋
5
％

標
準
＋
2
.
5
％

標
準

標
準
－
5
％

標
準
＋
２
号
給

7
,4

6
5

期
末

・
勤

勉
手

当
計

　
　

Ｂ

8
0
,4

3
7
,2

9
4

Ｂ
／

Ａ

千
円％

 

2
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

３３
　　
職職
員員
のの
平平
均均
給給
与与
月月
額額
、、
初初
任任
給給
等等
のの
状状
況況

((
11
))

職職
員員

のの
平平

均均
年年

齢齢
、、

平平
均均

給給
料料

月月
額額

及及
びび

平平
均均

給給
与与

月月
額額

のの
状状

況況
（（

６６
年年

４４
月月

１１
日日

現現
在在

））

①
一
般
行
政
職

歳
円

円
円

歳
円

円

歳
円

円
円

（
注
）

１
　
「
平
均
給
料
月
額
」
と
は
、
６
年
４
月
１
日
現
在
に
お
け
る
各
職
種
ご
と
の
職
員
の
基
本
給
の
平
均
で
す
。

２
　
「
平
均
給
与
月
額
」
と
は
、
給
料
月
額
と
毎
月
支
払
わ
れ
る
扶
養
手
当
、
地
域
手
当
、
住
居
手
当
、
時
間
外
勤
務
手
当
な
ど
す
べ
て
の

　
諸
手
当
の
額
を
合
計
し
た
も
の
で
あ
り
、
地
方
公
務
員
給
与
実
態
調
査
に
お
い
て
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
も
の
で
す
。

　
　
ま
た
、
「
平
均
給
与
月
額
（
国
比
較
ベ
ー
ス
）
」
は
、
比
較
の
た
め
、
国
家
公
務
員
と
同
じ
ベ
ー
ス
（
＝
時
間
外
勤
務
手
当
等
を
除
い
た

　
も
の
）
で
算
出
し
て
い
ま
す
。

（
以
下
同
じ
）

②
技
能
労
務
職

歳
人

円
円

円

歳
人

円
円

円

歳
人

円
円

円

歳
人

円
円

円

歳
人

円
円

円

歳
人

円
円

歳
人

円
円

円

③
高
等
（
特
別
支
援
）
学
校
教
育
職

歳
円

円

歳
円

円

④
小
・
中
学
校
教
育
職

歳
円

円

歳
円

円

⑤
警
察
職

歳
円

円
円

歳
円

円

歳
円

円
円

区
分

平
均
年
齢

平
均
給
料
月
額

平
均
給
与
月
額

平
均
給
与
月
額

（
国
比
較
ベ
ー
ス
）

福
岡
県

4
1
.8

3
2
0
,3
5
9

4
1
1
,1
8
5

3
6
0
,6
9
4

国
4
2
.1

3
2
3
,8
2
3

－
4
0
5
,3
7
8

都
道
府
県
平
均

4
2
.4

3
2
1
,1
5
6

4
1
0
,1
4
8

3
6
2
,9
8
5

区
分

平
均
年
齢

職
員
数

平
均
給
料
月
額

平
均
給
与
月
額

平
均
給
与
月
額

（
国
比
較
ベ
ー
ス
）

福
岡
県

5
7
.2

3
0
2

3
2
1
,8
9
2

3
7
3
,5
7
8

3
4
9
,8
7
3

う
ち
自
動
車
運
転
士

3
0
1
,6
5
3

3
8
4
,4
9
4

3
2
5
,3
2
6

う
ち
用
務
員

5
6
.3

9
7

3
3
4
,8
8
1

3
7
9
,6
3
4

3
6
5
,4
7
1

う
ち
守
衛

5
7
.8

5
3
6
4
,4
2
0

4
5
4
,0
9
3

3
9
9
,5
7
1

国
2
8
8
,1
4
4

－
3
3
0
,5
5
3

う
ち
そ
の
他
技
能
労
務
職

5
7
.1

1
5
5

3
1
8
,2
6
6

3
6
4
,0
2
2

3
4
5
,6
3
5

都
道
府
県
平
均

5
3
.9

1
4
9

3
0
8
,5
0
6

3
6
3
,3
9
4

3
3
9
,3
6
7

区
分

平
均
年
齢

平
均
給
料
月
額

平
均
給
与
月
額

福
岡
県

4
5
.7

3
6
9
,7
3
1

4
3
1
,5
7
9

都
道
府
県
平
均

4
1
.8

3
5
6
,4
3
1

4
1
2
,1
5
8

都
道
府
県
平
均

4
4
.8

3
7
0
,6
0
7

4
3
2
,6
5
9

区
分

平
均
年
齢

3
8
8
,3
2
2

区
分

平
均
年
齢

平
均
給
料
月
額

平
均
給
与
月
額

平
均
給
与
月
額

（
国
比
較
ベ
ー
ス
）

3
8
3
,9
5
7

福
岡
県

3
9
.8

3
3
5
,1
4
5

4
6
4
,2
9
6

3
7
7
,1
0
8

国
4
1
.8

3
2
8
,2
0
9

－

5
9
.4

4
5

都
道
府
県
平
均

3
9
.3

3
3
4
,0
0
4

4
7
5
,8
7
5

福
岡
県

4
1
.1

3
5
7
,2
2
5

3
9
6
,9
9
6

5
1
.2

1
,8
2
9

平
均
給
料
月
額

平
均
給
与
月
額

3
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令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

((
22
))

職職
員員

のの
初初

任任
給給

のの
状状

況況
（（

６６
年年

４４
月月

１１
日日

現現
在在

））

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

((
33
))

職職
員員

のの
経経

験験
年年

数数
別別

・・
学学

歴歴
別別

平平
均均

給給
料料

月月
額額

のの
状状

況況
（（

６６
年年

４４
月月

１１
日日

現現
在在

））

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

1
8
3
,4
0
0

2
2
6
,1
0
0

－ － － －

2
2
7
,6
0
0

1
9
1
,8
0
0

国

1
9
6
,2
0
0

1
6
6
,6
0
0

－ －

福
　
岡
　
県

2
0
2
,4
0
0

高
校

卒

区
　
　
分

一
般
行
政
職

1
7
0
,9
0
0

1
6
4
,3
0
0

1
5
1
,2
0
0

2
2
6
,1
0
0

－

2
2
4
,6
0
0

1
9
4
,9
0
0

3
9
5
,6
1
6

2
8
2
,6
8
7

2
8
6
,4
3
3

警
　
察
　
職

高
校

卒

2
3
9
,6
1
7

3
1
7
,6
4
3

経
験
年
数
1
0
年

経
験
年
数
2
0
年

大
学

卒

4
4
1
,3
8
6

4
1
8
,7
8
9

－

4
0
6
,5
2
7

3
4
9
,2
2
5

3
8
2
,1
1
5

－ 4
0
3
,1
7
4

警
察
職

3
3
9
,0
5
6

－

3
0
7
,2
2
1

－

小
・
中
学
校

教
育
職

大
学

卒
3
7
6
,0
7
6

2
6
8
,2
1
5

－

経
験
年
数
2
5
年

経
験
年
数
3
0
年

2
7
0
,4
2
9

3
6
2
,8
3
7

4
0
3
,3
7
2

－

3
8
9
,2
1
1

3
8
2
,1
6
4

－3
6
3
,0
9
4

3
3
5
,8
8
3

－3
3
6
,2
6
0

4
0
7
,5
0
7

4
2
8
,4
8
2

高
校

卒

4
3
8
,4
5
3

4
2
4
,1
1
6

3
2
8
,1
0
8

-

技
能
労
務
職

高
等
学
校

教
育
職

中
学

卒

大
学

卒

高
校

卒

－

区
　
　
分 大

学
卒

高
校

卒

大
学

卒

高
校

卒

大
学

卒

一
般
行
政
職

小
・
中
学
校

教
育
職

高
等
学
校

教
育
職

技
能
労
務
職

－
：
該
当
職
員
な
し

高
校

卒

中
学

卒

高
校

卒

大
学

卒

高
校

卒

4
0
3
,0
5
4

大
学

卒

高
校

卒

3
2
0
,5
5
1

4
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

４４
　　
一一
般般
行行
政政
職職
のの
級級
別別
職職
員員
数数
のの
状状
況況
（（
６６
年年
４４
月月
１１
日日
現現
在在
））

（
注
）
１
　

福
岡

県
職

員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

に
基

づ
く

給
料

表
の

級
区

分
に

よ
る

職
員

数
で

す
。

２
　

標
準

的
な

職
務

内
容

と
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

級
に

該
当

す
る

代
表

的
な

職
務

で
す

。％

区
　
　
分

標
準
的
な
職
務
内
容

職
員
数

構
成
比

1
7
.9

給
料
月
額

２
級

主
任

1
,9
5
1

人
2
4
.3

１
級

主
事
技
師

1
,4
4
0

人

円

1
6
2
,1
0
0

円
～

2
7
9
,9
0
0
円

％
2
0
8
,0
0
0

円
～

3
5
1
,0
0
0

４
級

本
庁
の
係
長

1
,1
9
9

人
1
4
.9

３
級

主
査

1
,6
4
4

人
2
0
.5

円

2
4
0
,9
0
0

円
～

3
8
9
,5
0
0
円

％％
2
7
1
,6
0
0

円
～

3
9
7
,0
0
0

％

６
級

本
庁
の
課
長

4
6
1

人
5
.8

５
級

本
庁
の
課
長
補
佐

1
,2
2
4

人
1
5
.3

円

2
9
5
,4
0
0

円
～

4
1
2
,2
0
0
円

％％
3
2
3
,1
0
0

円
～

4
4
6
,0
0
0

８
級

本
庁
の
事
務
局
長

1
7

人
0
.2

７
級

本
庁
の
次
長

7
5

人
0
.9

5
2
8
,9
0
0
円

4
1
0
,3
0
0

円
～

4
7
0
,0
0
0
円

％
4
5
9
,9
0
0

円
～

5
2
3
,1
0
0

円
～

5
6
0
,9
0
0
円

９
級

本
庁
の
部
長

1
2

人
0
.2

％

5



13
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

５５
　　
職職
員員
のの
手手
当当
のの
状状
況況

((
11
))

期期
末末

手手
当当

・・
勤勤

勉勉
手手

当当

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
６

年
度

決
算

見
込

）

（
６

年
度

支
給

割
合

）

月
分

月
分

月
分

月
分

（
加

算
措

置
の

状
況

）

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ

る
加

算
措

置

・
役

職
加

算
　

５
～

2
0
％

・
管

理
職

加
算

　
1
0
～

2
5
％

（
注

）
　

(
 
 
)
内

は
、

再
任

用
職

員
に

係
る

支
給

割
合

で
す

。

((
22
))

退退
職職

手手
当当

（（
６６

年年
４４

月月
１１

日日
現現

在在
））

（
支

給
率

）

勤
続

２
０

年
月

分

勤
続

２
５

年
月

分

勤
続

３
５

年
月

分

最
高

限
度

額
月

分

そ
の

他
の

加
算

措
置

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

　
千

円

（
注

）
　

退
職

手
当

の
１

人
当

た
り

平
均

支
給

額
は

、
６

年
度

に
退

職
し

た
全

職
種

に
係

る
職

員
に

支
給

さ
れ

た
平

均
額

で
す

。

((
33
))

地地
域域

手手
当当

（（
６６

年年
４４

月月
１１

日日
現現

在在
））

％
人

％
人

％
人

％
人

％
人

（
注

）
 
１

 
医

師
及

び
歯

科
医

師
の

支
給

率
は

、
東

京
都

特
別

区
の

場
合

を
除

き
支

給
対

象
地

域
に

か
か

わ
ら

ず
１

６
％

で
す

。

　
２

 
教

育
職

給
料

表
（

三
）

が
適

用
さ

れ
る

職
員

は
県

内
一

律
1
.
8
％

で
す

。

期
末

・
勤

勉
手

当
1
,7

3
1

千
円

 

　
支

給
実

績
（
６

年
度

決
算

見
込

）
8
,0

1
9
,2

9
4

千
円

　
支

給
職

員
１

人
当

た
り

平
均

支
給

年
額

（
６

年
度

決
算

見
込

）

自
己

都
合

定
年

・
早

期
退

職
募

集
に

よ
る

退
職

（
1
.4

0
）

（
1
.0

0
）

期
末

手
当

勤
勉

手
当

2
.5

0
2
.1

0

1
9
.6

6
9
5

2
4
.5

8
6
8
7
5

月
分

2
8
.0

3
9
5

3
3
.2

7
0
7
5

月
分

3
9
.7

5
7
5

4
7
.7

0
9

月
分

4
7
.7

0
9

4
7
.7

0
9

月
分

－
定

年
前

早
期

退
職

特
例

措
置

（
割

増
率

2
％

～
4
5
％

）

2
,0

2
9

2
2
,2

0
1

千
円

1
7
5
,2

0
5

円

支
給

対
象

地
域

支
給

率
支

給
対

象
職

員
数

4
1
,9

6
1

東
京

都
特

別
区

2
0

4
1

大
阪

市
・
横

浜
市

1
6

9

医
師

・
歯

科
医

師
1
6

3
9

府
中

市
、

名
古

屋
市

1
5

2

県
内

市
町

村
5
.4

6
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

((
44
))

特特
殊殊

勤勤
務務

手手
当当

（（
６６

年年
４４

月月
１１

日日
現現

在在
））

区
分

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

日
額

　
１

号
イ

…
円

　
１

号
イ

（
特

に
甚

大
な

災
害

）

…
円

　
１

号
ロ

…
円

　
１

号
ハ

…
円

　
２

号
…

円

　
３

号
…

円

　
４

号
…

円

　
５

号
…

円

千
円

5
6
.0 4
7

千
円

円 ％

手
当

の
名

称

危
険

業
務

手
当

種
雄

牛
取

扱
等

作
業

手
当

支
給

実
績

　
(６

年
度

決
算

見
込

)

支
給

実
績

（
６

年
度

決
算

見
込

）

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
６

年
度

決
算

見
込

）

職
員

全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員

の
割

合
（
６

年
度

）

手
当

の
種

類
（
手

当
数

）

2
,1

6
1
,0

2
4

8
4
,2

5
4

教
育

職
員

の
兼

務
手

当
0

道
路

上
作

業
手

当
（
道

路
上

等
作

業
手

当
）

消
防

学
校

職
員

教
育

訓
練

業
務

県
土

整
備

事
務

所
職

員
警

報
発

令
中

等
の

異
常

な
気

象
状

況
等

の
も

と
で

の
、

災
害

の
未

然
防

止
、

応
急

処
置

訓
練

指
導

手
当

教
育

職
員

全
日

制
教

育
職

員
が

本
務

の
勤

務
時

間
を

超
え

て
夜

間
定

時
制

の
授

業
を

行
っ

た
場

合
又

は
そ

の
逆

の
場

合

事
務

職
員

、
技

術
職

員
及

び
そ

の
他

の
職

員
高

等
学

校
又

は
中

等
教

育
学

校
の

後
期

課
程

の
夜

間
定

時
制

課
程

で
始

業
時

刻
以

後
に

2
時

間
以

上
業

務
に

従
事

主
幹

教
諭

、
指

導
教

諭
、

教
諭

、
助

教
諭

、
講

師

左
記

職
員

に
対

す
る

支
給

単
価

保
健

福
祉

環
境

事
務

所
等

、
保

健
環

境
研

究
所

、
流

域
下

水
道

事
務

所
職

員

①
し

尿
処

理
施

設
、

化
製

場
・
死

亡
獣

畜
取

扱
場

及
び

下
水

道
処

理
施

設
立

入
 検

査
②

産
業

廃
棄

物
処

理
施

設
立

入
検

査

主
な

支
給

対
象

職
員

主
な

支
給

対
象

業
務

農
業

高
等

学
校

の
教

育
職

員
有

害
農

薬
使

用
の

害
虫

等
防

除

主
幹

教
諭

、
指

導
教

諭
、

教
諭

、
養

護
教

諭
、

栄
養

教
諭

、
助

教
諭

、
養

護
助

教
諭

、
講

師
、

実
習

助
手

、
寄

宿
舎

指
導

員

１
号

　
学

校
の

管
理

下
の

非
常

災
害

時
等

の
緊

急
業

務
 イ

…
非

常
災

害
時

の
児

童
・
生

徒
の

保
護

又
は

緊
急

の
防

災
・
復

旧
の

業
務

 ロ
…

児
童

・
生

徒
の

負
傷

、
疾

病
等

に
伴

う
救

急
の

業
務

 ハ
…

児
童

・
生

徒
に

対
す

る
緊

急
の

補
導

業
務

２
号

  
修

学
旅

行
等

の
引

率
・
指

導
業

務
で

宿
泊

を
伴

う
も

の
３

号
  
対

外
運

動
競

技
等

の
引

率
・
指

導
業

務
で

宿
泊

を
伴

う
も

の
等

４
号

  
部

活
動

の
指

導
業

務
で

週
休

日
等

に
行

う
も

の
５

号
  
入

学
試

験
の

監
督

、
採

点
等

日
額

２
９

０
円

1
,4

1
8

①
日

額
３

０
０

円
②

日
額

２
９

０
円

③
日

額
３

８
０

円
（
作

業
が

著
し

く
危

険
な

場
合

は
７

６
０

円
）

放
射

線
取

扱
手

当
3
2
0

放
射

線
技

術
職

員
有

害
放

射
線

の
影

響
を

受
け

る
作

業
日

額
３

０
０

円

防
疫

等
作

業
手

当
保

健
福

祉
環

境
事

務
所

等
職

員

①
狂

犬
病

予
防

注
射

・
犬

の
捕

獲
②

感
染

症
患

者
等

の
救

護
、

病
原

体
付

着
物

件
の

処
理

、
そ

の
他

特
定

感
染

 症
等

の
ま

ん
延

を
防

止
す

る
た

め
に

行
う
作

業
（
③

を
除

く
）
、

検
疫

作
業

、
 細

菌
検

査
又

は
ウ

イ
ル

ス
検

査
③

口
蹄

疫
、

鳥
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

等
の

ま
ん

延
防

止
の

た
め

に
行

う
特

定
家

畜
伝

染
病

に
か

か
っ

て
い

る
疑

い
の

あ
る

動
物

の
調

査
、

家
畜

の
と

殺
、

家
畜

の
死

体
の

焼
却

・
埋

却
、

畜
舎

の
消

毒
の

作
業

8
1
0

①
日

額
１

４
０

円
～

５
６

０
円

②
１

時
間

２
１

０
円

～
１

，
５

０
０

円
③

日
額

３
０

０
円

社
会

福
祉

業
務

手
当

1
7
,4

9
4

①
日

額
４

５
０

円
、

５
７

０
円

②
日

額
２

３
０

円

県
土

整
備

事
務

所
、

水
産

海
洋

技
術

セ
ン

タ
ー

、
農

林
業

総
合

試
験

場
、

計
量

検
定

所
職

員
、

薬
務

課
職

員

①
坑

内
の

ト
ン

ネ
ル

掘
り

作
業

、
水

面
下

4
m

以
上

の
深

所
作

業
、

高
所

作
業

、
　

 大
型

農
業

機
械

作
業

、
爆

発
物

立
入

検
査

②
圧

搾
空

気
内

作
業

、
潜

水
作

業
③

毒
物

劇
物

立
入

検
査

保
健

福
祉

環
境

事
務

所
等

、
障

が
い

者
更

生
相

談
所

、
女

性
相

談
所

職
員

①
援

護
の

措
置

を
要

す
る

者
等

を
訪

問
し

面
接

し
て

行
う
指

導
等

、
精

神
障

が
い

 の
あ

る
人

の
訪

問
指

導
、

要
保

護
女

子
に

関
す

る
相

談
・
指

導
・
一

時
保

護
②

肢
体

不
自

由
児

の
日

常
生

活
介

助

1
7
8

日
額

２
３

０
円

有
害

物
取

扱
手

当
4
6
1

日
額

１
３

０
円

～
２

９
０

円

農
林

業
総

合
試

験
場

職
員

種
雄

牛
又

は
種

雄
豚

を
御

す
る

作
業

、
牛

馬
の

直
腸

検
査

保
健

環
境

研
究

所
、

工
業

技
術

セ
ン

タ
ー

、
農

林
業

総
合

試
験

場
職

員

有
害

農
薬

使
用

の
農

作
物

害
虫

等
防

除
、

有
害

ガ
ス

発
生

を
伴

う
業

務
又

は
特

に
危

険
な

薬
品

の
取

扱
業

務

県
税

事
務

手
当

6
3
,4

3
3

日
額

６
５

０
円

、
８

０
０

円

夜
間

看
護

等
手

当
9
,9

2
1

①
１

回
３

，
１

０
０

円
～

７
，

３
０

０
円

②
１

回
１

，
２

４
０

円

県
税

職
員

県
税

の
賦

課
及

び
徴

収

こ
ど

も
療

育
セ

ン
タ

ー
新

光
園

の
看

護
師

①
正

規
の

勤
務

時
間

に
よ

る
勤

務
の

一
部

又
は

全
部

が
深

夜
に

お
い

て
行

わ
れ

 る
看

護
業

務
②

正
規

の
勤

務
時

間
外

の
救

急
医

療
等

業
務

犯
則

取
締

等
手

当
4
3
9

日
額

２
８

０
円

～
５

５
０

円

特
殊

現
場

作
業

手
当

5
2
9

千
円

①
日

額
２

３
０

円
②

日
額

２
９

０
円

１
回

１
２

０
円

、
２

３
０

円

漁
業

取
締

業
務

に
従

事
す

る
職

員
、

麻
薬

取
締

員
海

上
被

疑
者

追
跡

又
は

取
調

、
麻

薬
取

締
業

務
、

航
海

中
の

船
舶

調
査

等
、

現
業

職
員

の
５

ト
ン

未
満

の
船

舶
運

転

6
3
6

日
額

７
２

０
円

災
害

応
急

作
業

手
当

8
4
4

日
額

４
８

０
円

～
１

，
０

９
５

円

児
童

福
祉

施
設

等
に

勤
務

す
る

職
員

午
前

４
時

か
ら

午
前

６
時

ま
で

の
間

に
勤

務
時

間
の

始
期

が
定

め
ら

れ
て

い
る

勤
務

に
従

事

農
林

水
産

部
、

県
土

整
備

部
、

建
築

都
市

部
等

職
員

用
地

交
渉

業
務

用
地

交
渉

手
当

3
,4

9
8

千
円

日
額

３
０

０
円

①
日

額
１

６
０

円
②

日
額

２
３

０
円

県
土

整
備

事
務

所
職

員

6
,4

4
4

日
額

７
０

０
円

、
１

，
０

５
０

円

交
通

量
の

頻
繁

な
道

路
上

で
、

交
通

を
遮

断
す

る
こ

と
な

く
行

う
道

路
維

持
修

繕

道
路

技
術

員
、

河
川

監
視

①
加

熱
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
混

合
物

使
用

の
道

路
舗

装
②

道
路

上
、

河
川

区
域

及
び

海
岸

保
全

区
域

の
動

物
の

死
体

処
理

ほ
場

等
管

理
業

務
手

当
5
9
8

①
日

額
１

２
０

円
②

日
額

２
３

０
円

動
物

等
保

護
管

理
作

業
手

当
2
6

①
日

額
２

６
０

円
②

日
額

２
３

０
円

農
林

業
総

合
試

験
場

職
員

①
農

業
機

械
等

を
操

作
す

る
ほ

場
等

管
理

業
務

②
ふ

ん
尿

収
集

、
ほ

場
散

布

動
物

愛
護

管
理

技
術

員
①

負
傷

動
物

の
収

容
作

業
②

動
物

死
体

の
収

容
作

業

授
業

１
時

間
２
，
８
２
０

円

通
信

教
育

指
導

手
当

0
①

１
通

当
た

り
１

０
０

円
②

１
時

間
２
，
８
２
０

円

1
,3

0
8

日
額

３
４

０
円

（
事

務
長

は
日

額
２

２
０

円
）

多
学

年
学

級
担

当
手

当
1
,5

4
5

夜
間

定
時

制
勤

務
手

当

小
学

校
、

中
学

校
、

義
務

教
育

学
校

又
は

中
等

教
育

学
校

の
前

期
課

程
の

２
の

学
年

の
児

童
又

は
生

徒
で

編
制

さ
れ

て
い

る
学

級
を

担
当

し
授

業
又

は
指

導
に

従
事

実
習

船
乗

船
手

当
8
2
5

①
日

額
３

，
０

０
０

円
②

日
額

１
８

０
円

①
通

信
教

育
を

行
う
学

校
の

教
 育

職
員

（
本

務
職

員
を

除
く

。
）

②
通

信
教

育
を

行
う
学

校
及

び
 協

力
校

の
教

育
職

員
（
本

務
 職

員
を

除
 く

。
）

①
添

削
指

導
②

面
接

指
導

①
水

産
高

等
学

校
の

教
育

職
員

②
水

産
高

等
学

校
の

職
員

実
習

船
に

乗
り

組
み

、
漁

ろ
う
を

伴
う
航

海
に

お
い

て
従

事
す

る
以

下
の

業
務

①
生

徒
の

実
習

指
導

等
②

船
員

法
第

８
２

条
の

２
第

４
項

に
規

定
す

る
業

務

有
害

農
薬

に
よ

る
害

虫
等

防
除

作
業

手
当

0
１

級
　

日
額

２
９

０
円

２
級

　
日

額
２

５
０

円

教
員

特
殊

業
務

手
当

8
9
0
,7

8
9

千
円

8
,0

0
0

1
6
,0

0
0

7
,5

0
0

7
,5

0
0

5
,1

0
0

5
,1

0
0

2
,7

0
0

9
0
0

補
導

業
務

手
当

4
,0

4
4

日
額

２
０

０
円

児
童

又
は

生
徒

の
補

導
を

本
務

と
す

る
教

育
職

員
児

童
又

は
生

徒
の

補
導

業
務

に
従

事

一 般 職 員 教 育 公 務 員

7



15
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

((
55
))

時時
間間

外外
勤勤

務務
手手

当当
（（

全全
職職

員員
））

（
注

）
　

職
員

1
人

当
た

り
の

平
均

支
給

額
を

算
出

す
る

際
の

職
員

数
は

、
「
支

給
実

績
（
６

年
度

決
算

見
込

）
」
と

同
じ

年
度

の
４

月
１

日
現

在
の

総
職

員
数

（
管

理
職

員
、

　
 教

育
職

員
等

、
制

度
上

時
間

外
勤

務
手

当
の

支
給

対
象

と
は

な
ら

な
い

職
員

を
除

く
。

）
で

あ
り

、
短

時
間

勤
務

職
員

を
含

み
ま

す
。

１
時

間
３

１
０

円
～

１
，

５
０

０
円

2
6

潜
水

器
具

着
用

に
よ

る
潜

水
作

業

日
額

１
，

９
０

０
円

0
鉱

山
の

坑
内

又
は

掘
削

中
の

ト
ン

ネ
ル

の
坑

内
で

、
ガ

ス
爆

発
、

火
災

、
出

水
、

落
盤

等
の

災
害

が
あ

っ
た

と
き

に
、

当
該

坑
内

で
行

う
災

害
関

連
作

業

爆
発

物
の

取
締

り
及

び
処

理
の

作
業

警
察

職
員

正
規

の
勤

務
時

間
に

お
い

て
従

事
す

る
作

業
（
指

定
さ

れ
た

も
の

に
限

る
。

）
の

時
間

帯
が

深
夜

の
一

部
又

は
全

部
を

含
む

と
き

警
察

官

海
外

地
域

で
の

国
際

緊
急

援
助

隊
の

派
遣

に
関

す
る

法
律

第
２

条
に

規
定

す
る

国
際

緊
急

援
助

活
動

の
作

業

日
額

２
３

０
円

、
２

４
０

円

主
任

等
に

発
令

さ
れ

た
指

導
教

諭
又

は
教

諭
が

、
当

該
担

当
に

係
る

業
務

に
従

事

警
察

職
員

犯
罪

の
予

防
及

び
捜

査
並

び
に

被
疑

者
逮

捕
等

（
給

料
月

額
＋

教
職

調
整

額
）
×

５
％

※
管

理
職

手
当

受
給

者
は

３
％

教
務

主
任

３
学

級
以

上
の

学
校

の
　

＊
生

徒
指

導
主

事
　

＊
進

路
指

導
主

事
　

 （
高

等
学

校
、

中
等

教
育

　
　

学
校

及
び

特
別

支
援

学
　

　
校

の
高

等
部

に
置

か
れ

　
　

る
も

の
）

　
＊

学
科

主
任

　
＊

農
場

長
　

＊
寮

務
主

任
　

＊
学

年
主

任
　

 （
一

の
学

年
が

３
学

級
以

　
　

上
の

学
年

に
置

か
れ

る
　

も
の

）

3
6
,0

3
3

１
時

間
３

１
０

円
～

１
，

５
０

０
円

警
察

職
員

天
皇

・
皇

后
等

の
皇

族
及

び
警

護
対

象
者

の
身

辺
警

衛
若

し
く

は
身

辺
警

護

警
察

官

警
察

職
員

日
額

２
５

０
円

～
４

，
６

０
０

円

0
日

額
１

，
１

０
０

円

7
,7

0
3

8
5
,0

5
9

日
額

２
０

０
円

主
と

し
て

私
服

員
の

従
事

す
る

犯
罪

の
予

防
及

び
捜

査
並

び
に

被
疑

者
逮

捕
の

作
業

2
2
9
,0

9
7

日
額

３
２

０
円

、
５

６
０

円

夜
間

学
級

担
当

手
当

教
育

職
員

中
学

校
等

で
本

務
と

し
て

夜
間

学
級

に
勤

務
す

る
場

合
1
,9

5
0

8
0
,3

4
6

日
額

３
１

０
円

～
８

４
０

円

犯
罪

鑑
識

作
業

1
5
,5

1
2

日
額

２
８

０
円

、
５

６
０

円
警

察
職

員
現

場
等

に
お

け
る

犯
罪

鑑
識

警
察

官
（
警

部
以

下
の

階
級

に
あ

る
者

に
限

る
。

）
高

速
道

路
等

に
お

け
る

事
故

捜
査

・
交

通
違

反
取

締
り

等

7
8
,9

7
6

日
額

２
５

０
円

～
５

６
０

円

暴
力

団
犯

罪
対

策
及

び
銃

器
等

犯
罪

捜
査

の
作

業
2
,3

3
0

日
額

５
６

０
円

～
１

，
６

４
０

円
警

察
官

銃
器

を
使

用
し

た
現

場
等

に
お

け
る

犯
人

の
逮

捕
等

警
察

職
員

交
通

指
導

取
締

、
犯

罪
捜

査
等

を
目

的
と

し
た

、
交

通
取

締
用

無
線

自
動

車
及

び
捜

査
専

用
車

等
の

運
転

等

0
日

額
５

８
０

円

死
体

処
理

作
業

1
1
0
,6

8
1

１
体

当
た

り
 １

，
６

０
０

円
、

３
，

２
０

０
円

警
察

職
員

人
の

死
体

の
解

剖
・
検

視
・
実

況
見

分
等

直
接

死
体

に
接

触
す

る
作

業

保
健

師
結

核
患

者
に

接
触

し
て

行
う
治

療
に

関
す

る
諸

注
意

、
情

報
提

供
等

0
日

額
１

，
９

０
０

円

航
空

機
の

操
縦

及
び

航
空

機
に

搭
乗

し
て

行
う
操

縦
以

外
の

作
業

1
5
,7

3
9

①
１

時
間

５
，

１
０

０
円

②
１

時
間

２
，

２
０

０
円

③
１

時
間

１
，

９
０

０
円

警
察

職
員

①
航

空
機

の
操

縦
作

業
②

航
空

機
に

搭
乗

し
て

行
う
整

備
作

業
③

航
空

機
に

搭
乗

し
て

行
う
操

縦
及

び
整

備
以

外
の

作
業

警
察

職
員

1
8
5
,6

4
6

日
額

３
４

０
円

警
察

官
（
警

部
以

下
の

階
級

に
あ

る
者

に
限

る
。

）
警

ら
作

業

3
9
6

①
爆

発
物

取
締

作
業

②
爆

発
物

処
理

作
業

警
察

職
員

①
日

額
３

０
０

円
、

４
６

０
円

②
１

件
当

た
り

 ５
，

２
０

０
円

2
9
9
,8

1
6

１
回

４
１

０
円

、
７

３
０

円

救
難

救
助

作
業

（
そ

の
た

め
の

訓
練

の
作

業
を

含
む

。
）

2
,7

2
8

①
日

額
４

１
０

円
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
～
２
，
１
６
０
円

②
日

額
６

６
０

円
　

～
４

０
，

０
０

０
円

①
危

険
を

伴
う
山

岳
地

遭
難

者
の

救
難

救
助

又
は

天
災

地
変

若
し

く
は

水
難

、
火

災
、

危
険

物
の

爆
発

事
故

そ
の

他
異

常
な

事
態

に
お

け
る

救
難

救
助

②
福

島
原

発
の

敷
地

内
及

び
そ

の
周

辺
の

区
域

で
行

う
業

務
警

察
職

員

警
察

職
員

正
規

の
勤

務
時

間
に

お
い

て
従

事
す

る
作

業
（
指

定
さ

れ
た

も
の

に
限

る
。

）
の

時
間

帯
が

深
夜

の
一

部
又

は
全

部
を

含
む

と
き

警
察

職
員

2
,9

1
8

１
回

１
，

２
４

０
円

遠
隔

地
水

上
警

戒
作

業
0

日
額

１
，

１
０

０
円

警
察

職
員

遠
隔

地
の

離
島

周
辺

海
域

に
お

い
て

海
上

保
安

庁
の

巡
視

船
に

乗
り

組
ん

で
行

う
水

上
警

戒
の

作
業

警
察

職
員

（
管

理
職

手
当

受
給

者
を

除
く

。
）

突
発

的
発

生
業

務
の

処
理

の
た

め
に

、
正

規
の

勤
務

時
間

外
の

時
間

に
お

い
て

緊
急

の
呼

び
出

し
に

よ
り

勤
務

す
る

こ
と

を
命

ぜ
ら

れ
て

作
業

に
従

事
し

、
そ

の
時

間
帯

の
一

部
又

は
全

部
が

夜
間

で
あ

る
と

き

日
額

６
４

０
円

、
１

，
１

５
０

円

潜
水

作
業

0
日

額
４

，
０

０
０

円

サ
リ
ン

そ
の

他
の

特
殊

危
険

物
質

の
処

理
等

の
作

業

警
察

官

特
殊

危
険

物
質

等
の

発
生

し
て

い
る

状
況

下
、

現
場

で
行

う
救

助
又

は
捜

査
等

0

2
6

日
本

国
外

に
お

い
て

従
事

す
る

犯
罪

の
捜

査
情

報
収

集
（
人

事
委

員
会

が
定

め
る

場
合

に
限

る
。

）

警 察 職 員

海
外

犯
罪

情
報

収
集

作
業

夜
間

緊
急

処
理

作
業

夜
間

特
殊

業
務

に
従

事
す

る
作

業

警
ら

作
業

身
辺

警
護

等
作

業

坑
内

作
業

結
核

患
者

接
触

作
業

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
５

年
度

決
算

）
4
4
1

千
円

支
給

実
績

（
６

年
度

決
算

見
込

）
9
,1

8
2
,7

0
0

千
円

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
６

年
度

決
算

見
込

）
4
3
9

千
円

教 育 公 務 員

支
給

実
績

（
５

年
度

決
算

）
9
,2

4
1
,3

6
6

千
円

交
通

取
締

用
自

動
車

そ
の

他
特

殊
自

動
車

の
運

転
、

警
備

用
船

舶
運

行
及

び
自

動
車

の
検

査
に

関
す

る
作

業

交
通

捜
査

作
業

教
育

業
務

連
絡

指
導

手
当

留
置

施
設

看
守

及
び

被
疑

者
（
被

告
人

そ
の

他
法

令
に

よ
り

拘
禁

さ
れ

て
い

る
者

を
含

む
。

）
護

送
の

作
業

留
置

施
設

看
守

及
び

被
疑

者
護

送

国
際

緊
急

援
助

作
業

8



16
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

((
66
))

そそ
のの

他他
のの

手手
当当

（（
６６

年年
４４

月月
１１

日日
現現

在在
））

千
円

円

千
円

円

千
円

円

千
円

円

千
円

円

千
円

円

千
円

円

千
円

円

千
円

円

千
円

円

千
円

円

○
へ

き
地

等
学

校
に

勤
務

す
る

た
め

に
へ

き
地

等
学

校
が

所
在

す
る

市
町

村
内

に
住

居
を

移
転

し
た

職
員

に
支

給
・
（
給

料
の

月
額

＋
教

職
調

整
額

＋
扶

養
手

当
）
×

支
給

率
*

支
給

率
　

異
動

後
5
年

間
 4

%
　

　
そ

の
後

1
年

間
 2

%

3
5
,4

4
3

千
円

2
5
6
,8

3
3

○
交

通
条

件
及

び
自

然
的

、
経

済
的

、
文

化
的

諸
条

件
に

恵
ま

れ
な

い
地

域
に

所
在

す
る

へ
き

地
等

学
校

に
勤

務
す

る
職

員
に

対
し

て
支

給
・
（
給

料
の

月
額

+
教

職
調

整
額

＋
扶

養
手

当
）
×

級
地

区
分

別
支

給
割

合
－

地
域

手
当

*
級

地
区

分
別

支
給

割
合

　
6
%
～

2
2
%

円

○
特

地
公

署
又

は
特

地
公

署
に

準
ず

る
公

署
に

勤
務

す
る

た
め

に
住

居
を

移
転

し
た

職
員

に
支

給
・
（
給

料
の

月
額

＋
扶

養
手

当
）
×

支
給

率
*

支
給

率
　

異
動

後
４

年
間

 4
%
～

6
%
、

５
年

目
4
%
、

６
年

目
2
%
（
最

高
６

年
）

農
林

漁
業

普
及

指
導

手
当

○
農

林
漁

業
等

の
普

及
指

導
に

従
事

す
る

職
員

に
対

し
て

支
給

・
給

料
月

額
×

8
%
　

（
管

理
職

手
当

受
給

者
は

4
%
）

7
7
,5

4
6

2
9
8
,2

5
4

へ
き

地
手

当
に

準
ず

る
手

当

警 察

特
地

勤
務

手
当

へ
き

地
手

当

1
,7

7
3
,5

2
7

7
4
4
,8

6
6

休
日

勤
務

手
当

○
祝

日
等

に
お

け
る

正
規

の
勤

務
時

間
に

勤
務

し
た

職
員

に
対

し
て

支
給

・
勤

務
１

時
間

当
た

り
の

給
与

額
×

1
3
5
/
1
0
0
×

勤
務

時
間

数
2
,2

0
0
,1

3
7

1
8
3
,4

6
7

4
0
4
,8

2
7

夜
間

勤
務

手
当

○
深

夜
に

わ
た

る
正

規
の

勤
務

時
間

に
勤

務
し

た
職

員
に

対
し

て
支

給
・
勤

務
１

時
間

当
た

り
の

給
与

額
×

2
5
/
1
0
0
×

午
後

１
０

時
か

ら
翌

日
の

午
前

５
時

ま
で

の
勤

務
時

間
1
,0

3
8
,4

8
9

9
7
,1

2
8

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

○
週

休
日

等
又

は
平

日
深

夜
に

お
い

て
勤

務
し

た
管

理
職

員
に

職
の

区
分

等
に

応
じ

て
支

給
・
週

休
日

等
　

１
回

　
4
,0

0
0
円

～
1
2
,0

0
0
円

・
平

日
深

夜
　

1
回

　
2
,0

0
0
円

～
6
,0

0
0
円

（
週

休
日

等
の

従
事

時
間

が
６

時
間

を
超

え
る

場
合

は
、

1
.5

倍
）

6
6
,3

3
3

1
6
1
,7

8
8

1
7
2
,4

8
0

3
,7

9
3
,3

6
8

2
8
0
,2

4
3

2
5
3
,1

3
9

手
　

当
　

名
内

容
及

び
支

給
単

価
支

給
実

績
（
６

年
度

決
算

見
込

）

支
給

職
員

１
人

当
た

り

平
均

支
給

年
額

（
６

年
度

決
算

見
込

）

4
,7

5
1
,6

7
6

通
勤

手
当

初
任

給
調

整
手

当

○
専

門
的

知
識

を
必

要
と

し
、

か
つ

、
欠

員
補

充
が

困
難

で
あ

る
職

に
つ

い
て

、
民

間
企

業
等

の
給

与
水

準
と

調
整

す
る

た
め

に
支

給
・
医

師
、

歯
科

医
師

　
3
1
0
,0

0
0
円

以
下

（
3
5
年

）
・
研

究
員

　
1
0
0
,0

0
0
円

以
下

（
1
0
年

）
・
獣

医
師

　
6
0
,8

0
0
円

以
下

（
2
0
年

）

扶
養

手
当

○
扶

養
親

族
の

あ
る

職
員

に
対

し
て

支
給

・
配

偶
者

、
父

母
等

　
　

1
人

に
つ

き
　

6
,5

0
0
円

※
行

政
職

給
料

表
７

級
、

研
究

職
給

料
表

５
級

及
び

特
定

獣
医

師
職

給
料

表
７

級
の

職
員

　
3
,5

0
0
円

・
子

　
１

人
に

つ
き

  
1
0
,0

0
0
円

・
1
6
歳

に
な

る
年

度
初

め
か

ら
2
2
歳

に
な

っ
た

年
度

末
ま

で
の

子
の

加
算

　
5
,2

0
0
円

住
居

手
当

○
自

ら
居

住
す

る
た

め
住

宅
を

借
り

受
け

、
家

賃
を

支
払

っ
て

 い
る

職
員

・
家

賃
2
7
,0

0
0
円

以
下

家
賃

－
1
6
,0

0
0
円

・
家

賃
2
7
,0

0
0
円

超
1
1
,0

0
0
円

＋
（
家

賃
－

2
7
,0

0
0
円

）
×

1
/
2

（
支

給
限

度
額

2
8
,0

0
0
円

）
○

単
身

赴
任

手
当

を
支

給
さ

れ
て

い
る

職
員

の
配

偶
者

が
居

住
す

る
住

居
・
上

記
額

の
1
/
2

○
交

通
機

関
、

交
通

用
具

（
自

動
車

等
）
を

使
用

し
て

通
勤

し
て

い
る

職
員

に
支

給
・
運

賃
等

相
当

額
（
原

則
と

し
て

６
箇

月
定

期
券

の
額

）
・
交

通
用

具
使

用
額

通
勤

距
離

に
応

じ
2
,0

0
0
円

～
・
新

幹
線

等
利

用
者

の
特

別
料

金
等

加
算

（
県

外
上

限
4
1
,0

0
0
円

）

1
8
5
,6

7
9

6
5
6
,1

1
0

5
,5

6
8
,7

7
2

特
地

勤
務

手
当

に
準

ず
る

手
当

単
身

赴
任

手
当

○
異

動
又

は
公

署
の

移
転

を
原

因
と

し
て

単
身

赴
任

と
な

っ
た

職
員

に
対

し
支

給
・
3
0
,0

0
0
円

～
1
0
0
,0

0
0
円

○
生

活
が

著
し

く
不

便
な

地
に

所
在

す
る

公
署

に
勤

務
す

る
職

員
に

対
し

て
支

給
・
（
給

料
の

月
額

＋
扶

養
手

当
）
×

級
地

区
分

別
支

給
割

合
－

地
域

手
当

*
級

地
区

分
別

支
給

割
合

　
４

%
～

2
5
%

1
3
4
,6

9
7

学 校

7
7
,3

2
2

宿
日

直
手

当
○

宿
日

直
勤

務
を

行
っ

た
職

員
に

支
給

・
通

常
　

5
,3

0
0
円

　
　

・
医

師
、

歯
科

医
師

　
2
1
,0

0
0
円

・
生

活
指

導
　

7
,4

0
0
円

　
　

・
寄

宿
舎

指
導

　
6
,1

0
0
円

1
,4

8
6
,9

5
3

管
理

職
手

当
○

管
理

又
は

監
督

の
地

位
に

あ
る

一
定

範
囲

の
職

員
に

対
し

て
支

給
・
給

料
表

・
職

務
の

級
・
職

の
区

分
別

に
定

め
た

額
（
4
2
,1

0
0
円

～
1
3
9
,1

0
0
円

）

9



17
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

千
円

円

千
円

円

千
円

円
7
4
,4
4
5

1
6
6
,9
1
7

○
農
業
、
水
産
、
工
業
の
教
科
の
授
業
及
び
実
習
を
担
当
す
る
教
育
職
員
に
支
給

・
（
給
料
月
額
＋
教
職
調
整
額
）
×
5
%

(定
時
制
通
信
教
育
手
当
受
給
者
、
管
理
職
手
当
受
給
者
は
3
%
)

1
2
2
,0
0
1

1
9
9
,6
7
3

○
定
時
制
課
程
及
び
通
信
制
課
程
に
勤
務
す
る
教
育
職
員
に
支
給

・
（
給
料
月
額
＋
教
職
調
整
額
）
×
3
～
5
%

*
校
長
、
副
校
長
、
教
頭
　
3
%

夜
間
定
時
制
教
育
に
従
事
す
る
職
員
　
5
%

昼
間
定
時
制
教
育
、
通
信
教
育
に
従
事
す
る
職
員
　
3
%

5
7
,9
9
8

○
義
務
教
育
等
諸
学
校
に
勤
務
す
る
教
育
職
員
に
支
給

・
月
額
8
,0
0
0
円
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
、
職
務
の
級
、
号
給
別
に
定
め
た
額

・
産
業
教
育
手
当
、
定
時
制
通
信
教
育
手
当
の
支
給
を
受
け
る
期
間
は
調
整
支
給
す
る
。

*
夜
間
定
時
制
、
通
信
教
育
に
係
る
定
時
制
通
信
教
育
手
当
又
は
農
業
、
水
産
に
係
る
産
業
教
育
手
当
の
受
給
期
間

：
定
額
の
3
/
4
の
額

*
上
記
以
外
の
者
：
定
額
の
2
/
4
の
額

産
業
教
育
手
当

定
時
制
通
信
教
育
手

当

1
,3
8
5
,5
0
7

義
務
教
育
等
教
員
特

別
手
当

10



18
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

６６
　　
特特
別別
職職
のの
報報
酬酬
等等
のの
状状
況況
（（
６６
年年
４４
月月
１１
日日
現現
在在
））

円 円 円 円 円 月
分

月
分

　
　

（
算

定
方

式
）

（
１

期
の

手
当

額
）

　
（
支

給
時

期
）

千
円

千
円

７７
　　
職職
員員
数数
のの
状状
況況

((
11
))

部部
門門

別別
職職

員員
数数

のの
状状

況況
とと

主主
なな

増増
減減

理理
由由

(単
位

：
人

）

（
注

）
職

員
数

は
、

一
般

職
に

属
す

る
職

員
数

で
、

部
門

の
そ

の
他

は
、

各
種

委
員

会
（

教
育

を
除

く
。

）
、

警
察

本
部

、

　
２

　
（

　
）

内
は

、
フ

ル
タ

イ
ム

会
計

年
度

任
用

職
員

で
あ

り
、

外
数

で
す

。

1
3
5
万

円
×

在
職

月
数

×
0
.5

1
9

 （
任

期
毎

）

知
事

合
　

　
計

（
3
1
6
）

4
1
,7

2
8

　
（
注

）
　

退
職

手
当

の
「
１

期
の

手
当

額
」
は

、
４

月
１

日
現

在
の

給
料

月
額

及
び

支
給

率
に

基
づ

き
、

１
期

（
４

年
＝

４
８

月
）
勤

め
た

場
合

 に
お

け
る

退
職

手
当

の
見

込
額

で
す

。

（
△

3
7
）

△
2
3

（
参

考
：
人

口
1
0
万

当
た

り
職

員
数

8
1
8
.9

4
人

）

 （
任

期
毎

）

3
3
,6

3
1

2
0
,4

2
5

1
0
8
万

円
×

在
職

月
数

×
0
.3

9
4

副
知

事

（
注

）
１

　
そ

の
他

は
、

各
種

委
員

会
（

教
育

委
員

会
を

除
く

。
）

、
警

察
本

部
、

議
会

事
務

局
、

企
業

局
で

す
。

議
員

議
長

3
.4

0

8
9
0
,0

0
0

知
事

給
　

　
料

　
　

月
　

　
額

　
　

等
区

　
　

分

1
,0

8
0
,0

0
0

給 料

知
事

副
知

事

1
,3

5
0
,0

0
0

知
事

部
局

報 酬 期 末 手 当 退 職 手 当

副
議

長

副
議

長

知
事

　
（
６

年
度

支
給

割
合

）

　
（
６

年
度

支
給

割
合

）

3
.4

0

議
員

（
3
5
3
）

4
1
,7

5
1

教
育

委
員

会
（
4
4
）

2
1
,8

5
1

副
知

事

（
2
6
3
）

7
,5

4
9

（
3
0
4
）

7
,5

6
7

　
区

　
　

分

　
部

　
　

門

地 域 手 当

そ
の

他
（
9
）

1
2
,3

2
8

（
1
3
）

1
2
,3

2
5

（
△

4
） 3

定
数

外
職

員
の

減
な

ど
 (

参
考

：
人

口
1
0
万

当
た

り
職

員
数

2
4
1
.9

5
人

）

議
長

副
知

事

1
,1

1
0
,0

0
0

9
8
0
,0

0
0

　
支

給
率

　
　

5
.4

%

R
6
.4

.1
R
5
.4

.1

（
8
）

△
8

小
学

校
の

学
級

増
な

ど
（
参

考
：
人

口
1
0
万

当
た

り
職

員
数

4
2
8
.8

4
人

）

児
童

相
談

所
の

体
制

強
化

な
ど

（
参

考
：
人

口
1
0
万

当
た

り
職

員
数

1
4
8
.1

5
人

）

主
な

増
減

理
由

（
3
6
）

2
1
,8

5
9

職
員

数
対

前
年

増
減

数

（
△

4
1
）

△
1
8

11
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年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

((
22
))

年年
齢齢

別別
職職

員員
構構

成成
のの

状状
況況

（（
６６

年年
４４

月月
１１

日日
現現

在在
））

((
33
))

職職
員員

数数
のの

推推
移移

（（
各各

年年
４４

月月
１１

日日
現現

在在
））

区
　

分

2
0
歳

2
0
歳

2
4
歳

2
8
歳

3
2
歳

3
6
歳

4
0
歳

4
4
歳

4
8
歳

5
2
歳

5
6
歳

6
0
歳

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

計

未
満

2
3
歳

2
7
歳

3
1
歳

3
5
歳

3
9
歳

4
3
歳

4
7
歳

5
1
歳

5
5
歳

5
9
歳

以
上

職
員

数

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人

1
8
8

2
,1

2
0

4
,2

9
7

4
,4

5
9

4
,5

1
1

3
,9

9
0

3
,6

9
7

3
,8

8
9

3
,9

3
2

4
,1

1
9

4
,2

3
9

2
,2

8
7

4
1
,7

2
8

（
単

位
：
人

・
％

）
　

　
年

　
　

度
部

　
　

門
平

成
3
1
年

令
和

2
年

令
和

3
年

令
和

4
年

令
和

5
年

令
和

6
年

過
 去

 ５
 年

 間
の

増
減

数
（
率

）

知
事

部
局

7
,5

6
4

7
,5

4
2

7
,4

7
9

7
,5

4
7

7
,5

6
7

7
,5

4
9

△
1
5

（
△

0
.2

）

教
育

委
員

会
2
1
,1

6
0

2
1
,4

6
1

2
1
,6

6
7

2
1
,7

0
6

2
1
,8

5
9

2
1
,8

5
1

そ
の

他
1
2
,3

4
9

1
2
,4

0
0

1
2
,3

8
6

1
2
,3

7
3

1
2
,3

2
5

4
1
,7

2
8

6
5
5

1
.6

6
9
1

（
3
.3

）

1
2
,3

2
8

△
2
1

（
注

）
　

そ
の

他
は

、
各

種
委

員
会

（
教

育
委

員
会

を
除

く
。

）
、

警
察

本
部

、
議

会
事

務
局

、
企

業
局

で
す

。

（
△

0
.2

）

計
4
1
,0

7
3

4
1
,4

0
3

4
1
,5

3
2

4
1
,6

2
6

4
1
,7

5
1

0%2%4%6%8%10
%

12
%

14
%

構
成
比

5年
前
の
構
成
比

12
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

８８
　　
公公
営営
企企
業業
職職
員員
のの
状状
況況

((
11
))

職職
員員

給給
与与

費費
のの

状状
況況

決
算

見
込

（
参

考
）

　
Ｂ

／
Ａ

職
員

数
一

人
当

た
り

給
与

費

　
Ａ

（
注

）
１

　
職

員
手

当
に

は
退

職
手

当
を

含
み

ま
せ

ん
。

 
２

　
職

員
数

は
、

７
年

３
月

３
１

日
現

在
の

人
数

で
す

。

 
３

　
給

与
費

に
は

フ
ル

タ
イ

ム
会

計
年

度
任

用
職

員
を

含
み

、
職

員
数

に
は

当
該

職
員

を
含

み
ま

せ
ん

。

((
22
))

職職
員員

のの
平平

均均
年年

齢齢
、、

基基
本本

給給
及及

びび
平平

均均
月月

収収
額額

のの
状状

況況
（（

６６
年年

４４
月月

１１
日日

現現
在在

））

・・
電電

気気
事事

業業

歳
円

円

・・
工工

業業
用用

水水
道道

事事
業業

歳
円

円

・・
工工

業業
用用

地地
造造

成成
事事

業業

歳
円

円

（
注

）
平

均
月

収
額

に
は

、
期

末
・

勤
勉

手
当

等
を

含
み

ま
す

。
 

((
33
))

職職
員員

のの
手手

当当
のの

状状
況況

ア
期

末
手

当
・

勤
勉

手
当

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
６

年
度

決
算

見
込

）
１

人
当

た
り

平
均

支
給

額
（
６

年
度

決
算

見
込

）

（
６

年
度

支
給

割
合

）
（
６

年
度

支
給

割
合

）

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

（
加

算
措

置
の

状
況

）
（
加

算
措

置
の

状
況

）

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ

る
加

算
措

置
職

制
上

の
段

階
、

職
務

の
級

等
に

よ
る

加
算

措
置

役
職

加
算

　
5
～

2
0
％

役
職

加
算

　
5
～

2
0
％

管
理

職
加

算
　

1
5
％

管
理

職
加

算
　

1
0
～

2
5
％

（
注

）
　

(
 
 
)
内

は
、

再
任

用
職

員
に

係
る

支
給

割
合

で
す

。

平
均

月
収

額

　
区

　
　

分

3
5
.7

1
0
.7

3
.6

1
4
0
,2

5
8

7
,0

1
3

4
,5

3
0

1
0
,6

7
9

3
7
,4

2
2

7

3
4
.5

3
9
,2

1
6

2
4
,0

0
7

9
8
,5

3
9

2
5
,0

1
0

千
円

千
円

　
Ｂ

／
Ａ

　

工
業

用
地

造
成

事
業

4
1
.4

5
,6

0
2

平
均

年
齢

基
本

給

（
1
.4

0
）

( 
1
.0

0
 )

3
4
5
,8

4
9 （
1
.4

0
）

7
,5

8
0

5
7
,0

7
4 千

円

公
営

企
業

６
年

度
千

円
　

Ａ
 

(1
.0

0
)

平
均

年
齢

基
本

給

1
,7

8
1
,2

1
0

区
分

総
費

用
純

損
益

又
は

職
員

給
与

費

め
る

職
員

給
与

費
比

率
Ｂ

　

総
費

用
に

占
め

る

実
質

収
支

1
7
7
,3

9
2

0

工
業

用
水

道
事

業
4
7
2
,2

6
6

　
千

円

５
年

度
の

総
費

用
に

占

千
円

　
％

　
％

　

職
員

給
与

費
比

率

給
　

 料
職

員
手

当
期

末
・
勤

勉
手

当
　

計
　

　
Ｂ

電
気

事
業

4
4
6
,5

2
8

5
6
,3

8
4

1
5
3
,9

2
7

工
業

用
地

造
成

事
業

1
,6

0
9
,9

9
9

1
9
1
,3

8
5

1
1
.5

0
.0

６
年

度
人

千
円

千
円

千
円

区
分

給
　

与
　

費

電
気

事
業

1
3

1
6
,4

5
5

福
岡

県

平
均

月
収

額

1
9
,9

8
1

工
業

用
水

道
事

業
2
0

8
2
,8

5
5

2
.5

0
2
.1

0

期
末

手
当

勤
勉

手
当

2
.5

0

平
均

月
収

額

5
8
8
,2

9
8

　
区

　
　

分

福
岡

県
4
3
.1

3
5
2
,4

8
1

行
政

職
員

5
6
1
,5

9
8

　
区

　
　

分
平

均
年

齢
基

本
給

2
.1

0

期
末

手
当

勤
勉

手
当

福
岡

県
3
6
.4

3
1
4
,4

9
8

4
6
6
,8

5
7

期
末

・
勤

勉
手

当
1
,7

3
1

千
円

期
末

・
勤

勉
手

当
1
,7

5
2

13
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年
９

月
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火
曜

日
第
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号

イ
退

職
手

当
（

６
年

４
月

１
日

現
在

）

（
支

給
率

）

勤
続

２
０

年
月

分
月

分
月

分
月

分

勤
続

２
５

年
月

分
月

分
月

分
月

分

勤
続

３
５

年
月

分
月

分
月

分
月

分

最
高

限
度

額
月

分
月

分
月

分
月

分

そ
の

他
の

加
算

措
置

千
円

千
円

千
円

千
円

（
注

）
　

退
職

手
当

の
１

人
当

た
り

平
均

支
給

額
は

、
６

年
度

に
退

職
し

た
全

職
種

に
係

る
職

員
に

支
給

さ
れ

た
平

均
額

で
す

。

ウ
地

域
手

当
（

６
年

４
月

１
日

現
在

）

千
円

円

％
人

％

エ
特

殊
勤

務
手

当
（

６
年

４
月

１
日

現
在

）

千
円

円 ％

3

千
円

オ
時

間
外

勤
務

手
当

千
円

千
円

千
円

千
円

（
注

）
１

　
時

間
外

勤
務

手
当

に
は

、
休

日
勤

務
手

当
を

含
み

ま
す

。

自
己

都
合

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
拡

大
を

防
止

す
る

た
め

に
行

う
次

の
業

務
①

患
者

等
の

救
護

（
移

送
及

び
入

院
を

含
む

。
）
、

疫
学

調
査

、
検

体
の

採
取

②
患

者
等

の
移

送
に

使
用

し
た

物
件

の
処

理
、

移
送

後
に

お
け

る
車

両
の

消
毒

③
検

体
の

搬
送

①
日

額
４

,０
０

０
円

②
日

額
３

,０
０

０
円

①
日

額
２

,０
０

０
円

②
日

額
１

,５
０

０
円

③
日

額
　

２
９

０
円

2
8
.0

3
9
5

1
9
.6

6
9
5

防
疫

等
作

業
手

当

公
営

企
業

3
9
.7

5
7
5

4
7
.7

0
9

3
9
.7

5
7
5

1
9
.6

6
9
5

千
円

2
8
.0

3
9
5

（
割

増
率

2
％

～
4
5
％

）

8
,8

2
2

 支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
６

年
度

決
算

見
込

）
2
2
0
,5

5
4

2
,0

2
9

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

　

4
7
.7

0
9

－

⑦
災

害
応

急
作

業

4
7
.7

0
9

4
7
.7

0
9

 支
給

実
績

（
６

年
度

決
算

見
込

）

支
給

対
象

地
域

支
給

率
支

給
対

象
職

員
数

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置

（
割

増
率

2
％

～
4
5
％

）

-

一
般

行
政

職
の

制
度

（
支

給
率

）

県
内

市
町

村
5
.4

4
0

5
.4

支
給

実
績

（
６

年
度

決
算

見
込

）
1
9
7

支
給

対
象

の
作

業
に

従
事

し
た

職
員

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
６

年
度

決
算

見
込

）
3
2
,8

5
7

⑤
有

害
薬

品
を

使
用

す
る

作
業

⑥
漏

水
事

故
復

旧
等

の
道

路
上

作
業

手
当

の
種

類
（
手

当
数

）

左
記

職
員

に
対

す
る

支
給

単
価

①
日

額
３

０
０

円

②
日

額
２

２
０

円

千
円

1
9
7

手
当

の
名

称

２
　

職
員

1
人

当
た

り
平

均
支

給
額

を
算

出
す

る
際

の
職

員
数

は
、

｢
支

給
実

績
(
６

年
度

決
算

見
込

)
｣
と

　
同

じ
年

度
の

４
月

１
日

現
在

の
総

職
員

数
(
管

理
職

員
等

、
制

度
上

時
間

外
勤

務
手

当
の

支
給

対
象

と
は

　
な

ら
な

い
職

員
を

除
く

。
）

で
あ

り
、

短
時

間
勤

務
職

員
を

含
み

ま
す

。

主
な

支
給

対
象

職
員

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
６

年
度

決
算

見
込

）
3
0
0

支
給

実
績

（
５

年
度

決
算

）用
地

交
渉

業
務

9
,3

9
7

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
５

年
度

決
算

）
2
6
8

支
給

実
績

（
６

年
度

決
算

見
込

）

交
渉

業
務

に
従

事
し

た
職

員

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
防

疫
等

作
業

に
従

事
し

た
職

員

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
軽

症
患

者
等

が
療

養
す

る
宿

泊
施

設
に

お
い

て
行

う
次

の
業

務
①

軽
症

患
者

等
の

身
体

に
直

接
接

触
し

て
又

は
こ

れ
ら

の
者

に
接

し
て

行
う

作
業

②
軽

症
患

者
等

が
使

用
し

た
物

件
の

処
理

、
軽

症
患

者
等

の
生

活
支

援
、

関
係

機
関

と
の

連
絡

調
整

0

用
地

交
渉

手
当

4
7
.7

0
9

1
0
,7

8
3

主
な

支
給

対
象

業
務

①
高

圧
機

器
整

備
点

検
作

業

⑦
日

額
４

８
０

円
～

１
，

０
９

５
円

0

③
～

④
日

額
２

２
０

円
～

３
２

０
円

⑥
日

額
３

０
０

円

支
給

実
績

(６
年

度
決

算
見

込
)

日
額

７
０

０
円

～
１

，
０

５
０

円

行
政

職
員

定
年

・
早

期
退

職
募

集
に

よ
る

退
職

2
2
,2

0
1

2
4
.5

8
6
8
7
5

3
3
.2

7
0
7
5

2
4
.5

8
6
8
7
5

4
7
.7

0
9

⑤
日

額
１

３
０

円
～

２
５

０
円

3
3
.2

7
0
7
5

自
己

都
合

2
4
,8

8
5

職
員

全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員

の
割

合
（
６

年
度

）
1
5
.0

危
険

業
務

手
当

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置

②
水

路
管

内
作

業

③
高

所
作

業

④
洪

水
吐

ゲ
ー

ト
の

保
守

点
検

作
業

定
年

・
早

期
退

職
募

集
に

よ
る

退
職 14
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月
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カ
そ

の
他

の
手

当
（

６
年

４
月

１
日

現
在

）

円 円 円 円 円 円 円 円

1
5
,0

0
0

扶
養

手
当

住
居

手
当

通
勤

手
当

2
7
7
,9

3
4

同
じ

3
6
0
,0

0
0

千
円

千
円

千
円

3
,1

9
1

○
扶

養
親

族
の

あ
る

職
員

に
対

し
て

支
給

・
配

偶
者

、
父

母
等

　
1
人

に
つ

き
　

6
,5

0
0
円

※
企

業
職

給
料

表
（
一

）
７

級
の

職
員

　
　

3
,5

0
0
円

・
子

　
１

人
に

つ
き

  
1
0
,0

0
0
円

・
1
6
歳

に
な

る
年

度
初

め
か

ら
2
2
歳

に
な

っ
た

年
度

末
ま

で
の

子
の

加
算

　
5
,2

0
0
円

同
じ

0

3
6
0

千
円

0

千
円

同
じ

同
じ

同
じ

4
,5

4
30 0

1
5

1
,1

3
5
,8

0
0

千
円

同
じ

千
円

千
円

○
週

休
日

等
又

は
平

日
深

夜
に

お
い

て
勤

務
し

た
管

理
職

員
に

職
の

区
分

等
に

応
じ

て
支

給
週

休
日

等
　

１
回

4
,0

0
0
円

～
1
2
,0

0
0
円

平
日

深
夜

　
１

回
2
,0

0
0
円

～
6
,0

0
0
円

（
週

休
日

等
の

従
事

時
間

が
６

時
間

を
超

え
る

場
合

は
、

　
1
.5

倍
）

○
異

動
又

は
公

署
の

移
転

を
原

因
と

し
て

単
身

赴
任

と
な

っ
た

職
員

に
対

し
支

給
・
3
0
,0

0
0
円

～
1
0
0
,0

0
0
円

7
,2

2
3

○
祝

日
等

に
お

け
る

正
規

の
勤

務
時

間
に

勤
務

し
た

職
員

に
対

し
て

支
給

・
勤

務
１

時
間

当
た

り
の

給
与

額
×

1
3
5
/
1
0
0
×

勤
務

時
間

－ － － －－

同
じ

2
8
9
,6

8
2

2
0
6
,3

8
0

行
政

職
員

の
制

度
と

異
な

る
内

容
支

給
実

績
（
６

年
度

決
算

見
込

）

－

○
自

ら
居

住
す

る
た

め
住

宅
を

借
り

受
け

、
家

賃
を

支
払

っ
て

い
る

職
員

・
家

賃
2
7
,0

0
0
円

以
下

家
賃

－
1
6
,0

0
0
円

・
家

賃
2
7
,0

0
0
円

超
1
1
,0

0
0
円

＋
（
家

賃
－

2
7
,0

0
0
円

）
×

1
/
2

　
（
支

給
限

度
額

2
8
,0

0
0
円

）
○

単
身

赴
任

手
当

を
支

給
さ

れ
て

い
る

職
員

の
配

偶
者

が
居

住
す

る
住

居
・
上

記
額

の
1
/
2

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
６

年
度

決
算

見
込

）

同
じ

行
政

職
員

の
制

度
と

の
異

同

4
,9

2
5

夜
間

勤
務

手
当

○
深

夜
に

わ
た

る
正

規
の

勤
務

時
間

に
勤

務
し

た
職

員
に

対
し

て
支

給
・
勤

務
１

時
間

当
た

り
の

給
与

額
×

2
5
/
1
0
0
×

午
後

１
０

時
か

ら
翌

日
の

午
前

５
時

ま
で

の
勤

務
時

間

手
　

当
　

名

－

内
容

及
び

支
給

単
価

○
交

通
機

関
、

交
通

用
具

（
自

動
車

等
）
を

使
用

し
て

通
勤

し
て

い
る

職
員

に
支

給
・
運

賃
等

相
当

額
（
原

則
と

し
て

６
箇

月
定

期
券

の
額

）
・
交

通
用

具
使

用
額

通
勤

距
離

に
応

じ
2
,0

0
0
円

～
・
新

幹
線

等
利

用
者

の
特

別
料

金
等

加
算

（
県

外
上

限
4
1
,0

0
0
円

）

管
理

職
手

当
－

休
日

勤
務

手
当

単
身

赴
任

手
当

○
管

理
又

は
監

督
の

地
位

に
あ

る
一

定
範

囲
の

職
員

に
対

し
て

支
給

・
給

料
表

・
職

務
の

級
・
職

の
区

分
別

に
定

め
た

額
（
8
9
,7

0
0
円

～
1
0
9
,5

0
0
円

）

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

15



23
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

９９
  

職職
員員

のの
人人

事事
評評

価価
のの

状状
況況

  

任
命
権
者
は
、
能
力
及
び
実
績
に
基
づ
く
人
事
管
理
の
徹
底
を
図
る
た
め
、
任
用
、
給
与
そ
の
他
の
人
事
管
理
の

基
礎
と
し
て
人
事
評
価
を
定
期
的
に
実
施
し
、
そ
の
結
果
に
応
じ
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

各
任
命
権
者
に
お
け
る
取
組
は
、
以
下
の
と
お
り
で
す
。

【
知

事
部

局
等

】
 

評
価
対
象
者

令
和
６
年
１
２
月
１
日
現
在
に
お
い
て
、
一
般
職
に
属
す
る
職
員

※
評
価
対
象
期
間
に
お
け
る
勤
務
期
間
が
一
月
に
満
た
な
い
職
員
等
を
除
く
。

評
価
対
象
期
間

４
月
１
日
～
翌
年
３
月
３
１
日

評
価
の
方
法
等

・
業
務
遂
行
を
通
じ
た
自
ら
の
職
層
に
求
め
ら
れ
る
能
力
の
発
揮
状
況
及
び
業
務
課
題
へ
の
取
組

状
況
等
の
業
務
実
績
を
評
価
。

・
上
司
に
よ
る
５
段
階
の
絶
対
評
価
を
実
施
。

・
期
首
、
期
中
、
期
末
に
お
け
る
直
属
の
上
司
と
の
面
談
を
通
じ
、
円
滑
な
業
務
遂
行
や
能
力
開
発

に
必
要
な
指
導
、
助
言
を
実
施
。

結
果
の
活
用

・
昇
給
並
び
に
６
月
期
及
び
１
２
月
期
の
勤
勉
手
当
に
お
い
て
前
年
度
の
評
価
結
果
に
応
じ
た
成

績
区
分
を
適
用
。

・
転
任
や
昇
任
等
人
事
面
に
お
け
る
参
考
資
料
と
し
て
活
用
。

【
教

育
委

員
会

】
 

評
価
対
象
者

令
和
６
年
１
２
月
１
日
現
在
に
お
い
て
、
一
般
職
に
属
す
る
職
員

※
評
価
対
象
期
間
に
お
け
る
勤
務
期
間
が
一
月
（
県
立
学
校
の
教
育
職
員
及
び
市
町
村
県
費
負
担

教
職
員
に
つ
い
て
は
、
四
月
）に
満
た
な
い
職
員
等
を
除
く
。

評
価
対
象
期
間

４
月
１
日
～
翌
年
３
月
３
１
日

評
価
の
方
法
等

・
業
務
遂
行
を
通
じ
た
自
ら
の
職
層
に
求
め
ら
れ
る
能
力
の
発
揮
状
況
及
び
業
務
課
題
へ
の
取
組

状
況
等
の
業
務
実
績
を
評
価
。

・
上
司
に
よ
る
５
段
階
の
絶
対
評
価
を
実
施
。

・
期
首
、
期
中
、
期
末
に
お
け
る
直
属
の
上
司
と
の
面
談
を
通
じ
、
円
滑
な
業
務
遂
行
や
能
力
開
発

に
必
要
な
指
導
、
助
言
を
実
施
。

結
果
の
活
用

・
昇
給
並
び
に
６
月
期
及
び
１
２
月
期
の
勤
勉
手
当
に
お
い
て
前
年
度
の
評
価
結
果
に
応
じ
た
成

績
区
分
を
適
用
。

・
転
任
や
昇
任
等
人
事
面
に
お
け
る
参
考
資
料
と
し
て
活
用
。

【
警

察
本

部
】

 

評
価
対
象
者

全
警
察
職
員
。
た
だ
し
、
地
方
警
務
官
及
び
特
別
職
非
常
勤
職
員
を
除
く
。

評
価
対
象
期
間

１
２
月
１
日
～
翌
年
１
１
月
３
０
日

評
価
の
方
法
等

・
業
務
遂
行
を
通
じ
た
自
ら
の
職
層
に
求
め
ら
れ
る
能
力
の
発
揮
状
況
及
び
業
績
を
評
価
。

・
上
司
に
よ
る
重
層
的
な
評
価
を
実
施
。

・
人
事
評
価
の
結
果
、
必
要
が
あ
る
場
合
は
、
評
価
者
等
が
被
評
価
者
に
対
し
、
業
務
指
導
、
助
言

等
を
実
施
。

結
果
の
活
用

転
任
や
昇
任
等
の
人
事
面
、
勤
勉
手
当
等
の
給
与
面
に
活
用

16
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１１
００
  

職職
員員

のの
勤勤

務務
時時

間間
そそ

のの
他他

のの
勤勤

務務
条条

件件
のの

状状
況況

 
職

員
の

勤
務

時
間

そ
の

他
の

勤
務

条
件

は
、

国
及

び
他

の
地

方
公

共
団

体
の

職
員

と
の

間
に

権
衡

を
失

し
な

 

い
よ

う
に

考
慮

し
て

、
条

例
等

で
定

め
て

い
ま

す
。

そ
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

((11
））

勤勤
務務

時時
間間

勤
務

時
間

は
、

休
憩

時
間

を
除

き
、

１
日

に
つ

い
て

７
時

間
４

５
分

、
１

週
間

に
つ

い
て

３
８

時
間

４
５

分
で

す
（
日

曜
日

及
び

土
曜

日
は

週
休

日
）
。

一
般

的
な

職
員

の
勤

務
時

間
は

、
各

任
命

権
者

の
規

程
等

に
よ

り
、

知
事

部
局

及
び

教
育

委
員

会
は

午
前

８

時
３

０
分

か
ら

午
後

５
時

１
５

分
ま

で
、

警
察

本
部

は
午

前
９

時
か

ら
午

後
５

時
４

５
分

ま
で

と
し

て
い

ま
す

。
ま

た
、

交

替
制

勤
務

職
員

な
ど

、
勤

務
の

特
殊

性
に

よ
り

こ
の

勤
務

時
間

に
よ

り
難

い
職

員
の

勤
務

時
間

は
、

別
に

定
め

て

い
ま

す
。

な
お

、
知

事
部

局
及

び
教

育
委

員
会

（学
校

を
除

く
。

）に
お

い
て

は
、

一
般

的
な

職
員

の
勤

務
時

間
に

加
え

、

午
前

８
時

か
ら

午
後

４
時

４
５

分
ま

で
、

午
前

９
時

か
ら

午
後

５
時

４
５

分
ま

で
、

午
前

９
時

３
０

分
か

ら
午

後
６

時
１

５
分

ま
で

及
び

午
前

１
０

時
か

ら
午

後
６

時
４

５
分

ま
で

と
す

る
時

差
通

勤
を

実
施

し
て

い
ま

す
。

((22
））

休休
憩憩

時時
間間

一
般

的
な

職
員

の
休

憩
時

間
は

、
正

午
か

ら
午

後
１

時
ま

で
の

１
時

間
と

し
て

い
ま

す
。

((33
））

週週
休休

日日
・・
休休

日日

週
休

日
と

は
、

原
則

と
し

て
毎

週
日

曜
日

及
び

土
曜

日
を

、
ま

た
、

休
日

と
は

祝
日

法
に

よ
る

休
日

（
国

民
の

祝

日
に

関
す

る
法

律
（
昭

和
２

３
年

法
律

第
１

７
８

号
）
に

規
定

す
る

休
日

）
及

び
年

末
年

始
の

休
日

（
１

２
月

２
９

日
か

ら
翌

年
の

１
月

３
日

ま
で

の
日

（祝
日

法
に

よ
る

休
日

を
除

く
。

））
を

い
い

ま
す

。

な
お

、
公

務
の

運
営

上
の

事
情

に
よ

り
、

特
別

の
形

態
に

よ
っ

て
勤

務
す

る
必

要
の

あ
る

職
員

に
つ

い
て

は
、

週
休

日
を

別
に

定
め

て
い

ま
す

。

((44
））

休休
暇暇

休
暇

の
種

類
は

、
給

与
が

支
給

さ
れ

る
か

否
か

に
よ

っ
て

、
有

給
休

暇
と

無
給

休
暇

に
分

け
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

有
給

休
暇

と
し

て
は

、
事

由
を

限
ら

ず
、

毎
年

与
え

ら
れ

る
年

次
休

暇
と

、
特

定
の

事
由

に
基

づ
い

て
認

め
ら

れ
る

特
別

休
暇

等
が

あ
り

ま
す

。
ま

た
、

無
給

休
暇

と
し

て
、

介
護

休
暇

等
が

あ
り

ま
す

。

特
別

休
暇

は
、

選
挙

権
の

行
使

、
結

婚
、

出
産

、
交

通
機

関
の

事
故

等
２

６
項

目
を

設
け

て
い

ま
す

。
 

１１
１１
  

職職
員員

のの
休休

業業
にに

関関
すす

るる
状状

況況

（（
１１

））
休休

業業
のの

概概
要要

「
休

業
」
と

は
、

職
は

保
有

す
る

も
の

の
職

務
に

従
事

し
な

い
と

い
う

も
の

で
、

分
限

処
分

で
あ

る
「
休

職
」
と

同
様

の
性

格
を

有
し

て
い

ま
す

が
、

本
人

の
請

求
に

よ
り

認
め

ら
れ

る
点

が
「
休

職
」
と

は
異

な
り

ま
す

。
 

育
児

休
業

は
、

子
を

養
育

す
る

職
員

の
継

続
的

な
勤

務
を

促
進

し
、

も
っ

て
職

員
の

福
祉

を
増

進
す

る
と

と
も

に
、

行
政

の
円

滑
な

運
営

に
資

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
た

制
度

で
、

対
象

と
な

る
子

の
年

齢
は

３
歳

未
満

と
な

っ
て

い
ま

す
。
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25
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

次
世

代
育

成
や

女
性

職
員

の
活

躍
推

進
の

観
点

か
ら

、
男

性
の

積
極

的
な

育
児

参
加

が
特

に
求

め
ら

れ
て

い
る

中
、

福
岡

県
に

お
い

て
も

、
各

任
命

権
者

が
職

員
の

子
ど

も
た

ち
の

健
や

か
な

育
成

の
た

め
の

計
画

（
特

定

事
業

主
行

動
計

画
）
を

策
定

し
、

育
児

休
業

等
の

制
度

周
知

の
徹

底
と

取
得

し
や

す
い

環
境

整
備

を
図

っ
て

い
る

と
こ

ろ
で

す
。

自
己

啓
発

等
休

業
は

、
公

務
員

と
し

て
の

能
力

・
資

質
向

上
や

公
務

意
識

の
醸

成
及

び
国

際
協

力
を

促
進

す

る
た

め
、

大
学

等
課

程
の

履
修

又
は

国
際

貢
献

活
動

へ
の

参
加

を
可

能
と

す
る

制
度

で
す

。

大
学

院
修

学
休

業
は

、
公

立
学

校
の

教
員

が
専

修
免

許
状

を
取

得
す

る
機

会
を

拡
充

す
る

た
め

、
国

内
外

の

大
学

院
等

に
在

学
し

て
そ

の
課

程
を

履
修

す
る

こ
と

を
可

能
と

す
る

制
度

で
す

。

配
偶

者
同

行
休

業
は

、
公

務
に

お
い

て
活

躍
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
有

為
な

職
員

の
継

続
的

な
勤

務
を

促

進
す

る
た

め
、

職
員

が
外

国
で

勤
務

等
を

す
る

配
偶

者
と

生
活

を
共

に
す

る
こ

と
を

可
能

と
す

る
制

度
で

す
。

ま
た

、
高

齢
期

職
員

の
多

様
な

働
き

方
に

対
応

す
る

た
め

、
加

齢
に

よ
る

諸
事

情
へ

の
対

応
、

定
年

後
の

生
活

設
計

や
セ

カ
ン

ド
キ

ャ
リ

ア
の

た
め

の
資

格
取

得
、

地
域

貢
献

等
を

可
能

と
す

る
高

齢
者

部
分

休
業

を
令

和
５

年

度
か

ら
導

入
し

て
い

ま
す

。

（ （
２２

））
休休

業業
のの

状状
況況

令
和

６
年

度
に

お
け

る
職

員
の

休
業

の
状

況
に

つ
い

て
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

（
単

位
：
人

）

休
業

の
種

類
育

児
休

業
自

己
啓

発
等

休
 

業

大
学

院
修

学

休
 

業

配
偶

者
同

行

休
 

業

高
齢

者
部

分

休
 

業
合

計

人
数

1
,2

37
 

1
0  

1  
7  

1
0  

1
,2

65
 

8
68

 
8  

1  
0  

0  
8
77

 

（
注

）
１

 
上

段
は

令
和

６
年

度
に

新
た

に
取

得
し

た
者

、
下

段
は

令
和

５
年

度
以

前
か

ら
引

き
続

き
取

得
し

て
い

る
者

の
人

数
で

す
。

 

２
 

政
令

市
立

学
校

の
教

職
員

は
含

み
ま

せ
ん

。
 

３
 

同
一

の
者

が
複

数
回

に
わ

た
っ

て
休

業
を

取
得

し
た

場
合

は
、

そ
の

数
を

重
複

し
て

計
上

し
て

い
ま

す
。

 

１１
２２
  

職職
員員

のの
分分

限限
及及

びび
懲懲

戒戒
処処

分分
のの

状状
況況

((11
））

分分
限限

制制
度度

のの
概概

要要
及及

びび
処処

分分
のの

状状
況況

分
限

制
度

は
、

職
員

が
恣

意
的

に
そ

の
職

を
奪

わ
れ

る
こ

と
の

な
い

よ
う

身
分

を
保

障
す

る
こ

と
に

よ
り

、
公

務

の
中

立
性

、
安

定
性

を
確

保
し

、
そ

の
適

正
か

つ
能

率
的

な
運

営
を

図
ろ

う
と

す
る

趣
旨

か
ら

整
備

さ
れ

て
い

ま

す
。 任

命
権

者
が

職
員

を
そ

の
意

に
反

し
て

降
任

し
、

又
は

免
職

す
る

こ
と

が
で

き
る

の
は

、
①

勤
務

実
績

が
良

く
な

い
場

合
、

②
心

身
の

故
障

の
た

め
、

職
務

の
遂

行
に

支
障

が
あ

り
、

又
は

こ
れ

に
堪

え
な

い
場

合
、

③
そ

の
職

に

必
要

な
適

格
性

を
欠

く
場

合
等

で
あ

り
、

ま
た

、
休

職
に

す
る

こ
と

が
で

き
る

の
は

、
①

心
身

の
故

障
の

た
め

、
長

期
の

休
養

を
要

す
る

場
合

、
②

刑
事

事
件

に
関

し
起

訴
さ

れ
た

場
合

、
③

学
校

、
研

究
所

、
病

院
そ

の
他

こ
れ

ら

に
準

ず
る

公
共

的
施

設
に

お
い

て
、

そ
の

職
員

の
職

務
に

関
連

が
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
事

項
の

調
査

、
研

究
又

は

指
導

に
従

事
す

る
場

合
等

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

令
和

６
年

度
に

お
け

る
分

限
処

分
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。
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26
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

（
単

位
：
人

）
 

処
分

の
種

類

処
分

事
由

降
 

任
免

 
職

休
 

職
合

 
計

勤
務

実
績

が
良

く
な

い
場

合
１

 
0
 

１
 

心
身

の
故

障
の

場
合

0
 

0  
7
3
7  

7
3
7  

職
に

必
要

な
適

格
性

を
欠

く
場

合
0
 

0
 

0
 

職
制

、
定

数
の

改
廃

、
予

算
の

減
少

に
よ

り
廃

職
、

過
員

を
生

じ
た

場
合

0
0
 

0
 

刑
事

事
件

に
関

し
起

訴
さ

れ
た

場
合

3
 

3

学
校

、
研

究
所

等
に

お
い

て
調

査
、

研
究

等
に

従
事

す
る

場
合

 (
条例

で定
める

事由
)

0
 

0
 

災
害

に
よ

り
生

死
不

明
又

は
所

在
不

明
と

な
っ

た
場

合
 (

条例
で定

める
事由

)
0
 

0
 

合
 

計
１

 
0
 

7
40

 
7
4
１

 

（
注

）
１
 

政
令

市
立

学
校

の
教

職
員

は
含

み
ま

せ
ん

。

２
 

同
一

の
者

が
複

数
回

に
わ

た
っ

て
分

限
処

分
に

付
さ

れ
た

場
合

は
、

そ
の

数
を

重
複

し
て

計
上

し
て

い
ま

す
。

３
 

休
職

に
付

さ
れ

て
い

る
者

の
休

職
期

間
が

更
新

さ
れ

た
場

合
は

、
そ

の
都

度
新

た
な

処
分

が
行

わ
れ

た
も

の
と

み
な

し
て

計
上

し
て

い
ま

す
。

 

４
 

条
件

付
採

用
期

間
中

の
職

員
に

、
分

限
処

分
に

準
じ

る
措

置
が

行
わ

れ
た

場
合

は
、

そ
の

数
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

((22
））

懲懲
戒戒

制制
度度

のの
概概

要要
及及

びび
処処

分分
のの

状状
況況

任
命

権
者

は
、

①
地

方
公

務
員

法
(昭

和
２

５
年

法
律

第
２

６
１

号
)等

に
違

反
し

た
場

合
、

②
職

務
上

の
義

務

に
違

反
し

、
又

は
職

務
を

怠
っ

た
場

合
、

③
全

体
の

奉
仕

者
た

る
に

ふ
さ

わ
し

く
な

い
非

行
の

あ
っ

た
場

合
の

い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

と
き

は
、

懲
戒

処
分

と
し

て
戒

告
、

減
給

、
停

職
又

は
免

職
の

処
分

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
と

さ

れ
て

い
ま

す
。

令
和

６
年

度
に

お
け

る
懲

戒
処

分
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

 

（
単

位
：
人

）
 

処
分

の
種

類

処
分

事
由

免
 

職
停

 
職

減
 

給
戒

 
告

合
 

計

給
与

・
任

用
に

関
す

る
不

正

(給
与

不
正

領
得

等
)

1
 

0
 

0
 

0
 

１
 

一
般

服
務

違
反

関
係

(欠
勤

、
勤

務
態

度
不

良
等

)
0
 

3
 

6
 

1
 

1
0
 

一
般

非
行

関
係

(傷
害

、
異

性
関

係
非

行
等

)
4
 

7
 

4
 

1
 

1
6
 

収
賄

等
関

係

(収
賄

、
横

領
等

)
1
 

0
 

0
 

0
 

1
 

道
路

事
故

・
交

通
法

規
違

反
0
 

1
 

0
 

0
 

1
 

監
督

責
任

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

合
 

計
6
 

1
1
 

1
0
 

2
 

2
9
 

 （
注

）
 

１
 

政
令

市
立

学
校

の
教

職
員

は
含

み
ま

せ
ん

。

 
（
注

）
ｂ
 
２
 

同
一

の
者

が
複

数
回

に
わ

た
っ

て
懲

戒
処

分
に

付
さ

れ
た

場
合

は
、

そ
の

数
を

重
複

し
て

計
上

し
て

い
ま

す
。
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27
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

１１
３３
  

職職
員員

のの
服服

務務
のの

状状
況況

職
員

は
、

全
体

の
奉

仕
者

と
し

て
公

共
の

利
益

の
た

め
に

勤
務

し
、

か
つ

、
職

務
の

遂
行

に
当

た
っ

て
は

、
全

力

を
挙

げ
て

こ
れ

に
専

念
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

こ
の

趣
旨

を
具

体
的

に
実

現
す

る
た

め
、

地

方
公

務
員

法
や

教
育

公
務

員
特

例
法

（
昭

和
２

４
年

法
律

第
１

号
）
に

よ
っ

て
、

法
令

等
及

び
上

司
の

職
務

上
の

命

令
に

従
う

義
務

、
信

用
失

墜
行

為
の

禁
止

、
職

務
上

知
り

得
た

秘
密

を
守

る
義

務
、

政
治

的
行

為
の

制
限

、
争

議

行
為

等
の

禁
止

、
営

利
企

業
へ

の
従

事
等

の
制

限
な

ど
、

民
間

企
業

の
勤

労
者

と
は

異
な

る
服

務
上

の
強

い
制

約

が
課

さ
れ

て
い

ま
す

。

こ
れ

ら
の

服
務

規
律

を
保

持
す

る
た

め
、

懲
戒

制
度

が
設

け
ら

れ
て

お
り

、
そ

の
懲

戒
処

分
の

状
況

は
、

１
２

(2
)

の
と

お
り

で
す

。

ま
た

、
市

町
村

立
学

校
に

勤
務

す
る

教
職

員
（
県

費
負

担
教

職
員

）
に

つ
い

て
は

、
地

方
教

育
行

政
の

組
織

及

び
運

営
に

関
す

る
法

律
（
昭

和
３

１
年

法
律

第
１

６
２

号
）
に

よ
り

、
市

町
村

教
育

委
員

会
が

そ
の

服
務

を
監

督
す

る
と

定
め

ら
れ

て
い

ま
す

。

な
お

、
制

度
の

趣
旨

を
徹

底
さ

せ
る

た
め

、
所

属
研

修
を

実
施

す
る

ほ
か

、
日

常
の

具
体

的
事

例
に

関
す

る
照

会
等

の
機

会
を

通
じ

て
、

適
切

な
処

理
を

行
っ

て
い

る
と

こ
ろ

で
す

。

さ
ら

に
、

福
岡

県
職

員
倫

理
条

例
（
平

成
１

３
年

福
岡

県
条

例
第

４
９

号
）
を

制
定

し
、

職
員

が
常

に
認

識
し

て
お

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
基

本
的

な
心

構
え

や
職

員
が

遵
守

す
べ

き
倫

理
行

動
規

準
を

規
定

す
る

と
と

も
に

、
入

札

参
加

事
業

者
と

の
原

則
交

際
禁

止
等

に
関

す
る

規
定

を
定

め
て

い
ま

す
。

１１
４４

  
職職

員員
のの

退退
職職

管管
理理

のの
状状

況況
  

本
庁

課
長

級
以

上
の

職
に

就
い

て
い

る
職

員
で

あ
っ

た
者

が
、

離
職

後
２

年
間

に
再

就
職

し
た

場
合

は
、

福
岡

県

職
員

の
退

職
管

理
に

関
す

る
条

例
(平

成
２

７
年

福
岡

県
条

例
第

５
４

号
)第

３
条

の
規

定
に

よ
り

、
再

就
職

先
の

名
称

等
に

つ
い

て
離

職
時

の
任

命
権

者
に

届
け

出
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

 

令
和

６
年

度
の

各
任

命
権

者
へ

の
届

出
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。
 

１１
５５
  

職職
員員

のの
研研

修修
のの

状状
況況

  

職
員

の
研

修
は

、
職

員
の

勤
務

能
率

の
発

揮
及

び
増

進
を

目
的

に
、

任
命

権
者

に
お

い
て

組
織

的
か

つ
計

画

的
に

行
わ

れ
て

い
ま

す
。

 国
又

は
地

方
公

共
団

体
の

機
関

公
益

法
人

等
学

校
法

人
等

そ
の

他
の

非
営

利
法

人
営

利
法

人
そ

の
他

知
事

4
5

1
1
3

1
1
0

1
8

2

教
育

委
員

会
1
8

1
6

6
2

0
3

警
察

本
部

長
2
0

0
2

1
4

1
3

0

そ
の

他
4

0
2

1
0

1
0

　
（
注

）
 １

　
再

任
用

等
、

人
事

委
員

会
規

則
で

定
め

る
場

合
は

届
出

が
不

要
で

す
。

 ２
　

公
益

法
人

等
に

は
、

独
立

行
政

法
人

、
特

殊
法

人
及

び
認

可
法

人
を

含
み

ま
す

。

 ３
　

学
校

法
人

等
に

は
、

医
療

法
人

、
社

会
福

祉
法

人
及

び
宗

教
法

人
を

含
み

ま
す

。

任
命

権
者

届
出

件
数

（
件

）

再
就

職
先

の
内

訳
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28
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

例
え

ば
、

知
事

や
議

会
、

監
査

委
員

、
教

育
委

員
会

、
人

事
委

員
会

等
の

事
務

部
局

に
勤

務
す

る
職

員
に

つ
い

て
は

、
職

員
研

修
を

自
己

啓
発

・
職

場
研

修
・
研

修
所

研
修

・
派

遣
研

修
に

区
分

し
て

実
施

し
て

い
ま

す
。

 

ま
た

、
教

育
公

務
員

に
つ

い
て

は
、

教
育

公
務

員
特

例
法

に
お

い
て

も
、

絶
え

ず
研

究
と

修
養

に
努

め
な

け
れ

ば

な
ら

な
い

こ
と

が
規

定
さ

れ
て

お
り

、
よ

り
豊

富
な

研
修

の
機

会
が

設
け

ら
れ

て
い

ま
す

。
 

令
和

６
年

度
に

行
わ

れ
た

主
な

研
修

に
は

、
次

の
よ

う
な

も
の

が
あ

り
ま

す
。

 

（
行

政
職

員
）

自
己

啓
発

自
己

啓
発

支
援

未
来

へ
の

提
言

職
場

に
お

け
る

研
修

部
局

研
修

・
所

属
研

修
（
人

権
・
同

和
問

題
、

公
務

員
倫

理
 

等
）

業
務

専
門

研
修

研
修

所
に

お
け

る
 

研
修

基
本

研
修

（
新

採
用

職
員

研
修

、
一

般
職

員
研

修
、

管
理

監
督

者
研

修
）

専
門

研
修

（
エ

ビ
デ

ン
ス

に
基

づ
く

政
策

立
案

、
O

JT
に

よ
る

人
材

育
成

、
職

場
ま

る
ご

と
働

き

方
改

革
、

w
eb

会
議

の
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

、
財

務
諸

表
の

読
み

方
 

等
）

特
別

研
修

（
ト
ッ

プ
セ

ミ
ナ

ー
、

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
ー

推
進

 
等

）

派
遣

研
修

自
治

大
学

校
派

遣
研

修

都
道

府
県

、
市

町
村

、
企

業
等

派
遣

研
修

 
等

（
教

職
員

）

職
場

に
お

け
る

研
修

各
所

属
の

諸
課

題
に

お
け

る
研

修
（
授

業
改

善
、

教
育

相
談

 
等

）

教
育

セ
ン

タ
ー

、
体

育

研
究

所
等

に
お

け
る

研
修

基
本

研
修

（
若

年
教

員
研

修
、

中
堅

教
諭

等
資

質
向

上
研

修
、

エ
キ

ス
パ

ー
ト
教

員
研

修
、

新

任
校

長
研

修
 

等
）

専
門

研
修

（
各

教
科

等
の

指
導

に
関

す
る

研
修

 
等

）

長
期

研
修

課
題

研
修

（
福

岡
県

高
等

学
校

教
育

課
程

研
究

集
会

、
日

本
語

指
導

担
当

教
員

等
指

導
力

向
上

研
修

、
体

力
向

上
、

薬
物

乱
用

防
止

 
等

）

派
遣

研
修

産
業

・
理

科
教

育
教

員
派

遣
研

修

教
職

員
等

中
央

研
修

（
校

長
研

修
、

副
校

長
・
教

頭
等

研
修

、
中

堅
教

員
・
次

世
代

リ
ー

ダ
ー

教
員

研
修

 
等

）

国
立

大
学

大
学

院
等

修
士

課
程

へ
の

現
職

教
員

派
遣

研
修

長
期

社
会

体
験

派
遣

研
修

（
警

察
官

）

職
場

に
お

け
る

研
修

新
任

配
置

時
に

お
け

る
教

養
 

各
所

属
に

お
け

る
集

合
教

養

本
部

主
管

課
に

よ
る

研
修

・
講

習

部
外

講
師

に
よ

る
講

演
 

等

警
察

学
校

に
お

け
る

研
修

採
用

時
教

養
 

新
任

教
養

昇
任

時
教

養

専
科

等
教

養
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29
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

１１
６６
  

職職
員員

のの
福福

祉祉
及及

びび
利利

益益
のの

保保
護護

のの
状状

況況

((11
））

安安
全全

衛衛
生生

管管
理理

職
員

の
安

全
と

健
康

を
確

保
し

、
快

適
な

職
場

環
境

を
形

成
す

る
た

め
、

労
働

安
全

衛
生

法
(昭

和
４

７
年

法

律
第

５
７

号
)並

び
に

各
任

命
権

者
の

安
全

衛
生

管
理

規
程

及
び

健
康

管
理

規
程

に
基

づ
き

、
総

括
安

全
衛

生

管
理

者
、

健
康

管
理

者
、

産
業

医
、

安
全

管
理

者
及

び
衛

生
管

理
者

を
選

任
す

る
と

と
も

に
、

総
括

安
全

衛
生

委

員
会

、
警

察
本

部
衛

生
委

員
会

等
を

設
置

し
て

い
ま

す
。

さ
ら

に
、

全
所

属
に

健
康

推
進

員
（
副

課
長

、
課

長
補

佐
、

副
所

長
、

事
務

長
等

）
又

は
、

健
康

管
理

担
当

者

（
所

属
長

）
及

び
副

健
康

管
理

担
当

者
を

配
置

す
る

と
と

も
に

、
（
安

全
）衛

生
委

員
会

や
各

地
区

連
絡

協
議

会
等

を
設

置
し

、
安

全
衛

生
管

理
活

動
の

推
進

を
図

っ
て

い
ま

す
。

((22
））

職職
員員

のの
健健

康康
管管

理理

労
働

安
全

衛
生

法
に

基
づ

き
、

事
業

者
責

任
と

し
て

職
員

の
健

康
管

理
状

態
を

把
握

し
、

健
康

障
が

い
や

疾

病
の

早
期

発
見

を
行

う
た

め
、

全
職

員
を

対
象

に
定

期
健

康
診

断
を

、
特

定
の

有
害

業
務

従
事

者
を

対
象

に
特

別
健

康
診

断
を

実
施

し
て

い
ま

す
。

((33
））

利利
益益

のの
保保

護護
のの

状状
況況

職
員

の
利

益
は

、
勤

務
条

件
に

関
す

る
措

置
要

求
制

度
及

び
不

利
益

処
分

に
対

す
る

不
服

申
立

て
制

度
に

よ
っ

て
保

護
さ

れ
て

い
ま

す
。

勤
務

条
件

に
関

す
る

措
置

要
求

制
度

は
、

給
与

、
勤

務
時

間
そ

の
他

の
勤

務
条

件
に

関
し

団
体

協
約

を
締

結

す
る

こ
と

の
認

め
ら

れ
な

い
職

員
が

人
事

委
員

会
に

対
し

て
地

方
公

共
団

体
の

当
局

に
よ

り
適

切
な

措
置

が
執

ら

れ
る

べ
き

こ
と

を
要

求
す

る
制

度
で

あ
り

、
ま

た
、

不
利

益
処

分
に

対
す

る
不

服
申

立
て

制
度

は
、

不
利

益
な

処
分

を
受

け
た

職
員

が
人

事
委

員
会

に
対

し
て

不
服

申
立

て
を

行
う

こ
と

を
認

め
る

制
度

で
す

。

こ
れ

ら
の

制
度

の
状

況
は

、
「
二

 
令

和
６

年
度

に
お

け
る

福
岡

県
人

事
委

員
会

の
業

務
の

状
況

」
の

３
及

び
４

の
と

お
り

で
す

。
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30
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

二二
  

令令
和和

６６
年年

度度
にに

おお
けけ

るる
人人

事事
委委

員員
会会

のの
業業

務務
のの

状状
況況

 

１１
  

職職
員員

のの
競競

争争
試試

験験
及及

びび
選選

考考
のの

状状
況況

 

（
１

）
競

争
試

験

令
和

６
年

度
に

実
施

し
た

職
員

の
競

争
試

験
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

①
職

種
及

び
日

程

職
 

種
 

日
 

程
 

試
験

の
種

類
 

試
験

区
分

等
 

受
付

期
間

 
１

次
試

験
 

２
次

試
験

 
最

終
 

合
格

発
表

 

Ⅰ
 

類
 

（
早

期
採

用

を
含

む
）

 

行
政

、
教

育
行

政

、
警

察
行

政
、

児

童
福

祉
、

土
木

、

建
築

、
機

械
、

電

気
、

化
学

、
農

業

、
農

業
土

木
、

林

業
、

畜
産

、
水

産

、
薬

剤
師

、
栄

養

士
 

５
月

７
日

 

～
５

月
1
７

日
 

６
月

1
６

日
 

７
月

２
日

 

～
７

月
2
5
日

 

８
月

６
日

 

Ⅱ
 

類
 

農
業

 

行
政

、
教

育
行

政
 

８
月

５
日

 

～
８

月
1
６

日
 

９
月

2
9
日

 
１

0
月

2
3
日

～
1
1
月

７
日

 

1
1
月

2
2
日

 

Ⅲ
 

類
 

行
政

、
教

育
行

政

、
警

察
行

政
、

土

木
、

農
業

土
木

、

林
業

 

1
0
月

1
6
日

～
 

1
1
月

1
日

 
1
1
月

8
日

 

民
間

企
業

等
 

職
務

経
験

者
 

行
政

、
行

政
（

Ｄ
Ｘ

）
 

７
月

8
日

 

～
７

月
1
9
日

 
８

月
1
8
日

 
1
0
月

2
6
日

 

～
1
1
月

2
4
日

 
1
2
月

1
3
日

 

警
察

官
Ａ

 

（
男

性
）

 

第
１

回
 

３
月

2
1
日

 

～
４

月
1
1
日

 
５

月
1
2
日

 
５

月
2
9
日

 

～
６

月
５

日
 

６
月

2
6
日

 

～
７

月
９

日
 

８
月

６
日

 

第
２

回
 

８
月

８
日

 

～
８

月
2
9
日

 
９

月
2
2
日

 
1
0
月

８
日

 

～
1
0
月

2
2
日

 

1
1
月

1
2
日

 

～
1
1
月

2
5
日

 
1
2
月

2
5
日

 

警
察

官
Ａ

 

（
女

性
）

 

第
１

回
 

３
月

2
1
日

 

～
４

月
1
1
日

 
５

月
1
2
日

 
５

月
2
9
日

 

～
６

月
５

日
 

６
月

2
6
日

 

～
７

月
９

日
 

８
月

６
日

 

第
２

回
 

８
月

８
日

 

～
８

月
2
9
日

 
９

月
2
2
日

 
1
0
月

８
日

 

～
1
0
月

2
2
日

 

1
1
月

1
2
日

 

～
1
1
月

2
5
日

 
1
2
月

2
5
日

 

警
察

官
Ａ

 

(
武

道
指

導
)
 

第
１

回
 

３
月

2
1
日

 

～
４

月
1
1
日

 
５

月
1
2
日

 
７

月
１

日
、

 

７
月

３
日

 
８

月
６

日
 

第
２

回
 

８
月

８
日

 

～
８

月
2
9
日

 
－

 
－

 
－

 

警
察

官
Ｂ

 

（
男

性
）

 
 
－

 
８

月
８

日
 

～
８

月
2
9
日

 
９

月
2
2
日

 
1
0
月

８
日

 

～
1
0
月

2
2
日

 

1
1
月

1
2
日

 

～
1
1
月

2
5
日

 
1
2
月

2
5
日

 

警
察

官
Ｂ

 

(
早

期
採

用
男

性
)
 
 
－

 
３

月
2
1
日

 

～
４

月
1
1
日

 
５

月
1
2
日

 
５

月
2
9
日

 

～
６

月
５

日
 

６
月

2
6
日

 

～
７

月
９

日
 

８
月

６
日
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31
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

警
察

官
Ｂ

 

（
女

性
）

 
 
－

 
８

月
８

日
 

～
８

月
2
9
日

 
９

月
2
2
日

 
1
0
月

８
日

 

～
1
0
月

2
2
日

 

1
1
月

1
2
日

 

～
1
1
月

2
5
日

 
1
2
月

2
5
日

 

警
察

官
Ｂ

 

(
早

期
採

用
女

性
)
 
 
－

 
３

月
2
1
日

 

～
４

月
1
1
日

 
５

月
1
2
日

 
５

月
2
9
日

 

～
６

月
５

日
 

６
月

2
6
日

 

～
７

月
９

日
 

８
月

６
日

 

警
察

官
Ｃ

 
 
－

 
８

月
８

日
 

～
８

月
2
9
日

 
９

月
2
2
日

 
1
0
月

８
日

 

～
1
0
月

2
2
日

 

1
1
月

1
2
日

 

～
1
1
月

2
5
日

 
1
2
月

2
5
日

 

②
人
数

試
験

の
種

類
 

採
用

 

予
定

数
 

(
人

)
 

申
込

者
数

 

（
人

）
 

受
験

者
数

 

（
人

）
 

受
験

率
 

（
％

）
 

一
次

 

合
格

者
数

 

（
人

）
 

最
終

 

合
格

者
数

 

（
人

）
 

受
験

 

倍
率

 

(
倍

)
 

Ⅰ
類

 
1
8
7
 

8
8
1
 

5
9
8
 

6
7
.9

 
2
8
9
 

1
8
3
 

3
.3

 

Ⅰ
類

（
早

期
）

 
1
0
 

7
7
 

5
3
 

6
8
.8

 
3
0
 

1
3
 

4
.1

 

Ⅱ
類

 
2
1
 

2
0
2
 

1
0
7
 

5
3
.0

 
6
1
 

2
9
 

3
.7

 

Ⅲ
類

 
7
9
 

5
0
7
 

3
4
8
 

6
8
.6

 
1
9
4
 

1
1
0
 

3
.2

 

民
間

企
業

等
職

務
経

験
者

 
4
8
 

1
,1

4
0
 

7
7
9
 

6
8
.3

 
1
2
9
 

6
7
 

1
1
.6

 

警
察

官
Ａ

（
男

性
）

 
8
0
 

6
6
1
 

5
2
0
 

7
8
.7

 
3
2
2
 

1
2
6
 

4
.1

 

警
察

官
Ａ

（
女

性
）

 
3
5
 

2
2
1
 

1
7
0
 

7
6
.9

 
1
3
0
 

5
4
 

3
.1

 

警
察

官
Ａ

（
武

道
指

導
）

 
6
 

4
 

4
 

1
0
0
.0

 
4
 

4
 

1
.0

 

警
察

官
Ｂ

（
男

性
）

 
6
2
 

4
9
2
 

4
0
9
 

8
3
.1

 
2
5
3
 

8
4
 

4
.9

 

警
察

官
Ｂ

（
早
期
採
用
男
性
）
 

2
0
 

2
7
0
 

2
0
2
 

7
4
.8

 
8
0
 

3
5
 

5
.8

 

警
察

官
Ｂ

（
女

性
）

 
1
5
 

1
7
0
 

1
4
0
 

8
2
.4

 
6
0
 

2
1
 

6
.7

 

警
察

官
Ｂ

（
早
期
採
用
女
性
）
 

2
0
 

1
0
7
 

8
7
 

8
1
.3

 
7
1
 

3
3
 

2
.6

 

警
察

官
Ｃ

 
1
1
 

2
8
 

1
9
 

6
7
.9

 
1
0
 

5
 

3
.8

 

計
 

5
9
4
 

4
,7

6
0
 

3
,4

3
6
 

7
2
.2

 
1
,6

3
3
 

7
6
4
 

4
.5
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（
２
）
採
用
選
考

職
員

の
採

用
は

、
地

方
公

務
員

法
上

、
原

則
と

し
て

競
争

試
験

に
よ

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

ま
す

が
、

人
事

委
員

会
の

定
め

る
職

に
つ

い
て

は
選

考
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

 

令
和

６
年

度
に

各
任

命
権

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

採
用

選
考

請
求

の
承

認
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。
 

職
 

知
 

事
 

（
件

）
 

教
育

委
員

会
 

（
件

）
 

職
 

警
察

本
部

 

（
件

）
 

部
長

相
当

職
 

1
 

0
 

次
長

相
当

職
 

7
 

0
 

警
視

相
当

職
 

1
0
 

課
長

相
当

職
 

1
6
 

9
 

課
長

補
佐

相
当

職
 

2
4
 

0
 

警
部

相
当

職
 

0
 

係
長

相
当

職
 

4
1
 

1
 

警
部

補
相

当
職

 
2
 

巡
査

部
長

相
当

職
 

4
 

主
任

主
事

相
当

職
 

2
5
 

3
 

巡
査

相
当

職
 

1
0
 

主
事

相
当

職
 

2
 

3
 

計
 

1
1
6
 

1
6
 

計
 

2
6
 

な
お

、
令

和
６

年
度

に
人

事
委

員
会

に
お

い
て

試
験

を
実

施
し

て
い

る
公

開
公

募
に

よ
る

採
用

選
考

の
実

施

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

 

種
別

 
職

 
種

 

 
採

用
 

予
定

数
 

 
(
人

)
 

申
込

者
数

 

 
（

人
）

 

受
験

者
数

 

 
（

人
）

 

 
一

次
 

合
格

者
数

 

 
（

人
）

 

 
最

終
 

合
格

者
数

 

 
（

人
）

 

競
争

 

倍
率

 

(
倍

)
 

選
考

 

（
前

期
）

 

看
護

師
、

研
究

職
員

（
機

械

Ａ
、

デ
ザ

イ
ン

、
化

学
Ｃ

）

、
獣

医
師

、
心

理
判

定
員

、

児
童

自
立

支
援

専
門

員
、

保

育
士

、
保

健
師

、
職

業
指

導

員
（

建
築

系
、

機
械

・
メ

カ

ト
ロ

ニ
ク

ス
系

、
自

動
車

整

備
系

、
情

報
処

理
系

）
 

5
2
 

1
1
9
 

9
8
 

7
3
 

3
9
 

2
.5

 

 
選

考
 

（
後

期
）

 

児
童

福
祉

（
職

務
経

験
者

）

、
心

理
判

定
員

（
職

務
経

験

者
）

、
研

究
職

員
（

化
学

Ｄ

、
薬

学
）

獣
医

師
、

船
員

（

航
海

、
機

関
）

、
児

童
自

立

支
援

専
門

員
、

保
育

士
 

3
1
 

4
9
 

3
8
 

2
5
 

1
6
 

2
.4
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和
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年
９

月
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日
　

火
曜

日
第
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3 

号

就
職

氷
河

期
世

代
を

対
象

と
す

る
採

用
選

考
 

行
政

、
教

育
行

政
、

警
察

行

政
 

8
 

1
7
9
 

1
4
5
 

2
8
 

8
 
1
8
.1

 

障
が

い
者

を
対

象
と

す
る

採
用

選
考

 

行
政

、
教

育
行

政
、

警
察

行

政
 

1
1
 

7
6
 

5
6
 

3
3
 

1
0
 

5
.6

 

労
務

職

員
採

用

選
考

 

農
業

技
術

員
（

農
産

園
芸

、

畜
産

）
、

林
業

技
術

員
 

8
 

1
1
3
 

8
8
 

3
0
 

9
 

9
.8

 

（
３
）
昇
任
選
考

職
員

の
昇

任
に

つ
い

て
は

、
警

察
官

昇
任

試
験

を
除

き
選

考
に

よ
り

実
施

し
て

い
ま

す
。

令
和

６
年

度
に

各
任

命
権

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

昇
任

選
考

請
求

の
承

認
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。
 

職
 

知
 
事

 

（
件

）
 

教
育

委
員

会
 

（
件

）
 

職
 

警
察

本
部

 

（
件

）
 

部
長

相
当

職
 

1
2
 

2
 

次
長

相
当

職
 

3
3
 

4
 

警
視

相
当

職
 

4
8
(4

3
) 

課
長

相
当

職
 

9
4
 

1
3
 

課
長

補
佐

相
当

職
 

1
8
2
 

3
5
 

警
部

相
当

職
 

1
1
( 

0
) 

係
長

相
当

職
以

下
 

1
5
3
 

3
8
 

警
部

補
相

当
職

 
2
5
( 

0
) 

巡
査

部
長

相
当

職
 

2
8
( 

0
)  

計
 

4
7
4
 

9
2
 

計
 

1
1
2
(4

3
)  

（
注

）
（
 

）
内

は
公

安
職

で
内

数
で

す
。
 

（
４
）
任
期
付
職
員
の
採
用
の
承
認

任
命

権
者

は
、

任
期

付
職

員
（
任

期
付

招
へ

い
研

究
員

、
特

定
任

期
付

職
員

、
一

般
任

期
付

職
員

）
の

採

用
に

当
た

り
、

人
事

委
員

会
の

承
認

を
得

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。

 

令
和

６
年

度
の

人
事

委
員

会
の

承
認

件
数

は
５

件
で

す
。

 

（
注

）
・
任

期
付

招
へ

い
研

究
員

：
民

間
等

の
優

れ
た

研
究

者
を

県
の

試
験

研
究

機
関

に
受

け
入

れ
る

も
の

 

・
特

定
任

期
付

職
員

：
高

度
の

専
門

的
な

知
識

経
験

等
を

有
す

る
者

を
任

期
を

定
め

て
採

用
す

る
も

の

・
一

般
任

期
付

職
員

：
専

門
的

な
知

識
経

験
を

有
す

る
者

を
任

期
を

定
め

て
採

用
す

る
も

の
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和
７
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９
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２２
  

給給
与与

等等
にに

関関
すす

るる
報報

告告
及及

びび
勧勧

告告
〔〔
令令

和和
６６

年年
11
00

月月
22

日日
〕〕
のの

状状
況況

  

  
給

与
等

に
関

す
る

報
告

及
び

勧
告

は
、

地
方

公
務

員
法

第
８

条
、

第
1
4
条

及
び

第
2
6
条

の
規

定
に

基
づ

き
、

一
般

職
に

属
す

る
福

岡
県

の
職

員
の

給
与

等
に

つ
い

て
議

会
及

び
知

事
に

対
し

て
行

う
も

の
で

す
。

 
 

令
和

６
年

度
に

実
施

し
た

報
告

及
び

勧
告

の
概

要
は

次
の

と
お

り
で

す
。

 

(１
)

概
要

令
和

６
年

４
月

の
公

民
較

差
に

基
づ

く
給

与
改

定
等

・
較

差
1
0
,
1
9
0
円

（
2
.
7
8
％

）
の

解
消

の
た

め
、

給
料

月
額

を
引

上
げ

・
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支

給
月

数
を

0
.
1
0
月

分
引

上
げ

(２
)

令
和

６
年

４
月

の
公

民
較

差
に

基
づ

く
給

与
改

定
等

①
民

間
給

与
と

の
比

較

ア
月

例
給

の
較

差
令

和
６

年
 

参
考

（
令

和
５

年
）

 

1
0
,
1
9
0
円

（
２

．
７

８
％

）
 

3
，

9
5
6
円

（
１

．
０

９
％

）
 

イ
期

末
・

勤
勉

手
当

民
間

の
年

間
支

給
割

合
 

職
員

の
年

間
支

給
月

数
 

４
．

５
９

月
 

４
．

５
０

月
 

②
給

与
改

定
の

内
容

ア
月

例
給

 
公

民
較

差
の

状
況

及
び

人
事

院
勧

告
に

お
け

る
俸

給
表

の
改

定
内

容
を

勘
案

し
て

給

料
表

を
改

定
 

イ
期

末
・

勤
勉

手
当

 
4
.
5
0
月

分
→

4
.
6
0
月

分
（

引
上

げ
分

は
期

末
手

当
及

び
勤

勉
手

当
に

均
等

に
配

分
）

 

(３
)

社
会

と
公

務
の

変
化

に
応

じ
た

給
与

制
度

の
整

備
（
給

与
制

度
の

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

）

①
給

料
表

（
令

和
７

年
４

月
１

日
か

ら
実

施
）

人
事

院
勧

告
に

お
い

て
、

職
務

や
職

責
を

よ
り

重
視

し
た

俸
給

体
系

と
し

て
示

さ
れ

た
国

家
公

務

員
の

俸
給

表
の

改
定

に
準

じ
、

本
県

に
お

け
る

人
材

確
保

や
組

織
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

の
向

上
の

観
点

か
ら

職
員

の
給

料
表

を
改

定
す

る
。

 

②
扶

養
手

当
（

令
和

７
年

度
か

ら
段

階
的

に
実

施
）

国
の

見
直

し
に

準
じ

て
、

配
偶

者
に

係
る

手
当

を
廃

止
し

、
子

に
係

る
手

当
額

の
引

上
げ

を
行

う
。
 

な
お

、
本

県
の

実
情

を
考

慮
し

、
所

要
の

経
過

措
置

を
講

ず
る

こ
と

が
適

当
で

あ
る

。

③
地

域
手

当

国
や

他
の

都
道

府
県

等
の

動
向

に
留

意
し

つ
つ

、
支

給
割

合
を

県
内

一
律

と
し

て
き

た
こ

れ
ま

で

の
経

緯
や

本
県

の
実

情
を

踏
ま

え
、

検
討

を
行

っ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

 

(４
)

意
見

①
人

材
の

確
保

及
び

育
成

に
つ

い
て

県
行

政
に

お
い

て
、
よ

り
効

果
的
・
効

率
的

な
業

務
遂

行
や

質
の

高
い

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
一

層
の

向

上
が

求
め

ら
れ

る
中

、
職

員
に

は
、
自

身
の

力
を

最
大

限
発

揮
し

、
全

体
の

奉
仕

者
と

し
て

の
強

い
使

命
感

と
揺

る
ぎ

な
い

高
い

倫
理

意
識

を
も

っ
て

困
難

な
諸

課
題

に
立

ち
向

か
う

こ
と

が
強

く
求

め
ら

れ
て

い
る

。
 

一
方

で
、
職

員
採

用
の

受
験

者
数

は
減

少
傾

向
が

続
い

て
お

り
、
職

務
経

験
を

持
つ

職
員

の
増

加
や

個
人

の
仕

事
に

対
す

る
価

値
観

の
多

様
化

な
ど

、
職

員
採

用
及

び
職

員
を

取
り

巻
く

情
勢

は
大

き
く

変
化

し
て

い
る

。
 

人
材

の
確

保
及

び
育

成
は

、
持

続
可

能
な

組
織

の
礎

で
あ

る
。
こ

の
た

め
、
有

為
な

人
材

か
ら
「

魅
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力
あ

る
職

場
」
と

し
て

福
岡

県
庁

が
選

ば
れ

、
職

員
の

成
長

を
後

押
し

す
る

こ
と

で
、
組

織
パ

フ
ォ

ー

マ
ン

ス
の

向
上

に
つ

な
げ

、
ひ

い
て

は
高

水
準

の
県

民
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
つ

な
が

る
好

循
環

を
確

実
な

も
の

に
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

 

ア
有

為
な

人
材

の
確

保

本
県

に
お

け
る

職
員

採
用

試
験

の
受

験
者

数
は

1
0
年

前
の

7
割

程
度

の
水

準
ま

で
減

少
し

て
お

り
、

人
材

の
確

保
は

危
機

的
な

状
況

に
あ

る
。

 

こ
う

し
た

中
で

、
今

後
も

多
様

な
受

験
者

層
か

ら
高

い
志

を
持

っ
た

有
為

な
人

材
を

確
保

し
て

い
く

た
め

、
福

岡
県

の
職

員
と

し
て

働
く

こ
と

を
希

望
す

る
人

材
が

受
験

し
や

す
く

な
る

よ
う

な

取
組

や
採

用
チ

ャ
ネ

ル
の

多
様

化
を

進
め

る
必

要
が

あ
る

。
 

具
体

的
に

は
、
選

考
方

法
の

見
直

し
、
早

期
試

験
の

創
設

、
職

務
経

験
者

試
験

の
技

術
分

野
へ

の

拡
充

と
い

っ
た

採
用

試
験

の
見

直
し

に
つ

い
て

、
検

討
・

実
施

し
て

い
く

。
 

イ
誰

も
が

活
躍

で
き

る
「

魅
力

あ
る

職
場

」
の

実
現

(
ｱ
)

人
材

育
成

の
総

合
的

な
取

組
の

推
進

福
岡

県
庁

が
有

為
な

人
材

か
ら

選
ば

れ
る
「

魅
力

あ
る

職
場

」
と

な
る

た
め

に
は

、
若

年
層

か

ら
高

齢
層

ま
で

す
べ

て
の

職
員

が
、

向
上

心
を

持
ち

続
け

、
自

身
の

望
む

キ
ャ

リ
ア

を
形

成
し

、

生
き

生
き

と
働

け
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
 

こ
の

た
め

に
は

、
す

べ
て

の
職

員
が

や
り

が
い

や
成

長
を

実
感

し
な

が
ら

業
務

に
取

り
組

ん

で
い

く
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、
職

種
や

職
層

に
応

じ
、
計

画
的

に
人

材
育

成
に

取
り

組
ん

で
い

く

必
要

が
あ

る
。

 

(
ｲ
)

女
性

の
活

躍
推

進

任
命

権
者

に
お

い
て

は
、

組
織

の
活

力
向

上
及

び
政

策
方

針
決

定
過

程
へ

の
参

画
拡

大
を

図

る
た

め
、
特

定
事

業
主

行
動

計
画

に
基

づ
き

女
性

職
員

の
登

用
を

行
っ

て
お

り
、
一

定
の

成
果

を

あ
げ

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

 

女
性

の
活

躍
を

推
進

す
る

こ
と

は
誰

も
が

働
き

や
す

い
社

会
の

実
現

に
寄

与
す

る
も

の
で

あ

り
、

計
画

に
基

づ
き

、
女

性
職

員
の

活
躍

を
よ

り
一

層
推

進
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
 

(
ｳ
)

人
事

評
価

を
通

じ
た

人
材

育
成

の
推

進

任
命

権
者

は
、
引

き
続

き
、
評

価
者

で
あ

る
管

理
職

員
の

ス
キ

ル
向

上
な

ど
に

努
め

、
職

員
の

理
解

と
納

得
感

を
高

め
な

が
ら

、
よ

り
効

果
的

な
人

材
育

成
と

な
る

よ
う

、
今

後
と

も
人

事
評

価

制
度

に
適

切
に

取
り

組
ん

で
い

く
必

要
が

あ
る

。
 

(
ｴ
)

新
任

係
長

の
人

材
育

成

係
長

は
、

県
職

員
と

し
て

の
キ

ャ
リ

ア
形

成
に

お
け

る
フ

ァ
ー

ス
ト

ス
テ

ッ
プ

と
な

る
役

職

で
あ

り
、
係

長
の

育
成

は
将

来
の

県
組

織
を

牽
引

す
る

人
材

の
育

成
に

つ
な

が
る

。
係

長
が

生
き

生
き

と
や

り
が

い
を

感
じ

な
が

ら
働

く
姿

は
、

若
年

層
の

職
員

の
キ

ャ
リ

ア
形

成
に

良
い

影
響

を
及

ぼ
し

て
い

く
も

の
と

考
え

る
。

 

任
命

権
者

に
お

い
て

は
、

新
任

係
長

の
人

材
育

成
及

び
サ

ポ
ー

ト
体

制
の

充
実

に
取

り
組

み
、

チ
ー

ム
全

体
の

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
向

上
に

つ
な

げ
て

い
く

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
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②
働
き
方
改
革
の
推
進
と
勤
務
環
境
の
整
備
等
に
つ
い
て

ア
長

時
間

労
働

の
是

正
等

長
時

間
労

働
の

是
正

に
は

、
組

織
を

挙
げ

て
強

い
姿

勢
で

取
り

組
む

必
要

が
あ

る
。

任
命

権
者

に
お

い
て

は
、
定

例
的

な
業

務
に

よ
り

恒
常

的
に

長
時

間
労

働
と

な
っ

て
い

る
場

合
と

、

災
害

対
応

等
の

よ
う

に
突

発
的

に
長

時
間

の
時

間
外

労
働

を
命

ぜ
ざ

る
を

得
な

い
場

合
と

を
区

別

し
た

上
で

、
そ

の
要

因
の

整
理
・
分

析
を

行
い

、
職

員
の

負
担

軽
減

に
つ

な
が

る
取

組
を

一
層

進
め

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
 

イ
教

職
員

の
働

き
方

改
革

教
育

の
質

を
維

持
し

、
更

に
向

上
さ

せ
て

い
く

た
め

に
は

、
教

職
員

が
児

童
・

生
徒

と
十

分
に

向
き

合
う

時
間

の
確

保
・
充

実
が

必
要

不
可

欠
で

あ
り

、
教

職
員

が
一

丸
と

な
っ

て
働

き
方

改
革

に
取

り
組

む
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

 

県
教

育
委

員
会

に
お

い
て

は
、
現

在
実

施
し

て
い

る
取

組
の

結
果

を
検

証
し

、
効

果
的

な
取

組
を

強
力

に
推

し
進

め
る

と
と

も
に

、
市

町
村

教
育

委
員

会
に

対
し

て
、
教

職
員

の
働

き
方

改
革

が
推

進

さ
れ

る
よ

う
働

き
か

け
て

い
く

べ
き

で
あ

る
。

 

校
長

等
の

管
理

職
員

が
率

先
し

て
業

務
の

見
直

し
や

効
率

化
・
合

理
化

を
進

め
、
教

職
員

の
勤

務

時
間

の
適

正
化

や
負

担
軽

減
を

行
う

こ
と

が
極

め
て

重
要

で
あ

り
、
加

え
て

、
学

校
組

織
の

リ
ー

ダ
 

ー
と

し
て

、
教

職
員

が
働

き
や

す
い

職
場

環
境

づ
く

り
を

実
行

す
る

役
割

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
 

ま
た

、
県

及
び

市
町

村
教

育
委

員
会

が
主

体
と

な
っ

て
、
管

理
職

員
が

学
校

内
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

に
注

力
で

き
る

体
制

を
整

備
す

る
こ

と
も

重
要

で
あ

る
。

 

ウ
多

様
な

働
き

方
の

推
進

及
び

仕
事

と
生

活
の

両
立

支
援

働
き

方
に

関
す

る
選

択
肢

の
拡

充
は

、
職

員
の

ワ
ー

ク
・
ラ

イ
フ
・
バ

ラ
ン

ス
の

推
進

に
寄

与
す

る
も

の
で

あ
り

、
任

命
権

者
に

お
い

て
は

、
現

行
の

制
度

に
つ

い
て

、
そ

の
活

用
状

況
や

職
員

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

、
国

や
他

の
都

道
府

県
、
民

間
労

働
法

制
の

動
向

に
も

留
意

し
な

が
ら

、
引

き
続

き

検
討

し
充

実
を

図
る

必
要

が
あ

る
。

 

エ
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
対

策

管
理

職
員

を
は

じ
め

と
す

る
全

て
の

職
員

は
、

誰
も

が
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
の

行
為

者
と

な
り

得
る

こ
と

を
十

分
理

解
し

た
上

で
、
他

者
を

尊
重

し
て

、
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
の

な
い

職
場

づ
く

り
に

取
り

組

む
必

要
が

あ
る

。
 

ま
た

、
近

年
、
社

会
問

題
化

し
て

い
る

カ
ス

タ
マ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
に

つ
い

て
も

、
職

員
の

負
担

軽
減

を
図

る
こ

と
で

、
本

来
の

職
務

に
注

力
で

き
る

よ
う

、
引

き
続

き
組

織
と

し
て

対
応

す
る

よ
う

取
り

組
む

必
要

が
あ

る
。

 

オ
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

職
員

の
心

の
健

康
の

保
持

増
進

は
、

質
の

高
い

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
た

め
に

必
要

不
可

欠
で

あ
る

。
 

管
理

監
督

者
に

お
い

て
は

、
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

不
調

を
生

じ
た

職
員

の
早

期
発

見
・
早

期
対

応
に

取
り

組
む

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
ま

た
、
任

命
権

者
に

お
い

て
は

、
円

滑
な

職
場

復
帰

の
た

め
の

支

援
な

ど
に

着
実

に
取

り
組

ん
で

い
く

必
要

が
あ

る
。
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カ
会

計
年

度
任

用
職

員
制

度
の

適
切

な
運

用

会
計

年
度

任
用

職
員

が
意

欲
を

持
ち

、
安

心
し

て
働

く
た

め
に

は
、
勤

務
環

境
や

勤
務

条
件

の
確

保
は

重
要

で
あ

り
、

任
命

権
者

に
お

い
て

は
、

適
切

な
制

度
運

用
が

な
さ

れ
る

べ
き

で
あ

る
。

 

休
暇

の
日

数
、
期

間
に

つ
い

て
、
本

県
の

任
期

の
定

め
の

な
い

常
勤

職
員

と
の

均
衡

を
考

慮
し

、

不
合

理
な

取
扱

い
と

な
っ

て
い

る
も

の
に

つ
い

て
は

、
早

急
に

是
正

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

③
公

務
員

倫
理

の
徹

底
に

つ
い

て

県
民

の
信

頼
を

回
復

す
る

た
め

に
も

、
職

員
一

人
ひ

と
り

が
、

自
ら

の
行

動
が

県
全

体
と

県
職

員
全

体
の

信
用

に
大

き
な

影
響

を
与

え
る

こ
と

を
自

覚
し

、
公

務
内

外
を

問
わ

ず
行

動
を

厳
し

く
律

す
る

必

要
が

あ
る

。
 

任
命

権
者

に
お

い
て

は
、
こ

れ
ま

で
以

上
に

職
員

の
綱

紀
の

保
持

及
び

服
務

規
律

の
確

保
に

つ
い

て
、

徹
底

を
図

る
必

要
が

あ
る

。
ま

た
、

管
理

監
督

者
は

、
職

員
の

勤
務

態
度

や
生

活
の

異
変

を
察

知
で

き

る
よ

う
、

風
通

し
の

良
い

職
場

づ
く

り
に

取
り

組
む

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
 

３３
  

勤勤
務務

条条
件件

にに
関関

すす
るる

措措
置置

のの
要要

求求
のの

状状
況況

 

勤
務

条
件

に
関

す
る

措
置

要
求

制
度

は
、

職
員

か
ら

勤
務

条
件

に
関

し
、

適
当

な
行

政
上

の
措

置
を

求
め

る

要
求

が
あ

っ
た

場
合

に
、

人
事

委
員

会
が

必
要

な
審

査
を

し
た

上
で

判
定

を
行

い
、

あ
る

い
は

あ
っ

せ
ん

又
は

こ

れ
に

準
ず

る
方

法
で

事
案

の
解

決
に

当
た

る
も

の
で

す
。

 

（
１

）
係

属
の

状
況

令
和

５
年

度
末

の

係
属

件
数

 

（
件

）
 

令
和

６
年

度
中

の

要
求

件
数

 

（
件

）
 

令
和

６
年

度
中

の

処
理

件
数

 

（
件

）
 

令
和

６
年

度
末

の

係
属

件
数

 

（
件

）
 

県
 

分
 

０
 

１
 

０
 

１
 

受
託

分
 

０
 

１
 

０
 

１
 

※
「
受

託
分

」
は

公
平

委
員

会
の

事
務

の
委

託
を

受
け

て
い

る
町

分

（
２

）
審

査
の

状
況

な
し
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４４
  

不不
利利

益益
処処

分分
にに

つつ
いい

てて
のの

審審
査査

請請
求求

のの
状状

況況
 

不
利

益
処

分
に

つ
い

て
の

審
査

制
度

は
、

懲
戒

そ
の

他
そ

の
意

に
反

す
る

不
利

益
な

処
分

を
受

け
た

と
し

て

職
員

か
ら

審
査

請
求

が
あ

っ
た

場
合

、
人

事
委

員
会

が
、

事
案

を
審

査
し

、
そ

の
結

果
に

基
づ

い
て

、
そ

の
処

分

を
承

認
し

、
修

正
し

、
又

は
取

り
消

す
判

定
（
裁

決
又

は
決

定
）
を

行
う

も
の

で
す

。
 

（
１

）
係

属
の

状
況

令
和

５
年

度
末

の

係
属

件
数

 

（
件

）
 

令
和

６
年

度
中

の

申
立

て
件

数
 

（
件

）
 

令
和

６
年

度
中

の

処
理

件
数

 

（
件

）
 

令
和

６
年

度
末

の

係
属

件
数

 

（
件

）
 

県
 

分
 

懲
戒

処
分

 
１

４
 

０
 

０
 

１
４

 

分
限

処
分

 
０

 
０

 
０

 
０

 

そ
の

他
 

１
 

０
 

０
 

１
 

計
 

１
５

 
０

 
０

 
１

５
 

受
 

託
 

分
 

懲
戒

処
分

 
０

 
０

 
０

 
０

 

分
限

処
分

 
０

 
０

 
０

 
０

 

そ
の

他
 

０
 

０
 

０
 

０
 

計
 

０
 

０
 

０
 

０
 

※
「
受

託
分

」
は

公
平

委
員

会
の

事
務

の
委

託
を

受
け

て
い

る
町

分

（
２

）
審

査
の

状
況

な
し
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（
単

位
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千
円

，
％
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(
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(
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(
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(
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ⅡⅡ
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般般
会会
計計

　　
((
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))
  
歳歳
入入
予予
算算

　
　

　
 
歳

入
予

算
の

目
的

別
分

類
は

、
次

の
と

お
り

で
す
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単

位
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千
円

，
％
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２
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３
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４
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５
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６
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７
.

８
.
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6
.
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料
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び
手

数
料

1
6
,
4
7
3
,
5
1
5

0
.
8

1
6
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4
7
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6
5

0
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8

△
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7
3
,
8
5
0

9
8
.
4
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担

金
及

び
負

担
金

4
,
6
5
0
,
7
1
9

0
.
2

5
,
3
5
3
,
9
5
8

0
.
3

△
 
7
0
3
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2
3
9

1
0
4
.
1
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通

安
全

対
策
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別
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付
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4
4
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3
1
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1

1
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4
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6
2
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1

△
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3
1

9
0
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6

地
方
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付
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3
0
7
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0
6
6
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6
5

1
4
.
0
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4
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8
5
7
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8
1

1
3
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1
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9
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1
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3
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6
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方
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例
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付
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6
,
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2
6
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9
8
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△
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2
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7
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1
8
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3

地
方

譲
与

税
1
1
5
,
1
7
7
,
7
3
1

5
.
3

1
0
1
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4
0
2
,
5
4
7

4
.
8

1
3
,
7
7
5
,
1
8
4

1
0
7
.
6

地
方

消
費

税
清

算
金

2
7
0
,
0
8
6
,
5
8
6

1
2
.
3
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4
8
,
0
8
7
,
6
1
1

1
1
.
6

2
1
,
9
9
8
,
9
7
5

1
0
8
.
9

県
税

7
9
8
,
9
2
3
,
7
3
6

3
6
.
5

7
4
2
,
3
9
6
,
8
7
7

3
4
.
8

5
6
,
5
2
6
,
8
5
9
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初

予
算

(
Ａ

)
構

成
比

当
初

予
算

(
Ｂ

)
構

成
比

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)
(
Ａ

)
(
Ｂ

)

以
下

、
令

和
７

年
度

当
初

予
算

に
お

け
る

各
予

算
項

目
ご

と
に

概
要

を
説

明
し

ま
す

。

　
令

和
７

年
度

の
歳

入
歳

出
予

算
の

状
況
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総
額

に
お

い
て

前
年

度
当

初
予

算
に

比
べ

て
､
5
5
7
億

2
,
1
9
9
万

円
、

2
.
6
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

令令
和和
７７
年年
度度
一一
般般
会会
計計
歳歳
入入
予予
算算

款
　

　
　

別

令
和

７
年

度
令

和
６

年
度

比
　

　
　

較

計
3
,
3
1
4
,
4
5
5
,
7
3
9

3
,
1
3
6
,
3
6
1
,
8
2
7

1
7
8
,
0
9
3
,
9
1
2

1
0
5
.
7

5
5
,
7
2
1
,
9
8
8

1
0
2
.
6

特
別

会
計

1
,
1
2
6
,
6
7
3
,
0
3
1

1
,
0
0
4
,
3
0
1
,
1
0
7

1
2
2
,
3
7
1
,
9
2
4

1
1
2
.
2

歳
入

歳
出

予
算

(
Ｂ

)
(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)
(
Ｂ

)

一
般

会
計

1
,
4
7
0
,
3
4
5
,
1
1
9

1
,
4
5
9
,
4
9
1
,
5
2
6

1
0
,
8
5
3
,
5
9
3

1
0
0
.
7

2
,
1
8
7
,
7
8
2
,
7
0
8

2
,
1
3
2
,
0
6
0
,
7
2
0

第
１

　
令

和
７

年
度

当
初

予
算

の
状

況

令令
和和
７７
年年
度度
　　
歳歳
入入
歳歳
出出
予予
算算
総総
括括
表表

会
計

区
分

令
和

７
年

度
(
当

初
)

令
和

６
年

度
(
当

初
)

差
　

引
　

増
　

減
(
Ａ

)
×

 
1
0
0

歳
入

歳
出

予
算

(
Ａ

)

（
注

）
一

般
会

計
の

上
段

（
　

）
書

は
一

般
会

計
の

う
ち

の
一

般
歳

出
（

歳
出

総
額

か
ら

､
公

債
費

､
税

関
連

市
町

村
　

　
交

付
金

等
を

除
い

た
も

の
。

）
で

あ
る

。

　
令

和
７

年
度

当
初

予
算

に
お

い
て

は
、

未
来

へ
の

礎
を

築
き

、
飛

躍
・

発
展

す
る

福
岡

県
の

実
現

に
向

け
、

「
人

を
育

て
、

人
を

惹
き

つ
け

る
ま

ち
を

つ
く

る
」

、
「

産
業

を
育

て
、

は
た

ら
く

場
を

広
げ

る
」

、
「

健
全

な
環

境
と

、
安

全
・

安
心

な
く

ら
し

を
守

る
」

の
３

つ
の

柱
に

基
づ

く
施

策
を

力
強

く
展

開
し

ま
す

。
 
 
併

せ
て

、
財

政
改

革
プ

ラ
ン

2
0
2
2
に

沿
っ

て
、

財
政

の
健

全
化

を
着

実
に

推
進

し
ま

す
。

　
そ

の
結

果
、

令
和

７
年

度
の

当
初

予
算

は
、

次
表

の
と

お
り

一
般

会
計

で
２

兆
1
,
8
7
7
億

8
,
2
7
1
万

円
、

特
別

会
計

で
１

兆
1
,
2
6
6
億

7
,
3
0
3
万

円
、

両
会

計
合

計
で

３
兆

3
,
1
4
4
億

5
,
5
7
4
万

円
と

、
令

和
６

年
度

当
初

予
算

と
比

較
し

て
1
,
7
8
0
億

9
,
3
9
1
万

円
、

5
.
7
％

の
増

と
な

っ
て

お
り

、
一

般
歳

出
（

一
般

会
計

歳
出

総
額

か
ら

、
公

債
費

、
税

関
連

市
町

村
交

付
金

等
を

除
い

た
も

の
。

）
で

は
１

兆
4
,
7
0
3
億

4
,
5
1
2
万

円
と

、
前

年
度

に
比

べ
1
0
8
億

5
,
3
5
9
万

円
、

0
.
7
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

×
10
0

-
 
3
 
-
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1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
3
.

1
4
.

1
5
.

こ
れ

を
性

質
別

に
分

類
し

ま
す

と
次

の
と

お
り

で
す

。

○
県

　
　

税

1
0
2
.
6

県
債

歳
 
入

 
合

 
計

2
,
1
8
7
,
7
8
2
,
7
0
8

1
0
0
.
0

2
,
1
3
2
,
0
6
0
,
7
2
0

1
0
0
.
0

5
5
,
7
2
1
,
9
8
8

1
5
3
,
9
6
2
,
6
0
0

7
.
0

1
6
2
,
2
2
5
,
2
0
0

7
.
6

△
 
8
,
2
6
2
,
6
0
0

－
 

8
7
.
6

9
4
.
9

諸
収

入
2
4
9
,
2
3
1
,
4
7
7

1
1
.
4

2
8
4
,
4
2
2
,
6
1
3

1
3
.
3

△
 
3
5
,
1
9
1
,
1
3
6

繰
越

金
3
4
,
2
3
7

0
.
0

1
0
.
0

3
4
,
2
3
6

2
1
3
.
6

繰
入

金
6
0
,
9
5
4
,
1
3
4

2
.
8

5
7
,
1
0
9
,
9
8
5

2
.
7

3
,
8
4
4
,
1
4
9

1
0
6
.
7

寄
附

金
7
6
9
,
9
7
8

0
.
0

3
6
0
,
5
3
8

0
.
0

4
0
9
,
4
4
0

1
0
0
.
6

財
産

収
入

4
,
1
2
1
,
3
1
8

0
.
2

2
,
9
8
7
,
9
2
2

0
.
1

1
,
1
3
3
,
3
9
6

1
3
7
.
9

国
庫

支
出

金
2
0
2
,
9
3
9
,
7
5
5

9
.
3

2
0
1
,
6
9
2
,
3
6
2

9
.
5

1
,
2
4
7
,
3
9
3

　
本

県
で

は
、

消
費

税
率

引
上

げ
に

伴
う

地
方

消
費

税
増

収
分

約
7
5
3
億

円
を

、
子

ど
も

・
子

育
て

や
高

等
教

育
の

無
償

化
、

医
療

・
介

護
な

ど
の

社
会

保
障

施
策

の
一

部
に

活
用

し
て

い
ま

す
。

【
主

な
も

の
】

●
子

ど
も

・
子

育
て

分
野

　
・

保
育

所
や

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

の
運

営
費

支
援

　
・

保
育

料
無

償
化

の
実

施

●
高

等
教

育
の

無
償

化
　

・
県

設
立

公
立

大
学

法
人

や
私

立
専

門
学

校
の

授
　

　
業

料
等

減
免

●
医

療
・

介
護

分
野

　
・

難
病

対
策

に
お

け
る

医
療

費
助

成
の

対
象

疾
病

　
　

の
拡

大

令 令
和和
７７
年年
度度

令令
和和
６６
年年
度度

　
県

税
は

、
県

の
行

政
活

動
を

賄
う

た
め

の
財

源
と

し
て

最
も

大
き

い
も

の
で

、
地

方
税

法
及

び
県

税
条

例
に

基
づ

き
県

民
及

び
県

内
に

事
務

所
、

工
場

を
有

す
る

法
人

等
に

納
め

て
い

た
だ

く
も

の
で

す
。

本
年

度
の

予
算

額
は

、
7
,
9
8
9
億

2
,
3
7
4
万

円
で

前
年

度
当

初
予

算
に

比
べ

、
5
6
5
億

2
,
6
8
6
万

円
、

7
.
6
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

　
前

年
度

に
比

べ
増

加
し

た
の

は
、

企
業

業
績

の
堅

調
な

推
移

に
伴

う
法

人
二

税
の

影
響

等
に

よ
る

も
の

で
す

。

歳歳
入入
予予
算算
のの
性性
質質
別別
構構
成成
図図

歳
入
総
額

2,
13
2,
06
1
百
万
円

依

存

財

源 地
方

譲
与

税
4
.
8
％

使
用
料
及
び

手
数

料
0
.
8
％

6
3
.
6

％

3
6
.
4
％

34
.3

％

6
5
.
7
％

地
方

消
費

税

清
算

金
1
1
.
6
％

34
.8

％

県

税

地
方
交
付
税

諸
収
入

1
3
.
3％

7
.
6
％ 9
.
5％

1
3
.
8％

一

般 財

源

県

債

分
担
金
・
負
担
金

0
.
3％

繰
越

金
0
.
0％

繰
入

金
2
.
7％

財
産

収
入

0
.
1％

寄
附

金
0
.
0％

特

定

財

源

依 存

財

源

歳
入

総
額

2
,
1
8
7
,
7
8
3百

万
円

地
方
譲
与
税

5
.3

％

交
通

安
全

対
策

特
別
交
付
金

0
.
1
％

使
用
料
及
び

手
数

料
0
.
8％

64
.
2

％

3
5
.
8
％

31
.
7

％

68
.
3
％

分
担
金
・
負
担
金

0
.2

％

繰
越

金
0
.
0
％

繰
入

金
2
.
8
％

財
産

収
入

0
.2

％

寄
附

金
0
.0

％

主
財

自
源

地
方

特
例

交
付

金
0
.
1
％

地
方

消
費

税

清
算
金

1
2
.
3％

36
.5 ％

一

般 財

源

特

定

財

源

諸
収
入

1
1.
4
％

7.
0
％

9
.
3％

国

庫 支

出

金

地
方
交
付
税

1
4
.
0
％

県

債

県

税

国

庫

支

出

金

地
方
特
例
交
付
金

0.
6
％

交
通
安
全
対
策

特
別

交
付

金

0
.
1％

主
財

自
源

-
 
4
 
-



43
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

　
な

お
、

税
目

別
内

訳
は

次
の

と
お

り
で

す
。

（
単

位
：

千
円

，
％

）

　 ○
地

方
消

費
税

清
算

金

○
地

方
譲

与
税

　
地

方
消

費
税

清
算

金
は

、
平

成
９

年
４

月
１

日
か

ら
地

方
分

権
の

推
進

や
地

域
福

祉
の

充
実

等
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

し
地

方
消

費
税

が
創

設
さ

れ
た

こ
と

に
伴

い
、

地
方

消
費

税
が

最
終

的
に

消
費

さ
れ

た
都

道
府

県
の

収
入

に
な

る
よ

う
、

い
く

つ
か

の
消

費
に

関
す

る
指

標
に

基
づ

き
都

道
府

県
間

で
清

算
を

行
い

交
付

さ
れ

ま
す

。
　

本
年

度
の

予
算

額
は

、
2
,
7
0
0
億

8
,
6
5
9
万

円
で

前
年

度
当

初
予

算
に

比
べ

、
2
1
9
億

9
,
8
9
8
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。

△
 
1
,
0
2
7
,
8
7
8

1
,
3
1
2
,
6
9
0

6
4

3
7
1
,
7
2
4

5
6
,
5
2
6
,
8
5
9

5
4
,
1
5
1

△
 
1
9
,
7
9
5

1
,
3
9
7
,
6
8
4

2
0
,
4
5
3
,
0
8
3

1
6
5
,
1
8
9

5
.
1

2
4
.
0

3
5
.
7

2
.
6

0
.
9

2
0
,
2
8
7
,
8
9
4

0
.
2

8
,
8
9
0
,
0
3
2

5
6
,
4
0
4
,
0
5
2

2
6
,
5
0
0
,
7
0
0

2
4
,
7
3
1
,
2
9
2

△
 
9
2

2
3
,
4
1
9

0
.
3

1
2
2
,
8
0
7

0
.
0

0
.
0

2
4
2
,
1
0
3

1
8
2
,
1
4
1

2
1
.
1

1
8
.
9

2
.
2

0
.
0

2
5
.
2

8
.
9

1
.
2

0
.
0

3
7
,
9
7
3
,
3
4
5

1
8
,
7
2
0

1
7
8
,
1
1
1
,
5
8
2

2
6
5
,
2
4
0
,
0
9
7

1
9
,
5
1
2
,
2
3
7

6
,
5
8
7
,
9
5
4

1
,
0
6
9
,
7
2
2

6
7
,
7
0
6
,
1
4
6

4
,
9
5
1

0
.
0

0
.
3

7
4
0
,
3
3
1
,
1
8
1

1
5
6
,
9
5
6
,
0
9
8

1
4
0
,
0
7
4
,
2
9
2

1
6
,
5
9
1
,
2
1
5

2
9
0
,
5
9
1

2
.
5

2
0
5
,
5
6
0

9
9
.
7

2
3
.
0

2
0
.
6

2
.
3

0
.
1

6
,
6
4
2
,
1
0
5

1
,
0
4
9
,
9
2
7

0
.
1

2
,
1
8
8
,
5
0
3

狩
猟

税

産
業

廃
棄

物
税

当
初

予
算

(
Ａ

)

7
9
6
,
7
3
5
,
2
3
3

1
8
3
,
4
5
6
,
7
9
8

1
6
4
,
8
0
5
,
5
8
4

1
7
,
9
8
8
,
8
9
9

1
9
,
7
5
4
,
3
4
0

1
9
8
,
3
9
9
,
4
7
6

1
8
,
6
2
8

8
.
5

1
0
1
.
3

1
0
5
.
9

9
9
.
5

1
1
2
.
9

4
,
8
8
7

0
.
0

0
.
0

2
,
0
6
5
,
6
9
6

6
6
,
3
9
3
,
4
5
6

0
.
8

県
民

税

個
人

法
人

利
子

割

4
.
6

事
業

税

3
6
,
9
4
5
,
4
6
7

8
,
4
7
9
,
9
4
6

比
　

　
　

較

令令
和和
７７
年年
度度
県県
税税
当当
初初
予予
算算
内内
訳訳

令
和

７
年

度

1
1
1
.
0

1
8
6
,
5
9
1
,
5
2
8

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)
 
(
Ａ

)
 
(
Ｂ

) 1
1
7
.
7

個
人

2
0
7
,
0
4
4
,
6
1
1

8
,
6
4
5
,
1
3
5

9
9
.
7

構
成

比
区

　
　

　
分

当
初

予
算

(
Ｂ

)

令
和

６
年

度

構
成

比

1
0
2
.
0

普
通

税

2
5
.
9

1
.
1

2
4
.
8

2
7
4
,
1
3
0
,
1
2
9

1
1
1
.
4

1
0
7
.
6

1
0
3
.
4

1
1
6
.
9

目
的

税

法
人

地
方

消
費

税

不
動

産
取

得
税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

鉱
区

税

1
0
0
.
0

9
7
.
3

1
0
8
.
4

2
2
7
.
9

6
6
2
,
3
1
5

3
4
.
3

1
0
1
.
9

1
0
1
.
2

1
0
0
.
8

9
8
.
1

　
地

方
譲

与
税

は
、

国
税

と
し

て
収

入
し

た
特

定
の

税
に

つ
い

て
、

一
定

の
基

準
に

よ
り

地
方

公
共

団
体

に
譲

与
さ

れ
る

も
の

で
、

本
県

関
係

で
は

、
特

別
法

人
事

業
譲

与
税

、
地

方
揮

発
油

譲
与

税
（

地
方

道
路

譲
与

税
）

、
石

油
ガ

ス
譲

与
税

、
自

動
車

重
量

譲
与

税
、

森
林

環
境

譲
与

税
及

び
航

空
機

燃
料

譲
与

税
が

あ
り

ま
す

。
 
 
特

別
法

人
事

業
譲

与
税

は
、

法
人

事
業

税
の

一
部

を
分

離
し

国
税

（
特

別
法

人
事

業
税

）
と

し
た

上
で

、
そ

の
収

入
額

に
つ

い
て

人
口

を
基

準
に

都
道

府
県

に
譲

与
す

る
も

の
と

し
て

、
令

和
元

年
度

に
創

設
さ

れ
ま

し
た

。
こ

れ
に

よ
り

、
令

和
７

年
度

当
初

予
算

に
お

け
る

法
人

事
業

税
が

9
1
5
億

3
,
0
9
9
万

円
減

少
し

た
の

に
対

し
、

特
別

法
人

事
業

譲
与

税
が

1
,
1
0
6
億

5
,
8
8
5
万

円
譲

与
さ

れ
る

こ
と

と
な

っ
て

い
ま

す
。

 
 
本

年
度

の
予

算
額

は
、

1
,
1
5
1
億

7
,
7
7
3
万

円
で

前
年

度
当

初
予

算
に

比
べ

、
1
3
7
億

7
,
5
1
8
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。軽
油

引
取

税

自
動

車
税

合
　

　
　

　
 
計

1
0
7
.
6

7
9
8
,
9
2
3
,
7
3
6

1
0
0
.
0

7
4
2
,
3
9
6
,
8
7
7

宿
泊

税
0
.
3

0
.
3

9
9
,
4
8
0

1
0
5
.
3

1
,
9
6
4
,
3
1
5

1
,
8
6
4
,
8
3
5

4
0
.
9

旧
法

に
よ

る
税

(
自

動
車

税
)

7
5
9

0
.
0

1
,
8
5
7

0
.
0

△
 
1
,
0
9
8

×
10

0

-
 
5
 
-
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

○
地

方
特

例
交

付
金

○
地

方
交

付
税

○
国

庫
支

出
金

（
単

位
：

千
円

，
％

）

 ○
繰

 
入

 
金

○
県

　
　

債

　
繰

入
金

と
は

、
地

方
公

共
団

体
の

一
般

会
計

、
特

別
会

計
、

基
金

等
の

会
計

間
に

お
け

る
現

金
の

移
動

を
表

す
も

の
で

す
。

　
本

年
度

の
予

算
額

は
6
0
9
億

5
,
4
1
3
万

円
で

前
年

度
当

初
予

算
に

比
べ

3
8
億

4
,
4
1
5
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。

　
地

方
交

付
税

に
は

、
普

通
交

付
税

と
特

別
交

付
税

が
あ

り
ま

す
。

普
通

交
付

税
は

、
各

地
方

公
共

団
体

に
つ

い
て

合
理

的
か

つ
妥

当
な

水
準

に
お

け
る

行
政

を
行

う
た

め
の

一
般

財
源

所
要

額
と

し
て

算
定

さ
れ

た
基

準
財

政
需

要
額

が
、

同
じ

く
あ

る
べ

き
税

収
入

と
し

て
算

定
さ

れ
た

基
準

財
政

収
入

額
を

超
え

る
場

合
に

、
そ

の
超

え
る

額
を

基
礎

と
し

て
交

付
さ

れ
ま

す
。

 
 
令

和
７

年
度

地
方

財
政

計
画

に
お

い
て

は
、

地
方

が
自

主
性

・
主

体
性

を
最

大
限

発
揮

し
て

地
方

創
生

に
取

り
組

み
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
き

め
細

か
な

施
策

を
可

能
に

す
る

観
点

か
ら

、
令

和
６

年
度

に
引

き
続

き
、

一
般

行
政

経
費

に
「

地
方

創
生

推
進

費
」

を
１

兆
円

計
上

し
て

い
ま

す
。

　
一

方
、

特
別

交
付

税
は

、
災

害
の

発
生

な
ど

、
普

通
交

付
税

の
算

定
で

捕
捉

さ
れ

な
か

っ
た

特
別

な
財

政
事

情
を

考
慮

し
て

交
付

さ
れ

ま
す

。
 
 
本

年
度

の
予

算
額

は
、

普
通

交
付

税
3
,
0
3
0
億

6
,
6
3
7
万

円
、

特
別

交
付

税
4
0
億

円
、

計
3
,
0
7
0
億

6
,
6
3
7
万

円
で

、
前

年
度

当
初

予
算

に
比

べ
、

1
2
2
億

9
0
8
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。

(
Ａ

)
(
Ｂ

)

△
 
5
,
7
3
7
,
8
0
0

2
4
3
,
1
7
4

普
通

建
設

事
業

費
支

出
金

2
0
1
,
6
9
2
,
3
6
2

　
県

債
は

、
県

が
実

施
す

る
公

共
施

設
の

建
設

事
業

、
災

害
復

旧
事

業
等

の
財

源
と

す
る

た
め

の
長

期
の

借
入

金
で

す
が

、
本

年
度

の
予

算
額

は
、

1
,
5
3
9
億

6
,
2
6
0
万

円
で

前
年

度
に

比
べ

、
8
2
億

6
,
2
6
0
万

円
、

5
.
1
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

1
0
0
.
6

1
0
0
.
0

1
,
2
4
7
,
3
9
3

　
前

年
度

と
比

較
し

て
増

加
額

の
大

き
な

も
の

は
、

委
託

金
で

5
8
億

5
,
7
4
8
万

円
で

す
が

、
こ

れ
は

総
務

統
計

調
査

委
託

金
の

増
に

よ
る

も
の

で
す

。

2
0
2
,
9
3
9
,
7
5
5

合
　

　
　

計

2
9
.
6

生
活

保
護

費
負

担
金

3
0
.
0

2
.
5

2
.
0

4
,
9
2
9
,
1
5
3

4
,
1
1
2
,
8
0
5

5
.
5

9
,
9
7
0
,
2
8
2

当
初

予
算

(
Ａ

)

義
務

教
育

費
負

担
金

2
1
,
9
1
8
,
6
1
0

3
7
,
4
2
0
,
4
4
2

1
8
.
4

委
託

金

そ
の

他

児
童

保
護

費
負

担
金

4
.
9

5
,
5
7
6
,
0
5
5

1
1
,
1
1
5
,
8
8
4

比
　

　
　

較
令

和
６

年
度

令令
和和
７７
年年
度度
国国
庫庫
支支
出出
金金
当当
初初
予予
算算
内内
訳訳

令
和

７
年

度

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)
構

成
比

構
成

比
当

初
予

算
(
Ｂ

)
区

　
　

　
分

1
0
1
.
9

6
4
6
,
9
0
2

5
6
,
0
3
3
,
6
5
9

5
.
5

災
害

復
旧

事
業

費
支

出
金

△
 
9
2
3
,
1
3
5

1
0
1
.
1

6
1
,
7
7
1
,
4
5
9

1
9
.
0

1
0
.
8

3
8
,
3
4
3
,
5
7
7

1
1
,
0
7
0
,
7
6
8

1
0
.
8

2
.
8

2
7
.
6

2
1
,
6
7
5
,
4
3
6

9
7
.
6

3
0
.
6

9
0
.
7

1
0
0
.
4

1
,
1
1
5
,
6
5
9

5
9
,
7
8
9
,
1
6
4

4
5
,
1
1
6

5
,
8
5
7
,
4
7
7

2
4
2
.
4

　
地

方
特

例
交

付
金

は
、

地
方

財
政

の
運

営
上

支
障

が
生

じ
な

い
よ

う
地

方
財

政
対

策
の

中
で

講
じ

ら
れ

る
補

て
ん

措
置

で
、

平
成

2
0
年

度
か

ら
創

設
さ

れ
た

住
宅

借
入

金
等

特
別

税
額

控
除

（
住

宅
ロ

ー
ン

減
税

）
及

び
令

和
６

年
度

分
に

限
り

実
施

さ
れ

る
定

額
減

税
に

よ
る

個
人

住
民

税
の

減
収

額
を

補
て

ん
す

る
た

め
の

地
方

特
例

交
付

金
が

あ
り

ま
す

。
 
 
本

年
度

の
予

算
額

は
、

2
4
億

4
,
6
4
3
万

円
で

前
年

度
当

初
予

算
に

比
べ

、
1
0
9
億

2
,
8
4
7
万

円
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。

　
国

庫
支

出
金

は
、

国
と

地
方

公
共

団
体

の
経

費
の

負
担

区
分

に
従

っ
て

支
出

さ
れ

る
国

の
負

担
金

、
補

助
金

及
び

委
託

金
の

総
称

で
、

本
年

度
の

予
算

額
は

、
2
,
0
2
9
億

3
,
9
7
6
万

円
で

前
年

度
当

初
予

算
に

比
べ

、
1
2
億

4
,
7
3
9
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
　

そ
の

内
容

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

1
0
0
.
0

6
0
,
9
0
4
,
8
2
3

1
1
3
.
1

×
1
00

-
 
6
 
-
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令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

（
単

位
：

千
円

，
％

）

１
.

２
.

３
.

４
.

５
.

６
.

７
.

８
.

９
.

1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
3
.

　　
((
22
))
  
歳歳
出出
予予
算算

　
　
　
 
歳

出
予
算
の
目
的
別
分
類
は
、
次
の
と
お
り

で
す

。

（
単

位
：

千
円

，
％

）

１
.

２
.

３
.

４
.

５
.

６
.

７
.

８
.

９
.

1
0
.

1
1
.

1
2
,
0
4
4
,
2
0
0

7
.
4

△
 
2
0
6
,
0
0
0

(
Ａ
)
 
－
 
(
Ｂ
)

7
9
.
6

9
8
.
3

1
3
6
.
0

△
 
1
4
,
4
1
0
,
0
0
0

△
 
8
,
2
6
2
,
6
0
0

2
,
9
9
3
,
9
2
6

当
初
予
算
(
Ｂ
)

6
.
5

1
5
.
7

6
.
8

3
3
6
,
3
0
6
,
8
8
0

1
4
0
,
7
8
5
,
4
6
4

2
5
1
,
4
1
5
,
4
8
0

4
,
2
9
2
,
6
3
9

1
1
.
5

6
.
0

3
4
4
,
3
0
2
,
5
3
4

7
,
9
9
5
,
6
5
4

0
.
2

3
.
3

6
0
,
7
2
0
,
7
1
7

2
.
8

1
4
9
,
1
4
0
,
5
8
0

9
.
0

2
.
7

1
3
.
2

0
.
2

3
,
7
3
7
,
2
2
3

5
9
,
0
1
2
,
2
6
7

構
成
比

0
.
1

構
成
比

2
4
4
,
1
5
0
,
3
4
6

当
初
予
算
(
Ａ
)

1
5
.
8

0
.
7

1
5
,
6
3
7
,
5
3
8

9
4
.
4

5
8
,
0
3
7
,
1
0
4

1
3
9
,
0
8
9
,
0
9
8

1
0
2
.
4

6
.
6

△
 
8
7
0
,
2
7
4

1
1
.
5

8
6
.
9

1
0
1
.
7

1
0
9
.
6

1
1
4
.
9

1
0
5
.
9

△
 
7
,
0
3
0
,
3
3
4

8
,
3
5
5
,
1
1
6

9
4
.
9

(
Ａ
)

令令
和和
７７
年年
度度
県県
債債
当当
初初
予予
算算
内内
訳訳

令令
和和
７７
年年
度度
一一
般般
会会
計計
歳歳
出出
予予
算算

令
和
７
年
度

1
0
3
.
0

1
1
9
.
8

(
Ｂ
)

(
Ａ
)
 
－
 
(
Ｂ
)

比
　
　
　
較

警
察

費

商
工

費

農
林

水
産

業
費

生
活

労
働

費

環
境

費

2
8
1
,
7
0
8
,
6
2
1

1
9
0
,
6
3
4
,
7
9
4

△
 
3
6
,
8
4
1
,
9
8
5

(
Ｂ
)

9
7
5
,
1
6
3

5
5
5
,
4
1
6

1
8
,
3
0
7
,
2
8
1

1
2
,
0
1
5
,
2
2
8

2
3
7
,
1
5
8

7
,
2
6
5
,
1
3
4

1
0
7
.
9

県
土

整
備

費

保
健

費

総
務

費

議
会

費

2
4
4
,
8
6
6
,
6
3
6

1
3
2
,
0
5
8
,
7
6
4

2
6
9
.
9

1
3
.
5

2
.
4

4
5
.
6

8
.
4

3
,
5
3
0
,
1
0
0

7
4
,
9
1
3
,
6
0
0

3
,
6
9
2
,
8
0
0

9
6
.
8

9
5
.
6

△
 
1
6
2
,
7
0
0

9
,
4
6
7
,
5
0
0

2
1
,
5
9
1
,
6
0
0

3
,
4
1
2
,
9
0
0

5
.
8

7
,
6
4
4
,
5
0
0

3
.
3

1
3
,
5
0
2
,
2
0
0

5
,
0
0
4
,
6
0
0

2
,
9
3
4
,
8
0
0

7
2
7
,
2
0
0

7
,
1
8
3
,
4
0
0

1
0
.
7

0
.
5

(
Ａ
)

4
6
.
2

4
0
,
8
0
0

1
.
8

4
6
1
,
1
0
0

4
,
0
7
4
,
3
0
0

2
0
7
,
2
0
0

4
.
4

6
9
,
3
0
0

5
2
0
,
0
0
0

9
3
.
8

9
3
0
,
3
0
0

0
.
1

△
 
6
8
0
,
4
0
0

8
.
3

0
.
3

0
.
6

△
 
4
,
6
7
2
,
3
0
0

8
3
2
,
4
0
0

3
,
0
1
4
,
6
0
0

災
害

復
旧

債

2
0
,
9
1
1
,
2
0
0

調
整

債
1
1
,
8
3
8
,
2
0
0

　
前
年
度
と
比
較
し
て
増
加
額
の
大
き
な
も
の
は
、

保
健

債
で

、
4
0
億

7
,
4
3
0
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
保
健
環
境
研
究
所
整
備
事
業
債
の
増
に
よ
る
も

の
で

す
。

　
一
方
、
減
少
額
の
大
き
な
も
の
は
、
臨
時
財
政
対

策
債

で
、

1
4
4
億

1
,
0
0
0
万

円
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

令
和
６
年
度
か
ら
令
和
８
年
度
ま
で
の
間
、
財
源
不

足
に

対
処

す
る

た
め

、
地

方
財

政
法

第
５

条
の

特
例

と
し

て
発

行
が
認
め
ら
れ
る
も
の
で
、
地
方
税
の
増
に
よ
る
も

の
で

す
。

1
0
6
.
4

5
3
8
.
0

1
3
9
.
8

1
2
8
.
4

1
2
2
.
3

7
.
7

1
6
2
,
2
2
5
,
2
0
0

比
　
　
　
較

令
和
６
年
度

2
.
7

3
,
2
3
1
,
0
8
4

9
.
6

9
4
.
9

0
.
0

臨
時

財
政

対
策

債

災
害

復
旧

費
1
4
,
7
6
7
,
2
6
4

7
2
,
7
3
5
,
9
4
5

0
.
1

1
5
3
,
9
6
2
,
6
0
0

2
0
8
,
9
4
2
,
0
7
5

1
1
.
2

0
.
7

1
0
0
.
0

区
　
　
　
分

総
務

債

0
.
1

1
6
,
5
1
6
,
8
0
0

5
.
0

合
　
　
　
計

0
.
0

3
,
7
6
7
,
2
0
0

7
0
,
2
4
1
,
3
0
0

教
育

債

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

当
初
予
算
(
Ａ
)

構
成
比

当
初
予
算
(
Ｂ
)

構
成
比

転
貸

債
7
9
1
,
0
0
0

款
　
　
　
別

保
健

債

環
境

債

生
活

労
働

債

農
林

水
産

業
債

商
工

債

教
育

費

△
 
2
0
3
,
0
0
0

9
9
4
,
0
0
0

0
.
6

0
.
5

1
4
,
4
1
0
,
0
0
0

1
0
0
.
0

8
.
9

　
な
お
、
県
債
の
目
的
別
内
訳
は
、
次
の
と
お
り
で

す
。

県
土

整
備

債

警
察

債

2
.
3

1
3
.
3

1
1
0
,
1
0
0

2
.
3

1
2
,
8
8
0
,
4
0
0 0

×
1
00

×
1
00

-
 
7
 
-
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

1
2
.

(
)

(
)

(
)

1
4
.

(
)

(
)

(
)

○
総
　
務
　
費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

４
.

５
.

６
.

８
.

９
.

2
,
1
3
2
,
4
8
5

1
0
,
4
9
1
,
7
3
8

1
5
,
4
5
0
,
5
1
8

３
.

3
2
4
,
0
5
7

2
8
7
,
9
8
7

3
,
5
9
7
,
7
6
9

3
9
5
,
1
6
9

1
,
0
4
4
,
2
0
4

2
2
.
2

1
6
,
0
5
7
,
7
8
5

賦
課
徴
収
費

税
務
総
務
費

1
,
9
7
5
,
5
2
5

4
1
0
,
8
8
8
,
0
3
0

1
,
7
5
8
,
5
7
5
,
7
4
5

0
.
0

1
0
0
.
0

0
.
5

0
.
4

5
.
5

1
.
9

6
0
,
7
2
0
,
7
1
7

3
4
2
,
8
1
9

2
4
5
,
7
3
8

8
1
0
,
7
6
1

1
,
3
0
4
,
0
9
8

4
,
1
2
3
,
7
0
7

情
報
化
推
進
費

監
査

委
員

費

1
3
,
2
8
5
,
7
1
6

徴
税

費

市
町

村
振

興
費

3
2
,
6
6
7
,
7
0
8

総
務

管
理

費

企
画

費

事
務
局
費

1
6
,
1
8
1
,
0
9
5

1
,
9
0
3
,
9
4
0

防
災

費

2
5
2
,
7
9
9
,
7
7
5

2
.
6

合
　
　

　
計

3
,
9
9
5
,
8
0
6

3
4
7
,
4
6
0

7
2
,
7
3
5
,
9
4
5

2
9
8
,
0
4
0

７
.

人
事

委
員

会
費

２
.

　
前
年
度
に
比
較
し
て
増
加
し
た
主
な
も
の
は
、
諸

支
出

金
3
9
1
億

2
,
9
6
4
万

円
、

生
活

労
働

費
1
8
3
億

7
2
8
万

円
で

あ
り

、
減
少
し
た
主
な
も
の
は
、
商
工
費
3
6
8
億
4
,
1
9
9
万

円
、

県
土

整
備

費
7
0
億

3
,
0
3
3
万

円
で

す
。

構
成
比

1
9
.
3

総総
　　
務務
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

3
9
,
1
2
9
,
6
3
5

7
,
0
8
5
,
6
8
7

1
0
2
.
3

5
,
6
2
8
,
7
9
6

1
1
.
6

1
1
.
6

2
4
7
,
1
7
0
,
9
7
9

2
0
.
6

5
5
,
7
2
1
,
9
8
8

予
備

費

諸
支

出
金

1
0
2
.
6

0

1
0
9
.
5

歳
 
出

 
合
 
計

3
7
,
4
0
3
,
0
5
5

1
0
0
.
0

事
務
局
費

委
託
統
計
費

区
　
　
　
分

2
3
,
6
7
8
,
0
4
0

2
,
1
8
7
,
7
8
2
,
7
0
8

(
Ａ
)
の
う
ち
主
な
も
の

1
,
7
8
2
,
2
5
3
,
7
8
5

　
こ
の
経
費
は
、
県
の
全
般
的
な
管
理
事
務
、
地
域

振
興

及
び

県
税

の
賦

課
徴

収
に

要
す

る
経

費
の

ほ
か

、
市

町
村

の
振
興
や
防
災
対
策
等
に
要
す
る
経
費
で
す
。
予
算

の
内

容
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

1
0
0
.
0

構
成
比

9
8
9
,
8
2
4

1
8
.
3

1
3
,
4
7
6
,
9
7
9

国
際
政
策
推
進
費

自
治
振
興
費

1
,
4
6
4
,
6
0
4

統
計
調
査
総
務
費

防
災
総
務
費

1
1
,
4
8
0
,
9
5
6

4
,
7
0
0
,
1
3
9

3
.
3

2
6
.
4

2
2
.
2

企
画
総
務
費

3
,
0
5
0
,
0
3
6

1
0
8
,
9
3
6

1
0
0
.
0

　
減
少
の
主
な
も
の
と
し
て
は
、
商
工
費
は
中
小
企

業
振

興
資

金
融

資
費

の
減

、
県

土
整

備
費

は
水

道
施

設
耐

震
化

等
促
進
費
の
減
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

１
.

2
0
0
,
0
0
0

0
.
0

4
4
.
9

（
注
）
上
段
（
　
）
書
は
地
方
消
費
税
清
算
金
及
び

地
方

消
費

税
交

付
金

を
除

く
場

合
で

あ
る

。

諸
費

人
事
管
理
費

一
般
管
理
費

6
,
2
0
4
,
3
4
9

1
3
.

2
0
0
,
0
0
0

4
4
,
4
8
8
,
7
4
2

当
初
予
算
(
Ａ
)

　
こ
の
表
に
示
す
と
お
り
、
構
成
比
に
お
い
て
は
、

諸
支

出
金

が
2
0
.
6
％

で
最

も
大

き
く

、
以

下
教

育
費

1
5
.
7
％

、
公

債
費
1
1
.
6
％
、
保
健
費
1
1
.
5
％
、
商
工
費
1
1
.
2
％
、

生
活

労
働

費
9
.
6
％

の
順

に
な

っ
て

い
ま

す
。

2
,
1
3
2
,
0
6
0
,
7
2
0 1
0
0
.
0

0
.
6

0
.
4

1
.
3

2
.
1

公
債

費

1
1
1
,
9
6
7

統
計

調
査

費

1
,
3
7
6
,
9
4
8

4
5
0
,
0
1
7
,
6
6
5

当
初
予
算
(
Ｂ
)

0
.
2

4
3
.
5

選
挙

費
2
,
6
7
9
,
2
3
2

3
.
7

選
挙
管
理
委
員
会
費

　
増
加
の
主
な
も
の
と
し
て
は
、
諸
支
出
金
は
地
方

消
費

税
清

算
金

の
増

、
生

活
労

働
費

は
保

育
給

付
費

負
担

金
の

増
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

令
和
７
年
度

令
和
６
年
度

地
域
振
興
費

2
6
,
3
9
5
,
0
4
5

-
 
8
 
-
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令

和
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年
９

月
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火
曜

日
第
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号

○
保

 
 
健

 
 
費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

○
環

　
境

　
費

結
核

感
染

症
対

策
費

食
品

衛
生

指
導

費

4
.
0

6
.
4

2
3
3
,
7
0
5

高
齢

施
設

費
6
,
0
6
8
,
1
3
5

9
,
0
0
2
,
1
6
0

高
齢

在
宅

費

環環
　　
境境
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

構
成

比

（
単

位
：

千
円

，
％

）

令
和

６
年

度
(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

当
初

予
算

(
Ｂ

)
区
　
　

　
分

4
,
2
9
2
,
6
3
9

1
0
0
.
0

3
,
7
3
7
,
2
2
3

1
0
0
.
0

１
.
環

境
費

令
和

７
年

度

当
初

予
算

(
Ａ

)

1
0
0
.
0

構
成

比

保保
　　
健健
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

区
　
　

　
分

当
初

予
算

(
Ａ

)
構

成
比

(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

令
和

６
年

度

当
初

予
算

(
Ｂ

)

令
和

７
年

度

構
成

比

4
,
7
4
7
,
6
3
1

保
健

総
務

費
6
,
8
2
3
,
0
0
5

3
.
1

7
,
7
1
8
,
6
9
5

保
健

環
境

研
究

所
費

保
健

栄
養

費
4
.
0

２
.
健

康
対

策
費

5
,
4
4
7
,
3
0
3

8
6
7
,
5
3
7

2
,
5
1
2
,
4
9
1

健
康

対
策

総
務

費

難
病

等
対

策
費

１
.

9
,
5
4
3
,
2
7
7

3
.
8

9
,
6
5
9
,
3
2
0

３
.

1
,
6
5
2
,
4
6
9

保
健

企
画

費
1
2
,
1
5
8
,
5
6
2

4
.
8

7
3
8
,
5
3
9

1
9
9
,
7
0
8
,
3
4
7

保
健

師
等

指
導

管
理

費

国
民

健
康

保
険

連
絡

調
整

費

医
務

費

介
護

費

4
7
,
7
0
6
,
7
0
5

6
5
,
8
6
2
,
4
8
5

医
薬

総
務

費

医
療

介
護

総
務

費

生
活

衛
生

総
務

費

5
2
3
,
5
5
3

医
療

介
護

費

4
3
4
,
8
9
4

8
8
,
3
2
1
,
6
4
2

４
.
医

薬
費

1
3
,
8
9
6
,
0
9
4

8
1
.
8

1
,
4
3
5
,
6
0
2

1
6
,
1
0
6
,
6
3
0

1
0
,
0
6
3
,
7
1
0

2
0
1
,
8
9
0
,
8
3
2

６
.

５
.

生
活

衛
生

費

環
境

総
務

費
1
,
9
0
0
,
5
2
7

廃
棄

物
対

策
費

1
,
0
9
2
,
7
5
7

環
境

保
全

費
8
0
3
,
7
8
1

3
.
7

2
4
4
,
1
5
0
,
3
4
6

3
,
6
7
5
,
1
8
7

1
0
0
.
0

高
齢

者
支

援
費

　
こ

の
経

費
は

、
県

民
の

健
康

の
保

持
増

進
を

図
る

た
め

の
経

費
で

、
主

な
経

費
は

、
医

療
及

び
介

護
保

険
制

度
の

施
行

に
要

す
る

経
費

を
は

じ
め

、
医

療
確

保
対

策
、

精
神

保
健

対
策

等
に

要
す

る
経

費
で

す
。

予
算

の
内

容
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

　
こ

の
経

費
は

、
環

境
保

全
等

を
図

る
た

め
の

経
費

で
、

循
環

型
社

会
の

形
成

、
公

害
対

策
、

廃
棄

物
対

策
等

に
要

す
る

経
費

で
す

。
予

算
の

内
容

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

2
,
1
3
5
,
7
6
8

1
5
,
9
2
6
,
0
5
6

合
　
　

　
計

2
5
1
,
4
1
5
,
4
8
0

0
.
9

6
.
5

0
.
7

8
0
.
3

-
 
9
 
-
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９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

○
生

活
労

働
費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

６
.
社

会
福

祉
費

７
.
労

働
企

画
費

９
.
失

業
対

策
費

1
0
.
労

働
委

員
会

費

○
農

林
水

産
業

費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

1
0
,
1
3
0
,
6
7
8

1
7
.
2

構
成

比
構

成
比

1
,
9
6
1
,
7
4
2

7
,
0
6
0
,
2
3
6

県
民

生
活

対
策

費

(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

生生
　　
活活
　　
労労
　　
働働
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

区
　

　
　

分
令

和
７

年
度

令
和

６
年

度

県
民

生
活

総
務

費
１

.
3
.
7

県
民

生
活

費
6
,
9
3
0
,
3
9
1

当
初

予
算

(
Ｂ

)
当

初
予

算
(
Ａ

)

7
6
,
9
2
4
,
5
6
1

3
6
.
8

6
7
,
3
3
4
,
4
4
6

3
.
3

災
害

救
助

費
9
3
6
,
1
5
2

4
,
9
6
8
,
6
4
9

1
4
,
0
7
2
,
3
5
2

児
童

福
祉

施
設

費
5
,
8
8
7
,
7
9
8

児
童

措
置

費
5
5
,
7
9
7
,
7
8
3

４
.
障

が
い

者
福

祉
費

6
5
,
2
0
1
,
1
9
6

3
1
.
2

6
0
,
1
0
0
,
8
3
2

児
童

家
庭

総
務

費

障
が

い
措

置
費

3
5
.
3

３
.
児

童
家

庭
費

障
が

い
総

務
費

1
,
7
8
4
,
2
4
8

3
6
8
,
2
4
7

0
.
2

5
0
,
7
0
9
,
7
4
2

障
が

い
在

宅
費

1
1
,
9
8
3
,
1
5
9

3
1
.
5

1
7
.
1

職
業

訓
練

費

2
2
9
,
5
6
6

0
.
1

2
2
5
,
2
6
1

0
.
1

1
,
4
8
9
,
3
3
2

0
.
7

事
務

局
費

1
0
0
.
0

1
6
3
,
3
0
7

合
　

　
　

計
2
0
8
,
9
4
2
,
0
7
5

1
0
0
.
0

1
9
0
,
6
3
4
,
7
9
4

1
1
,
7
2
9
,
2
5
7

農農
　　
林林
　　
水水
　　
産産
　　
業業
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

令
和

６
年

度
(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

区
　

　
　

分
令

和
７

年
度

当
初

予
算

(
Ａ

)
構

成
比

構
成

比

4
,
4
7
8
,
4
6
0

園
芸

振
興

費
3
,
0
2
6
,
2
2
6

9
,
8
3
8
,
2
5
8

農
林

水
産

業
総

務
費

5
,
3
0
2
,
1
8
3

4
,
5
0
8
,
4
8
5

2
,
8
3
6
,
6
7
8

２
.
農

業
費

1
2
,
3
4
0
,
0
6
4

2
0
.
9

農
業

総
務

費

農
山

漁
村

振
興

費
１

.
農

林
水
産
業
企
画
費

水
田

農
業

振
興

費

５
.
生

活
保

護
費

3
3
,
0
3
9
,
8
6
6

1
5
.
8

生
活

保
護

総
務

費
2
,
9
0
2
,
8
4
4

扶
助

費
3
0
,
1
3
7
,
0
2
2

3
2
,
5
2
5
,
5
1
5

1
2
,
5
3
3
,
1
5
4

6
.
0

子
ど

も
等

医
療

対
策

費
1
1
,
4
3
6
,
9
1
9

6
.
1

1
.
0

1
1
,
6
3
6
,
4
0
8

労
働

総
務

費
1
,
8
7
8
,
3
9
7

1
,
0
1
7
,
3
3
4

4
,
8
0
6
,
4
0
7

８
.
職

業
訓

練
費

6
,
2
5
1
,
9
8
7

3
.
0

4
,
3
3
1
,
5
2
4

2
.
3

職
業

訓
練

総
務

費
1
,
4
4
5
,
5
8
0

当
初

予
算

(
Ｂ

)

雇
用

促
進

費
3
5
7
,
3
6
9

3
5
7
,
3
6
9

0
.
2

　
こ

の
経

費
は

、
生

活
保

護
を

は
じ

め
、

障
が

い
福

祉
、

児
童

福
祉

及
び

県
民

生
活

対
策

に
要

す
る

経
費

の
ほ

か
、

労
働

力
需

給
の

安
定

確
保

や
職

業
訓

練
等

に
要

す
る

経
費

で
す

。
予

算
の

内
容

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

　
こ

の
経

費
は

、
農

業
、

林
業

、
水

産
業

の
振

興
対

策
及

び
指

導
育

成
等

に
要

す
る

経
費

で
す

。
主

な
経

費
は

、
農

業
関

係
で

は
、

農
業

振
興

、
農

業
改

良
普

及
、

畜
産

振
興

及
び

土
地

改
良

等
に

要
す

る
経

費
、

林
業

関
係

で
は

、
森

林
整

備
や

治
山

事
業

に
要

す
る

経
費

、
水

産
業

関
係

で
は

、
水

産
業

振
興

や
漁

港
建

設
に

要
す

る
経

費
で

す
。

予
算

の
内

容
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

1
6
.
9

2
0
.
2

福
祉

総
務

費
5
,
0
4
8
,
5
0
1

２
.
福

祉
企

画
費

5
,
9
8
4
,
6
5
3

2
.
9

5
,
1
7
3
,
9
2
8

2
.
7

-
 
1
0
 
-
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令
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７
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９
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火
曜

日
第
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号

３
.
畜

産
業

費

４
.
農

地
費

○
商

　
工

　
費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

３
.
観

光
費

○
県

土
整

備
費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

9
6
.
1

商
業

総
務

費

商
業

振
興

費

2
8
1
,
7
0
8
,
6
2
1

令
和

６
年

度

1
,
9
0
3
,
9
9
0

2
,
4
4
6
,
4
6
9

4
.
1

1
.
6

2
3
3
,
6
4
0
,
1
8
5

1
4
,
2
5
7
,
1
7
6

3
.
0

1
3
,
6
5
5
,
8
6
9

合
　

　
　

計

2
7
0
,
7
7
6
,
6
0
8

7
,
0
6
9
,
6
3
7

3
,
9
0
1
,
3
2
6

構
成

比

9
5
.
4

5
9
,
9
2
6
,
0
5
6

4
,
1
4
0
,
9
5
3

１
.

２
.
道

路
橋

り
ょ

う
費

６
.
水

産
業

費
6
,
5
0
3
,
2
3
2

1
1
.
0

県
土

整
備

企
画

費

商
業

費

工
鉱

業
費

１
.

2
4
4
,
8
6
6
,
6
3
6

3
,
8
6
2
,
3
7
6

1
0
0
.
0

区
　

　
　

分
令

和
７

年
度

4
,
2
4
1
,
8
9
6

4
,
4
0
3
,
1
0
7

2
3
.
5

５
.
林

業
費

1
2
,
9
3
2
,
4
5
9

2
1
.
9

2
,
8
0
0
,
3
4
6

治
山

費

森
林

環
境

費
3
,
2
5
5
,
7
4
4

林
業

総
務

費
1
,
4
5
1
,
3
3
2

森
林

整
備

費

6
,
6
5
2
,
5
5
4

水
産

業
総

務
費

1
,
0
4
2
,
3
7
1

水
産

業
振

興
費

3
,
8
3
9
,
9
2
4

漁
港

建
設

費
8
3
7
,
7
8
9

合
　

　
　

計
5
9
,
0
1
2
,
2
6
7

5
8
,
0
3
7
,
1
0
4

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

区
　

　
　

分
令

和
７

年
度

令
和

６
年

度
(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

当
初

予
算

(
Ａ

)
構

成
比

当
初

予
算

(
Ｂ

)

2
4
.
6

1
1
.
5

2
4
.
9

1
2
,
9
5
7
,
3
0
3

1
4
,
6
5
9
,
3
6
5

畜
産

振
興

費
1
,
5
8
6
,
0
3
2

農
村

整
備

費

　
こ

の
経

費
は

、
商

業
、

鉱
工

業
及

び
観

光
の

振
興

を
図

る
た

め
の

経
費

で
、

主
な

経
費

は
、

中
小

企
業

者
へ

の
資

金
融

資
、

小
規

模
事

業
者

の
経

営
指

導
、

先
端

成
長

産
業

の
育

成
・

集
積

等
に

要
す

る
経

費
で

す
。

予
算

の
内

容
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

商商
　　
工工
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容3
.
3

2
2
8
,
1
8
9
,
1
1
4

5
,
2
5
7
,
3
5
1

観
光

費

3
.
0

1
,
9
3
6
,
5
2
8

3
,
9
0
1
,
3
2
6

　
こ

の
経

費
は

、
生

活
環

境
関

連
社

会
資

本
の

整
備

拡
充

及
び

県
土

保
全

を
図

る
た

め
の

経
費

で
、

主
な

経
費

は
、

道
路

新
設

改
良

を
は

じ
め

、
橋

り
ょ

う
新

設
改

良
、

道
路

維
持

、
河

川
改

良
、

港
湾

建
設

、
街

路
事

業
、

公
園

整
備

、
公

営
住

宅
の

建
設

及
び

水
資

源
対

策
等

に
要

す
る

経
費

で
す

。
予

算
の

内
容

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

県県
　　
土土
　　
整整
　　
備備
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

２
.

3
.
2

構
成

比

工
鉱

業
総

務
費

工
鉱

業
振

興
費

企
業

立
地

対
策

費

7
,
3
2
5
,
1
2
5

当
初

予
算

(
Ａ

)
構

成
比

当
初

予
算

(
Ｂ

)

1
,
9
9
2
,
0
0
4

2
,
4
8
9
,
8
7
8

2
.
5

1
.
4

1
0
0
.
0

県
土

整
備

総
務

費

(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

道
路

橋
り

ょ
う

総
務

費
5
,
0
4
4
,
2
7
0

4
3
.
1

6
0
,
9
5
7
,
7
4
5

4
6
.
2

2
,
5
6
1
,
0
2
3

建
築

総
務

費
1
,
3
0
5
,
2
0
9

橋
り

ょ
う

維
持

費
5
,
5
5
8
,
6
0
4

橋
り

ょ
う

新
設

改
良

費
1
,
3
6
5
,
8
3
7

道
路

維
持

費

道
路

新
設

改
良

費
4
2
,
0
6
7
,
4
7
1

6
,
9
2
1
,
5
6
3

-
 
1
1
 
-



50
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

４
.
港

湾
費

６
.
住

宅
費

○
警

　
察

　
費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

○
教

　
育

　
費

　
こ

の
経

費
は

、
小

学
校

、
中

学
校

、
高

等
学

校
、

特
別

支
援

学
校

、
大

学
等

の
学

校
教

育
を

は
じ

め
、

社
会

教
育

を
含

め
た

広
範

な
教

育
振

興
を

図
る

た
め

の
経

費
で

す
。

主
な

経
費

の
内

容
は

、
小

・
中

学
校

、
高

等
学

校
等

の
教

職
員

の
人

件
費

が
大

半
を

占
め

て
い

ま
す

。
ま

た
、

教
育

内
容

充
実

の
た

め
の

教
育

施
設

の
整

備
費

、
私

学
教

育
の

振
興

を
図

る
た

め
の

補
助

金
、

放
課

後
対

策
を

進
め

る
た

め
の

補
助

金
等

が
含

ま
れ

て
い

ま
す

。
予

算
の

内
容

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

費

1
3
9
,
0
8
9
,
0
9
8

1
4
0
,
7
8
5
,
4
6
4

3
,
3
3
6
,
4
3
8

1
3
7
,
4
4
9
,
0
2
6

１
.
警

察
管

理
費

1
4
5
,
5
1
4
,
5
1
2

9
7
.
6

2
8
.
0

9
7
.
6

３
.
河

川
海

岸
費

3
7
,
0
3
8
,
6
9
8

3
.
3

2
,
1
6
5
,
3
3
4

港
湾

建
設

費

3
1
7
,
4
0
7

0
.
2

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

費

4
,
5
4
0
,
7
6
1

1
7
,
6
3
7
,
4
7
9

５
.
都

市
計

画
費

1
6
,
6
4
5
,
8
4
6

1
2
.
6

街
路

事
業

費

流
域

下
水

道
事

業
費

水
道

整
備

費
3
9
,
7
0
7

5
,
5
5
7
,
1
4
5

2
7
7
,
7
0
0

都
市

計
画

総
務

費
2
,
7
1
9
,
1
9
3

７
.

(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

当
初

予
算

(
Ｂ

)
構

成
比

区
　

　
　

分
令

和
７

年
度

当
初

予
算

(
Ａ

)
構

成
比

令
和

６
年

度

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

4
.
4

住
宅

建
設

費
5
,
8
8
3
,
6
4
1

4
.
5

6
,
1
9
3
,
2
3
8

0
.
8

4
.
0

水
資

源
開

発
促

進
費

3
,
5
7
8
,
6
6
8

2
,
5
5
1
,
4
2
1

1
.
9

1
,
1
9
9
,
9
8
8

4
,
4
2
2
,
1
1
0

3
.
4

1
2
.
7

公
園

費
3
,
8
0
8
,
1
6
8

7
,
3
0
1
,
8
6
3

河
川

総
務

費
4
,
8
2
1
,
5
1
0

2
8
.
7

3
9
,
8
8
3
,
4
4
5

河
川

改
良

費
2
4
,
1
0
1
,
9
1
9

砂
防

費
7
,
2
9
5
,
5
0
9

海
岸

保
全

費
7
7
9
,
3
8
2

装
備

費
2
,
4
9
6
,
1
3
1

2
,
5
5
1
,
4
2
1

　
こ

の
経

費
は

、
県

民
生

活
の

安
全

を
守

り
、

公
共

の
秩

序
を

維
持

す
る

た
め

に
要

す
る

経
費

で
、

主
な

経
費

は
、

道
路

交
通

安
全

施
設

の
整

備
及

び
警

察
行

政
等

に
要

す
る

経
費

で
す

。
予

算
の

内
容

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

警警
　　
察察
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

８
.
水

資
源

対
策

費
5
,
5
6
7
,
1
7
8

合
　

　
　

計
1
3
2
,
0
5
8
,
7
6
4

２
.
警

察
活

動
費

3
,
6
2
6
,
0
6
8

2
.
4

警
察

本
部

費
1
2
2
,
3
1
8
,
7
0
5

運
転

免
許

費
2
,
3
8
9
,
4
4
6

警
察

施
設

費
1
8
,
2
4
8
,
9
8
9

2
.
4

一
般

警
察

活
動

費
1
,
7
0
9
,
7
0
0

交
通

指
導

取
締

費
8
5
7
,
3
3
0

合
　

　
　

計
1
4
9
,
1
4
0
,
5
8
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

刑
事

警
察

費
1
,
0
5
9
,
0
3
8

-
 
1
2
 
-
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（
単

位
：

千
円

，
％

）

２
.
小

学
校

費

３
.
中

学
校

費

９
.
私

立
学

校
費

1
0
.
青

少
年

費

○
災

害
復

旧
費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

３
.
庁

舎
等

災
害

復
旧

費
－

－
6
8
,
9
7
3

0
.
4

令
和

７
年

度

教教
　　
育育
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

4
1
,
3
3
9
,
3
1
2

構
成

比
当

初
予

算
(
Ｂ

)
区

　
　

　
分

令
和

６
年

度
(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

構
成

比

１
.
教

育
総

務
費

4
1
,
1
5
2
,
8
7
2

1
1
.
9

教
職

員
人

事
費

1
2
.
3

事
務

局
費

当
初

予
算

(
Ａ

)

教
育

振
興

費

当
初

予
算

(
Ａ

)
構

成
比

当
初

予
算

(
Ｂ

)

3
,
4
0
5
,
2
3
2

教
育

セ
ン

タ
ー

費
2
4
4
,
4
2
6

1
1
,
6
3
0
,
3
3
1

私
立

学
校

振
興

対
策

費
5
9
,
7
0
8
,
4
3
8

3
3
6
,
3
0
6
,
8
8
0

2
4
.
1

教
職

員
費

8
4
,
5
7
8
,
9
4
1

4
7
,
2
4
5
,
3
0
8

8
1
,
0
6
0
,
0
5
1

8
4
,
5
7
8
,
9
4
1

2
4
.
6

4
8
,
9
7
4
,
4
3
1

1
4
.
2

1
4
.
1

2
,
4
5
4
,
8
7
8

　
こ

の
経

費
は

、
耕

地
及

び
土

木
施

設
等

の
災

害
復

旧
に

要
す

る
経

費
で

す
。

予
算

の
内

容
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

災災
　　
害害
　　
復復
　　
旧旧
　　
費費
　　
のの
　　
内内
　　
容容

４
.
高

等
学

校
費

6
8
,
4
6
2
,
5
1
1

1
9
.
9

2
0
.
2

8
.
6

高
等

学
校

総
務

費

教
職

員
費

4
8
,
9
3
6
,
0
9
8

学
校

建
設

費
1
3
,
5
2
8
,
8
2
1

全
日

制
高

等
学

校
管

理
費

4
,
3
0
9
,
8
7
1

4
9
,
7
7
3
,
9
7
6

6
8
,
0
0
1
,
1
7
9

青
少

年
育

成
費

６
.
社

会
教

育
費

特
別

支
援

学
校

費
1
9
,
4
0
3
,
1
8
5

特
別

支
援

学
校

建
設

費
5
,
8
5
0
,
5
4
0

6
8
2
,
5
9
8

５
.
特

別
支

援
学

校
費

2
7
,
7
5
3
,
2
3
7

8
.
1

4
,
0
0
3
,
5
1
7

2
8
,
8
3
7
,
1
3
1

図
書

館
費

社
会

教
育

総
務

費

1
.
2

4
,
6
6
0
,
9
1
3

1
.
4

社
会

教
育

施
設

費

9
2
2
,
3
0
4

1
,
1
4
0
,
0
2
2

８
.
大

学
費

2
,
8
3
5
,
9
9
0

2
,
0
0
7
,
6
2
1

歯
科

大
学

費
5
,
1
9
5
,
9
8
3

体
育

振
興

費

3
6
9
,
2
4
6

1
,
5
1
3
,
6
7
6

2
9
5
,
7
4
8

1
7
.
1

1
.
5

6
5
6
,
7
9
4

6
3
8
,
6
6
7

5
9
,
7
1
6
,
5
3
0

1
7
.
3

5
7
,
4
9
2
,
6
6
1

0
.
8

0
.
8

2
,
3
8
5
,
4
8
6

女
子

大
学

費

県
立

大
学

費

5
,
9
3
2
,
8
6
0

1
.
7

3
6
9
,
2
4
6

0
.
1

1
0
0
.
0

3
4
4
,
3
0
2
,
5
3
4

1
0
0
.
0

0
.
1

合
　

　
　

計

耕
地

災
害

復
旧

費
6
,
9
4
6
,
5
4
6

構
成

比

１
.
農

林
水

産
施

設
災

害
復

旧
費

区
　

　
　

分
令

和
７

年
度

令
和

６
年

度
(
Ａ

)
の

う
ち

主
な

も
の

2
7
5
,
1
3
6

７
.
保

健
体

育
費

福
利

厚
生

費

2
,
7
0
0
,
9
9
3

保
健

体
育

総
務

費

体
育

施
設

費

合
　

　
　

計

1
4
,
7
6
7
,
2
6
4

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

8
,
7
7
4
,
0
4
1

5
9
.
4

4
0
.
4

6
,
3
1
6
,
3
9
4

河
川

等
災

害
復

旧
費

1
5
,
6
3
7
,
5
3
8

2
5
,
5
4
1
,
6
9
7

5
,
4
3
0
,
1
7
1

２
.
土

木
施

設
災

害
復

旧
費

5
,
9
9
3
,
2
2
3

4
0
.
6

9
,
2
5
2
,
1
7
1

5
9
.
2

-
 
1
3
 
-
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○
そ

の
他

の
経

費
　

(
1
)
 
議

 
会

 
費

　
こ

の
経

費
は

、
県

議
会

の
議

会
活

動
に

必
要

な
経

費
で

す
。

　
(
2
)
 
公

 
債

 
費

　
(
3
)
 
諸

支
出

金

　
(
4
)
 
予

 
備

 
費

　
こ

の
経

費
は

、
予

算
外

の
支

出
又

は
予

算
超

過
に

充
て

る
た

め
の

経
費

で
す

。

以
上

が
目

的
別

の
経

費
の

内
訳

で
す

が
、

こ
れ

を
経

費
の

性
質

別
に

分
類

す
る

と
次

の
と

お
り

で
す

。

（
単

位
：

千
円

，
％

）

１
.

２
.

３
.

４
.

５
.

６
.

７
.

８
.

９
.

1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
0
2
.
6

合
　

　
　

計
2
,
1
8
7
,
7
8
2
,
7
0
8

1
0
0
.
0

2
,
1
3
2
,
0
6
0
,
7
2
0

1
0
0
.
0

5
5
,
7
2
1
,
9
8
8

　
主

な
区

分
の

前
年

度
当

初
予

算
と

の
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。
 
 
補

助
費

等
は

、
県

税
等

の
増

収
に

伴
う

市
町

村
に

対
す

る
交

付
金

の
増

等
に

よ
り

7
2
6
億

5
,
6
5
6
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
　

普
通

建
設

事
業

費
は

、
補

助
公

共
事

業
費

、
直

轄
事

業
負

担
金

で
6
8
億

6
7
万

円
の

減
、

県
単

独
公

共
事

業
費

で
7
8
億

8
,
8
5
0
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
　

公
債

費
は

、
県

債
元

金
償

還
金

の
増

に
よ

り
、

5
4
億

7
,
8
8
9
万

円
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。

9
8
.
9

予
備

費
2
0
0
,
0
0
0

0
.
0

2
0
0
,
0
0
0

0
.
0

0
1
0
0
.
0

繰
出

金
3
3
,
2
8
0
,
4
0
0

1
.
5

3
3
,
6
5
7
,
0
7
6

1
.
6

△
 
3
7
6
,
6
7
6

1
5
3
.
8

8
6
.
1

貸
付

金
2
2
7
,
4
2
6
,
3
9
9

1
0
.
4

2
6
4
,
2
8
3
,
1
7
1

1
2
.
4

△
 
3
6
,
8
5
6
,
7
7
2

積
立

金
1
4
,
2
5
8
,
0
6
1

0
.
7

9
,
2
6
9
,
5
7
1

0
.
4

4
,
9
8
8
,
4
9
0

1
0
2
.
2

投
資

及
び

出
資

金
3
4
0
,
9
5
6

0
.
0

4
2
8
,
0
4
8

0
.
0

△
 
8
7
,
0
9
2

7
9
.
7

公
債

費
2
5
2
,
3
5
9
,
8
4
0

1
1
.
5

2
4
6
,
8
8
0
,
9
4
7

1
1
.
6

5
,
4
7
8
,
8
9
3

1
0
0
.
5

(
ロ

)
災

害
復

旧
事

業
費

1
4
,
7
6
6
,
4
9
4

0
.
7

1
5
,
6
3
6
,
9
0
2

0
.
7

△
 
8
7
0
,
4
0
8

9
4
.
4

(
イ

)
普

通
建

設
事

業
費

2
1
3
,
3
5
9
,
3
2
6

9
.
7

2
1
2
,
2
7
1
,
4
9
8

1
0
.
0

1
,
0
8
7
,
8
2
8

1
0
8
.
7

投
資

的
経

費
2
2
8
,
1
2
5
,
8
2
0

1
0
.
4

2
2
7
,
9
0
8
,
4
0
0

1
0
.
7

2
1
7
,
4
2
0

1
0
0
.
1

補
助

費
等

9
0
9
,
1
8
6
,
7
5
1

物
件

費

4
1
.
6

8
3
6
,
5
3
0
,
1
8
8

3
9
.
3

7
2
,
6
5
6
,
5
6
3

1
1
0
.
8

扶
助

費
5
9
,
9
4
5
,
5
2
1

2
.
7

5
8
,
1
9
8
,
0
8
6

維
持

補
修

費
4
,
2
1
0
,
5
1
0

0
.
2

3
,
8
0
1
,
6
5
8

0
.
2

4
0
8
,
8
5
2

1
8
.
5

2
,
8
7
1
,
4
7
0

1
0
8
.
4

1
,
7
4
7
,
4
3
5

1
0
3
.
0

2
.
7

　
こ

の
経

費
は

、
県

債
の

元
利

償
還

に
要

す
る

経
費

、
一

時
借

入
金

の
支

払
利

息
及

び
県

債
発

行
に

要
す

る
経

費
で

す
。

令令
和和
７７
年年
度度
一一
般般
会会
計計
歳歳
出出
予予
算算
性性
質質
別別
内内
容容

区
　

　
　

分

令
和

７
年

度
令

和
６

年
度

比
　

　
　

較

当
初

予
算

(
Ａ

)
構

成
比

当
初

予
算

(
Ｂ

)

　
こ

の
経

費
は

、
北

九
州

市
及

び
福

岡
市

に
対

す
る

個
人

県
民

税
所

得
割

交
付

金
５

億
2
2
2
万

円
、

市
町

村
に

対
す

る
利

子
割

交
付

金
３

億
8
,
2
5
8
万

円
、

市
町

村
に

対
す

る
配

当
割

交
付

金
5
5
億

9
,
4
0
4
万

円
、

市
町

村
に

対
す

る
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

7
5
億

5
,
3
8
7
万

円
、

市
町

村
に

対
す

る
法

人
事

業
税

交
付

金
1
4
9
億

4
,
8
1
0

万
円

、
都

道
府

県
の

地
方

消
費

税
清

算
金

2
,
6
4
9
億

1
,
0
1
4
万

円
、

市
町

村
に

対
す

る
地

方
消

費
税

交
付

金
1
,
4
0
6
億

1
,
8
7
8
万

円
、

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

７
億

3
,
5
9
4
万

円
、

北
九

州
市

及
び

福
岡

市
に

対
す

る
軽

油
引

取
税

交
付

金
1
1
0
億

4
,
9
0
7
万

円
、

市
町

村
に

対
す

る
環

境
性

能
割

交
付

金
3
7
億

2
,
2
9
2
万

円
等

で
す

。

1
0
0
.
7

6
0
,
5
7
4
,
9
6
9

2
.
8

5
5
,
9
0
1
,
5
6
4

2
.
6

3
9
5
,
0
0
2
,
0
1
1

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)
(
Ａ

)
(
Ｂ

)

人
件

費

構
成

比

4
,
6
7
3
,
4
0
5

3
9
7
,
8
7
3
,
4
8
1

1
8
.
2

×
1
00

-
 
1
4
 
-
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令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

ⅢⅢ
　　
特特
別別
会会
計計

（
単

位
：

千
円

）

財
政

調
整

基
金

公
債

管
理

市
町

村
振

興
基

金

国
民

健
康

保
険

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

災
害

救
助

基
金

就
農

支
援

資
金

貸
付

事
業

県
営

林
造

成
事

業

林
業

改
善

資
金

助
成

事
業

沿
岸

漁
業

改
善

資
金

助
成

事
業

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業

公
共

用
地

先
行

取
得

事
業

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

住
宅

管
理

△
 
1
1
,
4
5
4
,
9
1
3

2
9
,
0
4
1

3
1
4
,
5
9
5

△
 
1
8
,
3
4
8

2
,
5
1
9

△
 
5
,
7
4
1

△
 
5
5
,
5
2
5

合
　

　
　

計

1
2
,
9
2
0
,
2
9
1

1
2
2
,
3
7
1
,
9
2
4

2
6
,
7
5
6

2
6
5
,
9
0
6

7
,
5
1
0

1
7
,
4
9
9

会
　

　
　

計
　

　
　

名

△
 
5
3
9
,
4
3
8

3
9
4
,
0
9
8

2
0
2

4
4
5
,
5
7
0
,
0
1
6

4
5
7
,
0
2
4
,
9
2
9

3
3
,
6
2
3

6
,
8
7
0
,
3
2
1

　
令

和
７

年
度

に
お

け
る

地
方

公
営

企
業

法
の

適
用

を
受

け
な

い
特

別
会

計
は

、
1
4
会

計
あ

り
ま

す
。

こ
れ

ら
の

特
別

会
計

の
予

算
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和
７７
年年
度度
特特
別別
会会
計計
予予
算算 令

和
６

年
度

(
Ｂ

)

3
9
3
,
6
2
9

1
3
,
4
5
9
,
7
2
9

6
1
,
0
4
5

8
9
,
1
4
8

1
1
,
8
9
9

3
0
8
,
8
5
4

6
,
7
8
8

2
2
,
3
1
1

4
3
3
,
7
1
5

7
2
2

5
2
5
,
6
1
0
,
4
9
5

△
 
1
1
,
5
4
2

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)

差
　

　
　

引

4
1
1
,
1
4
1

6
5
9
,
7
5
6
,
7
7
3

1
7
,
5
1
2

当
　

　
初

　
　

予
　

　
算

1
3
4
,
1
4
6
,
2
7
8

令
和

７
年

度
(
Ａ

)

3
4
,
2
1
0

6
,
8
4
3
,
5
6
5

△
 
1
6
7
,
8
0
9

3
7
,
3
7
1

1
,
1
2
6
,
6
7
3
,
0
3
1

1
,
0
0
4
,
3
0
1
,
1
0
7

9
8
,
4
1
6

3
7
5
,
7
5
0

2
,
7
2
1

-
 
1
5
 
-
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

ⅠⅠ
　　
概概
　　
　　
要要

（
単

位
：

千
円

，
％

）

(
Ａ

)
(
Ｂ

)

一
般

会
計

2
,
2
8
9
,
8
9
2
,
1
5
8

2
1
0
,
5
8
9
,
4
6
1

2
,
5
0
0
,
4
8
1
,
6
1
9

2
,
4
3
4
,
1
2
6
,
0
2
3

6
6
,
3
5
5
,
5
9
6

特
別

会
計

1
,
0
0
6
,
5
9
0
,
8
0
1

3
6
,
9
8
9
,
6
0
6

1
,
0
4
3
,
5
8
0
,
4
0
7

1
,
0
0
2
,
3
3
9
,
4
4
3

4
1
,
2
4
0
,
9
6
4

計
3
,
2
9
6
,
4
8
2
,
9
5
9

2
4
7
,
5
7
9
,
0
6
7

3
,
5
4
4
,
0
6
2
,
0
2
6

3
,
4
3
6
,
4
6
5
,
4
6
6

1
0
7
,
5
9
6
,
5
6
0

(
注

)
　

上
半

期
予

算
額

及
び

令
和

５
年

度
最

終
予

算
額

に
は

、
繰

越
明

許
費

繰
越

額
及

び
事

故
繰

越
額

を
含

む
。

第
２

　
令

和
６

年
度

下
半

期
歳

入
歳

出
予

算
の

状
況

区
　

分

1
0
2
.
7

　
令

和
６

年
度

上
半

期
の

財
政

状
況

に
つ

き
ま

し
て

は
、

令
和

６
年

1
2
月

の
「

福
岡

県
財

政
事

情
」

で
公

表
し

た
と

こ
ろ

で
す

が
、

今
回

は
、

令
和

６
年

度
下

半
期

の
財

政
状

況
に

つ
い

て
説

明
い

た
し

ま
す

。
　

令
和

６
年

度
の

歳
入

歳
出

予
算

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

上
半

期
予

算
額

1
0
3
.
1

令令
和和
６６
年年
度度
予予
算算
のの
対対
前前
年年
度度
比比
較較

1
0
4
.
1

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)
×

1
0
0

最
終

予
算

額
(
Ｂ

)
下

半
期

予
算

額
令

和
６

年
度

最
終

予
算

額
(
Ａ

)

比
　

　
　

　
較

令
和

５
年

度

　
令

和
６

年
度

上
半

期
予

算
額

は
、

一
般

会
計

２
兆

2
,
8
9
8
億

9
,
2
1
6
万

円
、

特
別

会
計

１
兆

6
5
億

9
,
0
8
0
万

円
で

し
た

が
、

下
半

期
に

お
い

て
、

予
算

の
補

正
を

４
回

行
っ

た
結

果
、

前
年

度
か

ら
の

繰
越

事
業

を
含

め
た

最
終

予
算

額
は

、
一

般
会

計
２

兆
5
,
0
0
4
億

8
,
1
6
2
万

円
、

特
別

会
計

１
兆

4
3
5
億

8
,
0
4
1
万

円
と

な
り

、
前

年
度

の
最

終
予

算
額

に
比

べ
、

一
般

会
計

で
6
6
3
億

5
,
5
6
0
万

円
2
.
7
％

の
増

、
特

別
会

計
4
1
2
億

4
,
0
9
6
万

円
4
.
1
％

の
増

と
な

り
ま

し
た

。
　

な
お

、
下

半
期

に
お

け
る

補
正

予
算

は
、

９
月

、
1
2
月

、
２

月
の

各
定

例
県

議
会

に
提

案
し

、
議

決
の

う
え

成
立

し
た

も
の

で
す

が
、

1
0
月

の
補

正
予

算
は

急
を

要
し

た
た

め
知

事
の

専
決

処
分

に
よ

っ
た

も
の

で
す

。
　

９
月

補
正

予
算

で
は

、
衆

議
院

の
解

散
に

よ
る

衆
議

院
議

員
の

総
選

挙
及

び
最

高
裁

判
所

裁
判

官
の

国
民

審
査

並
び

に
こ

れ
ら

の
啓

発
に

要
す

る
経

費
を

措
置

し
ま

し
た

。
　

1
0
月

補
正

予
算

で
は

、
福

岡
県

議
会

議
員

補
欠

選
挙

に
要

す
る

経
費

を
措

置
し

ま
し

た
。

　
1
2
月

補
正

予
算

で
は

、
県

民
の

安
全

・
安

心
の

確
保

、
県

行
政

の
将

来
を

担
う

人
材

の
確

保
に

要
す

る
経

費
を

措
置

す
る

と
と

も
に

、
県

議
会

議
員

補
欠

選
挙

に
要

す
る

経
費

を
措

置
し

ま
し

た
。

ま
た

、
人

事
委

員
会

の
勧

告
に

基
づ

く
給

与
改

定
に

よ
り

給
与

関
係

経
費

を
増

額
し

ま
し

た
。

併
せ

て
、

国
の

補
正

予
算

を
活

用
し

、
医

療
・

福
祉

施
設

、
地

域
公

共
交

通
事

業
者

等
に

対
す

る
電

力
・

燃
料

・
食

料
品

等
の

価
格

高
騰

対
策

に
取

り
組

む
と

と
も

に
、

旧
優

生
保

護
法

に
基

づ
く

不
妊

手
術

等
を

受
け

る
こ

と
を

強
い

ら
れ

た
方

な
ど

に
対

す
る

補
償

金
等

の
支

給
に

向
け

た
対

応
に

要
す

る
経

費
を

措
置

し
ま

し
た

。
　

２
月

補
正

予
算

で
は

、
国

の
補

正
予

算
を

活
用

し
、

地
域

経
済

の
成

長
・

発
展

と
持

続
可

能
性

の
追

求
、

安
全

安
心

の
確

保
に

要
す

る
経

費
を

措
置

す
る

と
と

も
に

、
ラ

ン
ピ

ー
ス

キ
ン

病
の

被
害

を
受

け
た

畜
産

農
家

へ
の

緊
急

支
援

、
先

端
技

術
産

業
の

振
興

に
要

す
る

経
費

を
措

置
し

ま
し

た
。

併
せ

て
、

令
和

６
年

度
の

最
終

補
正

予
算

と
し

て
、

年
度

内
に

措
置

す
る

必
要

が
あ

る
経

費
に

つ
い

て
補

正
を

行
い

ま
し

た
。

-
 
1
6
 
-



55
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

ⅡⅡ
　　
一一
般般
会会
計計

　　
((
11
))
  
歳歳
入入
予予
算算

　
　

　
 
令

和
６

年
度

下
半

期
に

お
け

る
補

正
予

算
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

（
単

位
：

千
円

，
％

）

上
半

期
予

算
額

９
月

補
正

1
0
月

補
正

1
2
月

補
正

２
月

補
正

下
半

期
予

算
額

最
終

予
算

額
(
Ａ
)

(
追
加

提
案

)
（
専

決
）

(
追

加
提

案
含

む
)

(
追

加
提

案
含

む
)

(
Ｂ

)
(
Ａ

)
 
＋

 
(
Ｂ

)

１
.
県

税
7
4
2
,
3
9
6
,
8
7
7

0
0

0
5
7
,
0
6
2
,
1
3
6

5
7
,
0
6
2
,
1
3
6

7
9
9
,
4
5
9
,
0
1
3

3
2
.
0

２
.
地

方
消

費
税

清
算

金
2
4
8
,
0
8
7
,
6
1
1

0
0

0
5
,
7
7
7
,
4
2
7

5
,
7
7
7
,
4
2
7

2
5
3
,
8
6
5
,
0
3
8

1
0
.
2

３
.
地

方
譲

与
税

1
0
1
,
4
0
2
,
5
4
7

0
0

0
1
3
,
5
9
3
,
3
0
9

1
3
,
5
9
3
,
3
0
9

1
1
4
,
9
9
5
,
8
5
6

4
.
6

４
.
地

方
特

例
交

付
金

1
3
,
3
7
4
,
8
9
8

0
0

0
1
0
3
,
4
6
7

1
0
3
,
4
6
7

1
3
,
4
7
8
,
3
6
5

0
.
5

５
.
地

方
交

付
税

2
9
4
,
8
5
7
,
2
8
1

0
0

8
,
1
8
9
,
9
8
1

2
2
,
2
9
9
,
8
2
3

3
0
,
4
8
9
,
8
0
4

3
2
5
,
3
4
7
,
0
8
5

1
3
.
0

６
.
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

1
,
0
4
1
,
5
6
2

0
0

0
0

0
1
,
0
4
1
,
5
6
2

0
.
0

７
.
分

担
金

及
び

負
担

金
5
,
4
9
8
,
1
1
8

0
0

0
1
,
0
3
4
,
3
7
2

1
,
0
3
4
,
3
7
2

6
,
5
3
2
,
4
9
0

0
.
3

８
.
使

用
料

及
び

手
数

料
1
6
,
7
4
7
,
3
6
5

0
0

0
△

 
8
3
9
,
2
7
3

△
 
8
3
9
,
2
7
3

1
5
,
9
0
8
,
0
9
2

0
.
6

９
.
国

庫
支

出
金

2
7
8
,
9
9
8
,
2
8
3

2
,
5
1
6
,
6
3
6

0
1
0
,
3
2
0
,
2
5
7

5
0
,
1
1
9
,
0
1
5

6
2
,
9
5
5
,
9
0
8

3
4
1
,
9
5
4
,
1
9
1

1
3
.
7

1
0
.
財

産
収

入
2
,
9
8
7
,
9
2
2

0
0

0
△

 
5
4
,
3
5
7

△
 
5
4
,
3
5
7

2
,
9
3
3
,
5
6
5

0
.
1

1
1
.
寄

附
金

3
6
0
,
5
3
8

0
0

0
△

 
4
1
,
2
1
8

△
 
4
1
,
2
1
8

3
1
9
,
3
2
0

0
.
0

1
2
.
繰

入
金

5
8
,
1
9
5
,
3
6
2

0
0

0
2
1
,
1
4
9
,
7
4
2

2
1
,
1
4
9
,
7
4
2

7
9
,
3
4
5
,
1
0
4

3
.
2

1
3
.
繰

越
金

5
0
,
7
7
5
,
8
5
9

0
8
5
,
1
0
1

2
,
1
8
1
,
2
2
9

1
,
2
9
0
,
2
4
4

3
,
5
5
6
,
5
7
4

5
4
,
3
3
2
,
4
3
3

2
.
2

1
4
.
諸

収
入

2
8
5
,
5
6
5
,
1
3
5

0
0

0
1
,
4
6
3
,
9
0
2

1
,
4
6
3
,
9
0
2

2
8
7
,
0
2
9
,
0
3
7

1
1
.
5

1
5
.
県

債
1
8
9
,
6
0
2
,
8
0
0

0
0

0
1
4
,
3
3
7
,
6
6
8

1
4
,
3
3
7
,
6
6
8

2
0
3
,
9
4
0
,
4
6
8

8
.
1

2
,
2
8
9
,
8
9
2
,
1
5
8

2
,
5
1
6
,
6
3
6

8
5
,
1
0
1

2
0
,
6
9
1
,
4
6
7

1
8
7
,
2
9
6
,
2
5
7

2
1
0
,
5
8
9
,
4
6
1

2
,
5
0
0
,
4
8
1
,
6
1
9

1
0
0
.
0

 
(
注

)
 
上

半
期

予
算

額
に

は
、

繰
越

明
許

費
繰

越
額

及
び

事
故

繰
越

額
を

含
む

。

合
　
　
　

計

令令
和和
６６
年年
度度
一一
般般
会会
計計
歳歳
入入
予予
算算

区
　
　
分

構
成

比

-
 
1
7
 
-



56
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

（
単

位
：

千
円

，
％

）

(
Ａ

)
(
Ｂ

)

１
.
県

税
3
2
.
0

3
0
.
6

5
3
,
4
2
9
,
6
9
1

２
.
地

方
消

費
税

清
算

金
1
0
.
2

9
.
9

1
3
,
6
4
7
,
3
1
6

３
.
地

方
譲

与
税

4
.
6

4
.
2

1
3
,
8
2
0
,
4
2
8

４
.
地

方
特

例
交

付
金

0
.
5

0
.
1

1
0
,
8
1
6
,
8
0
2

５
.
地

方
交

付
税

1
3
.
0

1
2
.
8

1
3
,
9
4
0
,
2
8
7

６
.
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

0
.
0

0
.
1

△
 
2
2
1
,
4
4
5

７
.
分

担
金

及
び

負
担

金
0
.
3

0
.
3

2
9
4
,
1
0
5

８
.
使

用
料

及
び

手
数

料
0
.
6

0
.
6

3
2
0
,
7
9
3

９
.
国

庫
支

出
金

1
3
.
7

1
5
.
0

△
 
2
3
,
8
6
6
,
2
4
8

1
0
.
財

産
収

入
0
.
1

0
.
3

△
 
4
,
2
1
9
,
4
0
6

1
1
.
寄

附
金

0
.
0

0
.
0

2
3
0
,
6
4
9

1
2
.
繰

入
金

3
.
2

2
.
5

1
9
,
6
7
4
,
1
6
5

1
3
.
繰

越
金

2
.
2

2
.
4

△
 
4
,
5
2
0
,
0
8
6

1
4
.
諸

収
入

1
1
.
5

1
2
.
5

△
 
1
8
,
3
4
9
,
6
0
6

1
5
.
県

債
8
.
1

8
.
7

△
 
8
,
6
4
1
,
8
4
9

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

6
6
,
3
5
5
,
5
9
6

そ
の

主
な

内
容

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

2
8
7
,
0
2
9
,
0
3
7

7
9
,
3
4
5
,
1
0
4

5
4
,
3
3
2
,
4
3
3

2
5
3
,
8
6
5
,
0
3
8

1
1
4
,
9
9
5
,
8
5
6

1
3
,
4
7
8
,
3
6
5

3
2
5
,
3
4
7
,
0
8
5

1
,
0
4
1
,
5
6
2

最
終

予
算

額
(
Ｂ

)
構

成
比

1
0
7
.
2

1
0
5
.
7

1
1
3
.
7

5
0
6
.
4

8
2
.
5

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)

令
和

６
年
度

令
和

５
年

度

9
4
.
0

7
9
9
,
4
5
9
,
0
1
3

合
　

　
　

計

令令
和和
６６
年年
度度
一一
般般
会会
計計
歳歳
入入
予予
算算
のの
対対
前前
年年
度度
比比
較較

×
1
0
0

区
　

　
　

分

比
　

　
　

較

最
終

予
算

額
(
Ａ

)
構

成
比

5
8
,
8
5
2
,
5
1
9

1
0
4
.
5

1
0
4
.
7

1
0
2
.
1

9
3
.
5

3
6
5
,
8
2
0
,
4
3
9

3
1
1
,
4
0
6
,
7
9
8

5
9
,
6
7
0
,
9
3
9

1
0
2
.
7

4
1
.
0

3
6
0
.
1

1
3
3
.
0

9
2
.
3

2
,
4
3
4
,
1
2
6
,
0
2
3

3
0
5
,
3
7
8
,
6
4
3

7
4
6
,
0
2
9
,
3
2
2

2
4
0
,
2
1
7
,
7
2
2

1
0
1
,
1
7
5
,
4
2
8

2
,
6
6
1
,
5
6
3

1
,
2
6
3
,
0
0
7

2
1
2
,
5
8
2
,
3
1
7

9
5
.
9

8
8
,
6
7
1

6
,
2
3
8
,
3
8
5

1
5
,
5
8
7
,
2
9
9

7
,
1
5
2
,
9
7
1

2
,
5
0
0
,
4
8
1
,
6
1
9

6
,
5
3
2
,
4
9
0

1
5
,
9
0
8
,
0
9
2

3
4
1
,
9
5
4
,
1
9
1

2
,
9
3
3
,
5
6
5

3
1
9
,
3
2
0

2
0
3
,
9
4
0
,
4
6
8

-
 
1
8
 
-



57
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

○
県

　
　

税

（
単

位
：

千
円

，
％

）

(
Ａ

)
(
Ｂ

)

1
6
8
,
1
8
9
,
3
7
4

2
1
.
1

1
6
3
,
9
8
2
,
5
4
4

2
2
.
0

4
,
2
0
6
,
8
3
0

個
人

1
4
9
,
1
8
4
,
8
8
6

1
8
.
7

1
4
7
,
8
9
7
,
0
7
9

1
9
.
9

1
,
2
8
7
,
8
0
7

法
人

1
8
,
5
3
0
,
3
0
3

2
.
3

1
5
,
7
9
4
,
8
7
4

2
.
1

2
,
7
3
5
,
4
2
9

利
子

割
4
7
4
,
1
8
5

0
.
1

2
9
0
,
5
9
1

0
.
0

1
8
3
,
5
9
4

2
0
3
,
7
3
4
,
3
5
6

2
5
.
5

1
8
0
,
8
2
5
,
6
3
6

2
4
.
3

2
2
,
9
0
8
,
7
2
0

個
人

8
,
4
7
9
,
9
5
1

1
.
1

8
,
0
5
4
,
0
3
0

1
.
1

4
2
5
,
9
2
1

法
人

1
9
5
,
2
5
4
,
4
0
5

2
4
.
4

1
7
2
,
7
7
1
,
6
0
6

2
3
.
2

2
2
,
4
8
2
,
7
9
9

2
9
4
,
8
1
7
,
0
1
7

3
6
.
9

2
6
8
,
0
2
7
,
5
6
8

3
5
.
9

2
6
,
7
8
9
,
4
4
9

譲
渡

割
1
7
3
,
3
4
3
,
2
7
8

2
1
.
7

1
4
3
,
4
9
6
,
3
6
9

1
9
.
2

2
9
,
8
4
6
,
9
0
9

貨
物

割
1
2
1
,
4
7
3
,
7
3
9

1
5
.
2

1
2
4
,
5
3
1
,
1
9
9

1
6
.
7

△
 
3
,
0
5
7
,
4
6
0

1
9
,
0
5
2
,
6
3
6

2
.
4

1
8
,
9
7
2
,
5
5
1

2
.
5

8
0
,
0
8
5

6
,
6
4
2
,
7
3
7

0
.
8

6
,
7
1
4
,
1
8
1

0
.
9

△
 
7
1
,
4
4
4

1
,
0
5
7
,
9
9
2

0
.
1

1
,
0
6
0
,
7
7
5

0
.
1

△
 
2
,
7
8
3

3
6
,
9
7
7
,
2
7
5

4
.
6

3
7
,
9
6
1
,
1
1
1

5
.
1

△
 
9
8
3
,
8
3
6

6
6
,
9
1
8
,
7
9
3

8
.
4

6
6
,
3
2
8
,
3
4
0

8
.
9

5
9
0
,
4
5
3

4
,
9
4
9

0
.
0

4
,
9
0
3

0
.
0

4
6

7
9
7
,
3
9
5
,
1
2
9

9
9
.
8

7
4
3
,
8
7
7
,
6
0
9

9
9
.
7

5
3
,
5
1
7
,
5
2
0

1
8
,
6
1
2

0
.
0

1
8
,
7
2
0

0
.
0

△
 
1
0
8

1
9
4
,
9
7
3

0
.
0

2
1
0
,
2
6
7

0
.
0

△
 
1
5
,
2
9
4

1
,
8
4
8
,
6
6
7

0
.
2

1
,
7
1
1
,
7
8
3

0
.
3

1
3
6
,
8
8
4

2
,
0
6
2
,
2
5
2

0
.
2

1
,
9
4
0
,
7
7
0

0
.
3

1
2
1
,
4
8
2

1
,
6
3
2

0
.
0

4
,
1
6
1

0
.
0

△
 
2
,
5
2
9

0
0
.
0

2
0
6
,
7
8
2

0
.
0

△
 
2
0
6
,
7
8
2

1
,
6
3
2

0
.
0

2
1
0
,
9
4
3

0
.
0

△
 
2
0
9
,
3
1
1

7
9
9
,
4
5
9
,
0
1
3

1
0
0
.
0

7
4
6
,
0
2
9
,
3
2
2

1
0
0
.
0

5
3
,
4
2
9
,
6
9
1

産
業

廃
棄

物
税

9
2
.
7

宿
泊

税
1
0
8
.
0

軽
油

引
取

税
9
7
.
4

9
8
.
9

9
9
.
7

9
9
.
4

1
1
3
.
0

1
1
0
.
0

1
0
0
.
4

1
2
0
.
8

9
7
.
5

1
6
3
.
2

1
1
2
.
7

1
0
5
.
3

1
0
7
.
2

1
0
0
.
9

1
0
7
.
2

0
.
8

3
9
.
2

1
0
0
.
9

合
　

　
　

計

　
県

税
は

、
前

年
度

よ
り

5
3
4
億

2
,
9
6
9
万

円
増

加
し

、
最

終
予

算
は

7
,
9
9
4
億

5
,
9
0
1
万

円
と

な
り

、
歳

入
予

算
総

額
の

3
2
.
0
 
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
税

目
別

に
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
次

の
と

お
り

で
す

。

×
1
0
0

比
　

　
　

較
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度

区
　

　
　

分

令令
和和
６６
年年
度度
県県
税税
予予
算算
状状
況況

1
1
7
.
3

最
終

予
算

額
(
Ａ

)
構

成
比

1
0
2
.
6

1
0
0
.
9

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)
最

終
予

算
額

(
Ｂ

)
構

成
比

鉱
区

税

（
普

通
税

計
）

県
民

税

事
業

税

地
方

消
費

税

不
動

産
取

得
税

自
動

車
税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

（
目

的
税

計
）

(
旧

法
に

よ
る

税
計

)

自
動

車
税

自
動

車
取

得
税

狩
猟

税

1
0
6
.
3

皆
減

-
 
1
9
 
-



58
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

○
地

方
交

付
税

○
国

庫
支

出
金

　
国

庫
支

出
金

は
、

前
年

度
よ

り
2
3
8
億

6
,
6
2
5
万

円
減

少
し

、
最

終
予

算
は

3
,
4
1
9
億

5
,
4
1
9
万

円
と

な
り

、
歳

入
予

算
総

額
の

1
3
.
7
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

　
目

的
別

構
成

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
次

の
と

お
り

で
す

。

国国
庫庫

支支
出出

金金
のの

目目
的的

別別
構構

成成
状状

況況

令令
和和

６６
年年

度度
令令

和和
５５

年年
度度

県県
  
税税

  
のの

  
構構

  
成成

  
状状

  
況況

令令
和和

６６
年年

度度
令令

和和
５５

年年
度度

　
地

方
交

付
税

は
、

前
年

度
よ

り
1
3
9
億

4
,
0
2
9
万

円
増

加
し

、
最

終
予

算
は

3
,
2
5
3
億

4
,
7
0
9
万

円
と

な
り

、
歳

入
予

算
総

額
の

1
3
.
0
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

そ
の

内
訳

は
、

普
通

交
付

税
3
,
2
1
3
億

4
,
7
0
9
万

円
、

特
別

交
付

税
4
0
億

円
で

す
。

県
税
総
額

億
万
円

県
民
税 ％

県
民
税 ％

県
税
総
額

億
万
円

個
人

％

法
人

％

法
人 ％

個
人 ％

事
業
税 ％

個
人 ％

そ
の

他
％

災
害
復
旧
費

％

商
工

費
％

国
庫
支
出
金
総
額

億

万
円

保
健
費 ％

総
務
費 ％

県
土
整
備

費

％

生
活
労
働
費

％

そ
の

他
％

商
工

費
％

災
害

復
旧
費

％

農
林
水
産
業
費

％

教
育
費 ％

国
庫
支
出
金
総
額

億

万
円

県
土
整
備
費

％

教
育
費 ％

生
活
労
働
費

％

保
健
費 ％

農
林
水
産
業
費

％

総
務
費 ％

県
た

ば
こ
税

％

不
動

産
取

得
税

％

地
方
消
費
税

％

軽
油
引
取
税

％

自
動
車
税

％

そ
の
他 ％

そ
の
他 ％

自
動
車
税

％

軽
油

引
取
税

％

県
た
ば
こ
税

％

不
動
産
取
得
税

％

地
方
消
費
税

％

法
人 ％

個
人

％

法
人

％ 事
業
税 ％

利
子
割 ％



59
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

　　
((
22
))
  
歳歳
出出
予予
算算

　
　

　
 
令

和
年

６
度

下
半

期
に

お
け

る
補

正
予

算
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

（
単

位
：

千
円

，
％

）

１
.

２
.

３
.

４
.

５
.

６
.

７
.

８
.

９
.

1
0
.

0
0

6
,
7
0
9
,
4
4
1

6
,
5
1
4
,
1
6
7

1
3
,
2
2
3
,
6
0
8

3
5
9
,
1
5
6
,
8
4
5

0
0

3
,
2
6
7
,
8
6
8
△

 
3
6
6
,
0
2
2

2
,
9
0
1
,
8
4
6

1
4
3
,
8
7
3
,
5
8
6

0
0

2
9
7
,
7
7
6

3
4
,
1
0
4
,
5
4
2

3
4
,
4
0
2
,
3
1
8

2
5
9
,
0
1
5
,
5
3
2

0
0

3
,
1
3
2
,
2
7
2

5
,
2
6
2
,
1
8
6

8
,
3
9
4
,
4
5
8

2
9
8
,
9
9
6
,
3
7
5

0
0

1
,
1
8
5
,
5
7
0

8
,
5
9
9
,
5
2
8

9
,
7
8
5
,
0
9
8

8
8
,
5
5
2
,
3
0
6

0
0

9
9
8
,
7
7
8

1
9
,
7
5
5
,
5
6
5

2
0
,
7
5
4
,
3
4
3

2
1
6
,
8
7
0
,
6
6
3

2
7
3
,
3
2
3
,
8
5
2

0
0

4
3
,
6
6
7

△
 
2
9
6
,
4
0
2

△
 
2
5
2
,
7
3
5

3
,
6
7
6
,
3
7
6

4
,
3
1
7
,
6
5
2
1
5
,
2
7
1
,
6
5
3

1
9
,
5
8
9
,
3
0
5

1
8
,
5
6
9

1
,
4
8
0

2
0
,
0
4
9

3
,
0
3
4
,
7
0
8

2
,
5
1
6
,
6
3
6

8
5
,
1
0
1

7
1
9
,
8
7
4

3
4
,
4
6
7
,
8
9
3

3
7
,
7
8
9
,
5
0
4

1
0
1
,
1
7
8
,
8
2
6

１
２

月
補

正
２

月
補

正
下

半
期

予
算

額
最

終
予

算
額

(
追

加
提

案
)

（
専

決
）

(
追

加
提

案
含

む
)

(
追

加
提

案
含

む
)

(
Ｂ

)
(
Ａ

)
 
＋

 
(
Ｂ

)
(
Ａ

)
９

月
補

正
１

０
月

補
正

0
0

0
0

2
9
0
,
6
0
1
,
9
1
7

2
2
4
,
6
1
3
,
2
1
4

1
4
0
,
9
7
1
,
7
4
0

3
4
5
,
9
3
3
,
2
3
7

3
,
0
1
4
,
6
5
9

6
3
,
3
8
9
,
3
2
2

2
5
3
,
7
3
4
,
5
4
7

3
,
9
2
9
,
1
1
1

1
9
6
,
1
1
6
,
3
2
0

7
8
,
7
6
7
,
2
0
8

上
半

期
予

算
額

教
育

費

区
　

　
分

農
林

水
産

業
費

議
会

費

構
成

比

0
.
1

4
.
0

8
.
7

3
.
6

1
0
.
9

0
.
1

○
県

　
　

債

　
県

債
は

、
前

年
度

よ
り

8
6
億

4
,
1
8
5
万

円
減

少
し

、
最

終
予

算
は

2
,
0
3
9
億

4
,
0
4
7
万

円
と

な
り

、
歳

入
予

算
総

額
の

8
.
1
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

　
目

的
別

構
成

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
次

の
と

お
り

で
す

。

県県
  
債債

  
のの

  
目目

  
的的

  
別別

  
構構

  
成成

  
状状

  
況況

令令
和和
６６
年年
度度

令令
和和
５５
年年
度度

令令
和和
６６
年年
度度
一一
般般
会会
計計
歳歳
出出
予予
算算

1
4
.
4

1
2
.
0

1
0
.
4

5
.
8

総
務

費

保
健

費

環
境

費

商
工

費

県
土

整
備

費

生
活

労
働

費

警
察

費

臨
時
財
政
対
策
債

5
.
5
％

教
育
債

1
2
.
6
％

そ
の

他
7
.
2
％

生
活

労
働

債
2
.
1
％

総
務

債
3
.
1
％

警
察

債
4
.
7
％

県
土
整
備
債

5
0
.
7
％

県
土
整
備
債

4
7
.
9
％

県
債
総
額

2
,
1
2
5
億

8
,
2
3
2
万
円

教
育
債

1
0
.
1
％

災
害
復
旧
債

8
.
8
％

臨
時
財
政

対
策
債

1
1
.
1
％

そ
の

他
7
.
2
％

生
活
労
働
債

1
.
3
％

総
務

債
2
.
9
％

警
察

債
3
.
1
％

農
林

水
産
業
債

7
.
6
％

農
林

水
産
業
債

7
.
9
％

災
害
復
旧
債
債

6
.
2
％

県
債
総
額

2
,
0
3
9
億

4
.
0
4
7
万
円

-
 
2
1
 
-
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1
1
.

1
2
.

1
3
.

1
4
.

（
単

位
：

千
円

，
％

）

１
.

２
.

３
.

４
.

５
.

６
.

７
.

８
.

９
.

1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
3
.

1
4
.

そ
の

主
な

内
容

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

2
,
5
1
6
,
6
3
6

8
5
,
1
0
1
2
0
,
6
9
1
,
4
6
7

1
8
7
,
2
9
6
,
2
5
7

2
1
0
,
5
8
9
,
4
6
1

2
,
5
0
0
,
4
8
1
,
6
1
9

0
0

0
0

0
2
0
0
,
0
0
0

0
0

0
6
7
,
6
2
0
,
9
5
9

6
7
,
6
2
0
,
9
5
9

4
7
8
,
5
0
8
,
9
8
9

0
0

0
△

 
1
,
5
5
8
,
7
2
1
△

 
1
,
5
5
8
,
7
2
1

2
4
5
,
6
1
2
,
2
5
8

0
0

0
△

 
2
,
0
8
0
,
5
7
1
△

 
2
,
0
8
0
,
5
7
1

2
8
,
4
8
1
,
3
0
3

4
1
0
,
8
8
8
,
0
3
0

2
0
0
,
0
0
0

2
,
2
8
9
,
8
9
2
,
1
5
8

3
0
,
5
6
1
,
8
7
4

2
4
7
,
1
7
0
,
9
7
9

合
　

　
　

計

予
備

費

諸
支

出
金

公
債

費

災
害

復
旧

費

0
.
0

1
0
0
.
0

1
.
1

9
.
8

（
注

）
上

半
期

予
算

額
に

は
、

繰
越

明
許

費
繰

越
額

及
び

事
故

繰
越

額
を

含
む

。

令令
６６
年年
度度
一一
般般
会会
計計
歳歳
出出
予予
算算
のの
対対
前前
年年
度度
比比
較較

1
9
.
1

区
　

　
　

分

令
和

６
年

度
令

和
５

年
度

比
　

　
　

較

最
終

予
算

額
(
Ａ

)
構

成
比

最
終

予
算

額
(
Ｂ

)
(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)
(
Ａ

)

議
会

費
3
,
0
3
4
,
7
0
8

0
.
1

3
,
0
7
3
,
8
3
6

0
.
1

△
 
3
9
,
1
2
8

1
0
1
,
1
7
8
,
8
2
6

4
.
0

9
3
,
6
9
6
,
4
6
1

3
.
9

7
,
4
8
2
,
3
6
5

×
1
0
0

(
Ｂ

)

9
8
.
7

1
0
8
.
0

構
成

比

保
健

費
2
7
3
,
3
2
3
,
8
5
2

1
0
.
9

2
8
8
,
6
0
1
,
8
6
4

1
1
.
9

△
 
1
5
,
2
7
8
,
0
1
2

環
境

費
3
,
6
7
6
,
3
7
6

0
.
1

3
,
5
1
8
,
3
9
3

1
5
7
,
9
8
3

1
0
4
.
5

0
.
1

△
 
6
,
3
2
1
,
2
7
9

9
3
.
3

生
活

労
働

費
2
1
6
,
8
7
0
,
6
6
3

総
務

費

8
.
7

2
0
6
,
9
7
1
,
0
4
6

8
.
5

9
,
8
9
9
,
6
1
7

9
4
.
7

1
2
.
0

3
3
4
,
2
9
3
,
7
2
3

1
3
.
7

△
 
3
5
,
2
9
7
,
3
4
8

1
0
4
.
8

農
林

水
産

業
費

8
8
,
5
5
2
,
3
0
6

3
.
6

9
4
,
8
7
3
,
5
8
5

3
.
9

8
9
.
4

県
土

整
備

費
2
5
9
,
0
1
5
,
5
3
2

1
0
.
4

2
5
0
,
1
9
8
,
4
5
1

1
0
.
3

8
,
8
1
7
,
0
8
1

1
0
3
.
5

商
工

費
2
9
8
,
9
9
6
,
3
7
5

警
察

費
1
4
3
,
8
7
3
,
5
8
6

5
.
8

1
3
5
,
0
0
0
,
2
6
6

5
.
5

8
,
8
7
3
,
3
2
0

教
育

費
3
5
9
,
1
5
6
,
8
4
5

1
4
.
4

3
2
9
,
2
2
6
,
0
2
1

1
3
.
5

2
9
,
9
3
0
,
8
2
4

2
8
,
4
8
1
,
3
0
3

1
.
1

3
3
,
1
7
3
,
8
0
3

1
.
4

△
 
4
,
6
9
2
,
5
0
0

1
0
6
.
6

1
0
9
.
1

5
6
,
1
2
9
,
3
2
0

8
5
.
9

公
債

費
2
4
5
,
6
1
2
,
2
5
8

9
.
8

2
3
8
,
9
1
8
,
9
0
5

9
.
8

6
,
6
9
3
,
3
5
3

1
0
2
.
8

災
害

復
旧

費

1
0
0
.
0

6
6
,
3
5
5
,
5
9
6

2
0
0
,
0
0
0

0
.
0

2
0
0
,
0
0
0

0
.
0

0

1
0
2
.
7

合
　

　
　

計
2
,
5
0
0
,
4
8
1
,
6
1
9

1
0
0
.
0

2
,
4
3
4
,
1
2
6
,
0
2
3

1
1
3
.
3

予
備

費
1
0
0
.
0

諸
支

出
金

4
7
8
,
5
0
8
,
9
8
9

1
9
.
1

4
2
2
,
3
7
9
,
6
6
9

1
7
.
4

-
 
2
2
 
-
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号

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

8
3
億

9
,
4
4
6
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

2
,
9
8
9
億

9
,
6
3
8
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

1
2
.
0
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
3
5
2
億

9
,
7
3
5
万

円
、

1
0
.
6
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
中

小
企

業
振

興
資

金
融

資
費

の
減

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

2
0
億

8
,
0
5
7
万

円
の

減
で

、
最

終
予

算
額

は
、

2
8
4
億

8
,
1
3
0
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

1
.
1
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
4
6
億

9
,
2
5
0
万

円
、

1
4
.
1
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
河

川
等

災
害

復
旧

費
の

減
に

よ
る

も
の

で
す

。

○
災

害
復

旧
費

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

3
4
4
億

2
3
2
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

2
,
5
9
0
億

1
,
5
5
3
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

1
0
.
4
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
8
8
億

1
,
7
0
8
万

円
、

3
.
5
%
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

が
、

こ
の

主
な

も
の

は
、

河
川

総
合

流
域

防
災

事
業

費
の

増
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

2
9
億

1
8
5
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

1
,
4
3
8
億

7
,
3
5
9
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

5
.
8
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
8
8
億

7
,
3
3
2
万

円
、

6
.
6
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
警

察
施

設
新

営
費

の
増

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

9
7
億

8
,
5
1
0
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

8
8
5
億

5
,
2
3
1
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

3
.
6
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
6
3
億

2
,
1
2
8
万

円
、

6
.
7
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
農

業
機

械
・

施
設

災
害

復
旧

支
援

費
の

減
に

よ
る

も
の

で
す

。

○
商

 
工

 
費

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

1
9
5
億

8
,
9
3
1
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

2
,
7
3
3
億

2
,
3
8
5
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

1
0
.
9
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
1
5
2
億

7
,
8
0
1
万

円
、

5
.
3
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
医

療
提

供
体

制
強

化
費

の
減

に
よ

る
も

の
で

す
。

○
総

 
務

 
費

○
保

 
健

 
費

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

3
7
7
億

8
,
9
5
0
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

1
,
0
1
1
億

7
,
8
8
3
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

4
.
0
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
7
4
億

8
,
2
3
7
万

円
、

8
.
0
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
衆

議
院

議
員

総
選

挙
及

び
知

事
選

挙
費

の
増

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

２
億

5
,
2
7
4
万

円
の

減
で

、
最

終
予

算
額

は
、

3
6
億

7
,
6
3
8
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

0
.
1
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
１

億
5
,
7
9
8
万

円
、

4
.
5
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
県

有
施

設
太

陽
光

発
電

設
備

整
備

費
の

増
に

よ
る

も
の

で
す

。

○
生

活
労

働
費

○
環

 
境

 
費

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

2
0
7
億

5
,
4
3
4
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

2
,
1
6
8
億

7
,
0
6
6
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

8
.
7
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
9
8
億

9
,
9
6
2
万

円
、

4
.
8
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
教

育
・

保
育

給
付

費
負

担
金

の
増

に
よ

る
も

の
で

す
。

○
県

土
整

備
費

○
農

林
水

産
業

費

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

1
3
2
億

2
,
3
6
1
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

3
,
5
9
1
億

5
,
6
8
5
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

1
4
.
4
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
2
9
9
億

3
,
0
8
2
万

円
、

9
.
1
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
教

職
員

の
人

件
費

等
の

増
に

よ
る

も
の

で
す

。

○
警

 
察

 
費

○
教

 
育

 
費

-
 
2
3
 
-
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

　
最

終
予

算
を

性
質

的
に

分
類

し
、

前
年

度
と

比
較

す
る

と
、

次
の

と
お

り
で

す
。

（
単

位
：

千
円

，
％

）

小
計

災
害

復
旧

事
業

費

普
通

建
設

事
業

費
1
5
.
0

区
　

　
　

分

小
計

公
債

費

社
会

保
障

費

人
件

費

1
0
5
.
9

1
0
0
.
0

4
4
.
2

1
5
.
9

1
.
4

1
4
.
5

6
6
,
3
5
5
,
5
9
6

1
6
,
1
3
1
,
4
4
9

1
0
2
.
7

1
0
5
.
3

1
0
5
.
6

1
0
2
.
8

1
0
7
.
7

3
9
.
9

1
4
.
6

1
5
.
5

9
.
8

6
,
6
6
5
,
9
9
0

令
和

６
年

度
令

和
５

年
度

1
6
.
3

最
終

予
算

額
(
Ａ

)

1
4
.
9

3
7
3
,
4
1
1
,
3
0
6

比
　

　
　

較

×
1
0
0

1
,
0
7
5
,
9
6
3
,
0
8
7

4
0
6
,
7
7
7
,
6
6
3

9
7
0
,
8
6
4
,
3
1
2

5
4
,
6
7
5
,
6
5
7

構
成

比

2
3
8
,
6
8
5
,
0
1
0

4
1
.
0

2
,
5
0
0
,
4
8
1
,
6
1
9

2
,
4
3
4
,
1
2
6
,
0
2
3

4
0
3
,
4
3
0
,
0
7
3

3
8
7
,
2
9
8
,
6
2
4

1
,
0
2
5
,
5
3
9
,
9
6
9

1
,
0
7
1
,
5
1
1
,
5
7
7

2
8
,
4
8
0
,
5
7
5

3
3
,
1
7
3
,
0
3
7

4
2
.
9

1
6
.
1

1
.
1

△
 
4
,
6
9
2
,
4
6
2

合
　

　
　

　
　

　
　

計

そ
　

　
　

の
　

　
　

他

2
0
,
8
2
3
,
9
1
1

9
9
.
6

1
0
4
.
2

8
5
.
9

1
0
0
.
0

3
7
4
,
9
4
9
,
4
9
8

3
5
4
,
1
2
5
,
5
8
7

2
9
,
2
3
0
,
8
6
4

(
Ａ

)
最

終
予

算
額

(
Ｂ

)
(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)

○
諸

支
出

金

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

1
5
億

5
,
8
7
2
万

円
の

減
で

、
最

終
予

算
額

は
、

2
,
4
5
6
億

1
,
2
2
6
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

9
.
8
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
6
6
億

9
,
3
3
5
万

円
、

2
.
8
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
県

債
元

金
償

還
金

の
増

に
よ

る
も

の
で

す
。

2
4
5
,
3
5
1
,
0
0
0

△
 
4
,
4
5
1
,
5
1
0

3
5
4
,
6
3
2
,
5
0
3

1
8
,
7
7
8
,
8
0
3

義  務  的  経  費 投  資  的  経  費

9
.
8

　
下

半
期

の
補

正
額

は
、

6
7
6
億

2
,
0
9
6
万

円
の

増
で

、
最

終
予

算
額

は
、

4
,
7
8
5
億

8
9
9
万

円
と

な
り

、
歳

出
予

算
総

額
の

1
9
.
1
％

を
占

め
て

い
ま

す
。

こ
れ

を
前

年
度

と
比

較
す

る
と

、
5
6
1
億

2
,
9
3
2
万

円
、

1
3
.
3
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
こ

の
主

な
も

の
は

、
財

政
調

整
基

金
特

別
会

計
繰

出
金

の
増

に
よ

る
も

の
で

す
。

令令
和和
６６
年年
度度
一一
般般
会会
計計
歳歳
出出
予予
算算
対対
前前
年年
度度
比比
較較

構
成

比
(
Ｂ

)

3
7
7
,
5
4
6
,
7
9
9

○
公

 
債

 
費

-
 
2
4
 
-



63
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

ⅢⅢ
　　
特特
別別
会会
計計

（
単

位
：

千
円

）

上
半

期
予

算
額

下
半

期
予

算
額

最
終

予
算

額

1
7
,
5
1
2

0
2
4
,
0
5
2
,
1
1
3

2
4
,
0
5
2
,
1
1
3

2
4
,
0
6
9
,
6
2
5

5
2
5
,
6
1
0
,
4
9
5

0
△

 
1
,
1
6
2
,
6
5
1

△
 
1
,
1
6
2
,
6
5
1

5
2
4
,
4
4
7
,
8
4
4

2
2
,
3
1
1

0
8
,
0
0
4

8
,
0
0
4

3
0
,
3
1
5

4
3
3
,
7
1
5

0
0

0
4
3
3
,
7
1
5

7
2
2

0
9
0
,
0
1
8

9
0
,
0
1
8

9
0
,
7
4
0

2
9
,
0
4
1

0
0

0
2
9
,
0
4
1

3
1
4
,
5
9
5

0
0

0
3
1
4
,
5
9
5

8
9
,
1
4
8

0
0

0
8
9
,
1
4
8

6
1
,
0
4
5

0
0

0
6
1
,
0
4
5

3
9
4
,
0
9
8

0
△

 
8
8
,
9
9
2

△
 
8
8
,
9
9
2

3
0
5
,
1
0
6

2
0
2

0
2
3
7

2
3
7

4
3
9

6
,
8
4
3
,
5
6
5

0
8
,
4
2
5

8
,
4
2
5

6
,
8
5
1
,
9
9
0

5
3
3
,
8
1
6
,
4
4
9

0
2
2
,
9
0
7
,
1
5
4

2
2
,
9
0
7
,
1
5
4

5
5
6
,
7
2
3
,
6
0
3

1
5
,
7
4
9
,
4
2
3

0
4
,
2
0
0
,
0
7
8

4
,
2
0
0
,
0
7
8

1
9
,
9
4
9
,
5
0
1

4
5
7
,
0
2
4
,
9
2
9

0
9
,
8
8
2
,
3
7
4

9
,
8
8
2
,
3
7
4

4
6
6
,
9
0
7
,
3
0
3

1
,
0
0
6
,
5
9
0
,
8
0
1

0
3
6
,
9
8
9
,
6
0
6

3
6
,
9
8
9
,
6
0
6

1
,
0
4
3
,
5
8
0
,
4
0
7

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

1
5
,
7
4
9
,
4
2
3

0
4
,
2
0
0
,
0
7
8

4
,
2
0
0
,
0
7
8

1
9
,
9
4
9
,
5
0
1

1
2
月

補
正

計

市
町

村
振

興
基

金

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

林
業

改
善

資
金

助
成

事
業

沿
岸

漁
業

改
善

資
金

助
成

事
業

(
Ｂ

)
(
Ａ

)
 
＋

 
(
Ｂ

)
会

　
　

計
　

　
名

　
令

和
６

年
度

の
特

別
会

計
は

、
地

方
自

治
法

に
基

づ
き

設
置

さ
れ

た
1
4
会

計
が

あ
り

ま
す

。
こ

れ
ら

の
下

半
期

に
お

け
る

補
正

予
算

の
内

訳
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和
６６
年年
度度
特特
別別
会会
計計
予予
算算

２
月

補
正

県
営

林
造

成
事

業

普  通  会  計  に  属  す  る  特  別  会  計

公
債

管
理

財
政

調
整

基
金

就
農

支
援

資
金

貸
付

事
業

(
Ａ

)

国
民

健
康

保
険

（
注

）
上

半
期

予
算

額
に

は
、

繰
越

明
許

費
繰

越
額

を
含

む
。

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業

公
共

用
地

先
行

取
得

事
業

住
宅

管
理

災
害

救
助

基
金

合
　

　
　

　
計

地 方 公 営 企 業 法 非 適

用 の 公 営 企 業 会 計
計

-
 
2
5
 
-
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令
和
７
年
９
月
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日
　
火
曜
日

第
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号

（
単

位
：

千
円

，
％

）

(
Ａ

)
(
Ｂ

)

財
政

調
整

基
金

2
4
,
0
4
4
,
7
9
0

公
債

管
理

2
6
,
7
1
2
,
0
6
2

市
町

村
振

興
基

金
7
,
2
6
3

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

△
 
9
3
,
5
9
8

災
害

救
助

基
金

△
 
9
4
,
4
2
6

就
農

支
援

資
金

貸
付

事
業

△
 
3
8
4

県
営

林
造

成
事

業
△

 
9
,
7
4
1

林
業

改
善

資
金

助
成

事
業

△
 
3
1
,
0
0
0

沿
岸

漁
業

改
善

資
金

助
成

事
業

△
 
3
1
,
3
2
5

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業
△

 
3
9
,
4
9
0

公
共

用
地

先
行

取
得

事
業

3
3
8

住
宅

管
理

1
2
8
,
9
5
8

計
5
0
,
5
9
3
,
4
4
7

計
1
9
,
9
4
9
,
5
0
1

1
6
,
7
5
8
,
6
1
7

3
,
1
9
0
,
8
8
4

4
6
6
,
9
0
7
,
3
0
3

4
7
9
,
4
5
0
,
6
7
0

△
 
1
2
,
5
4
3
,
3
6
7

4
1
,
2
4
0
,
9
6
4

1
,
0
4
3
,
5
8
0
,
4
0
7

1
0
1
.
9

6
,
7
2
3
,
0
3
2

8
9
,
1
4
8

1
,
0
0
2
,
3
3
9
,
4
4
3

3
2
4
,
3
3
6

9
2
,
3
7
0

3
0
5
,
1
0
6

4
3
9

合
　

　
　

　
計

9
6
,
9
1
8
.
2

1
0
5
.
4

8
2
.
3

4
9
.
0

9
8
.
7

8
8
.
5

1
0
4
.
1

6
6
.
1

令令
和和
６６
年年
度度
特特
別別
会会
計計
予予
算算
のの
対対
前前
年年
度度
比比
較較

比
　

　
　

較

2
4
,
8
3
5

×
1
0
0

4
9
7
,
7
3
5
,
7
8
2

2
4
,
0
6
9
,
6
2
5

(
Ａ

)
 
－

 
(
Ｂ

)

令
和

５
年

度
最

終
予

算
額

(
Ｂ

)
会

　
　

計
　

　
名

9
7
.
4

1
2
0
,
1
4
8

9
7
.
0

4
3
4
.
7

1
1
9
.
0

7
4
.
2

令
和

６
年

度
最

終
予

算
額

(
Ａ

)

4
3
3
,
7
1
5

3
4
4
,
5
9
6

5
2
7
,
3
1
3

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

3
1
4
,
5
9
5

2
3
,
0
5
2

1
8
5
,
1
6
6

2
9
,
4
2
5

5
0
6
,
1
3
0
,
1
5
6

国
民

健
康

保
険

地 方 公 営 企 業 法 非 適

用 の 公 営 企 業 会 計普  通  会  計  に  属  す  る  特  別  会  計

5
2
4
,
4
4
7
,
8
4
4

5
5
6
,
7
2
3
,
6
0
3

2
9
,
0
4
1

6
1
,
0
4
5

9
0
,
7
4
0

3
0
,
3
1
5

1
3
1
.
5

1
1
9
.
0

3
,
1
9
0
,
8
8
4

1
6
,
7
5
8
,
6
1
7

1
9
,
9
4
9
,
5
0
1

1
0
1

6
,
8
5
1
,
9
9
0

1
1
0
.
0

-
 
2
6
 
-
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令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

ⅠⅠ
　　
県県
民民
負負
担担
のの
状状
況況

ⅡⅡ
　　
一一
時時
借借
入入
金金
のの
状状
況況

（
単

位
：

千
円

）

区
　

　
　

　
分

一
時

借
入

金
借

入
現

在
高

区
　

　
　

　
分

一
時

借
入

金
借

入
現

在
高

令
和

６
年

1
0
月

末
現

在
0

令
和

７
年

１
月

末
現

在
0

令
和

６
年

1
1
月

末
現

在
1
,
0
7
1
,
1
5
7

令
和

７
年

２
月

末
現

在
0

令
和

６
年

1
2
月

末
現

在
3
,
4
8
3
,
3
7
4

令
和

７
年

３
月

末
現

在
0

第
３

　
県

民
負

担
の

状
況

等

令令
和和
７７
年年
度度
当当
初初
予予
算算
（（
一一
般般
会会
計計
））

県県
民民
１１
人人
当当
たた
りり
のの
目目
的的
別別
支支
出出
額額
のの
状状
況況

県県
民民
１１
人人
当当
たた
りり
県県
税税
のの
負負
担担
状状
況況

　
令

和
７

年
度

一
般

会
計

歳
入

歳
出

予
算

の
総

額
は

、
２

兆
1
,
8
7
7
億

8
,
2
7
1
万

円
で

県
民

１
人

当
た

り
の

額
（

人
口

は
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

の
住

民
基

本
台

帳
登

載
人

口
に

よ
る

。
）

に
す

る
と

、
4
3
1
,
3
2
7
円

と
な

っ
て

い
ま

す
。

県
税

の
歳

入
予

算
額

は
、

7
,
9
8
9
億

2
,
3
7
4
万

円
で

、
県

民
１

人
当

た
り

の
税

負
担

額
は

、
1
5
7
,
5
1
0
円

と
な

っ
て

い
ま

す
。

　
県

民
１

人
当

た
り

の
目

的
別

支
出

額
及

び
県

税
の

負
担

状
況

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和
６６
年年
度度
下下
半半
期期
一一
時時
借借
入入
金金
のの
状状
況況

　
一

時
借

入
金

は
、

県
税

、
国

庫
支

出
金

等
の

収
入

が
、

こ
れ

を
財

源
と

す
る

事
業

費
等

の
支

出
時

期
と

必
ず

し
も

一
致

し
な

い
た

め
、

一
時

的
に

資
金

が
不

足
す

る
こ

と
に

な
る

場
合

に
、

あ
ら

か
じ

め
議

会
の

議
決

を
経

た
額

の
範

囲
内

で
金

融
機

関
な

ど
か

ら
年

度
内

に
返

還
す

る
こ

と
を

条
件

に
借

り
入

れ
る

も
の

で
す

。
　

令
和

６
年

度
下

半
期

に
お

け
る

各
月

末
の

一
時

借
入

金
の

現
在

高
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

県
民
１
人
当
た
り

の
税
負
担
額

1
5
7
,
5
1
0
円

教
育
費

6
7
,
8
8
0
円

（
1
5
.
7
％
）

公
債
費

4
9
,
8
4
0
円

（
1
1
.
6
％
）

保
健
費

4
9
,
5
6
7
円

（
1
1
.
5
％
）

商
工
費

4
8
,
2
7
6
円

（
1
1
.
2
％
）

生
活

労
働

費

4
1
,
1
9
4
円

（
9
.
6
％

）

警
察

費

2
9
,
4
0
4
円

（
6
.
8
％

）

県
土
整
備
費

2
6
,
0
3
6
円

（
6
.
0
％
）

諸
支
出
金

8
8
,
7
2
2
円

（
2
0
.
6
％
）

総
務

費

1
4
,
3
4
0
円

（
3
.
3
％

）

農
林
水
産
業
費

1
1
,
6
3
5
円

(
2
.
7
％
)

県
民
１
人

当
た
り
の
額

4
3
1
,
3
2
7
円災

害
復
旧
費

2
,
9
1
1
円

(
0
.
7
％

)

環
境

費
8
4
6
円

(
0
.
2
％

)

議
会

費
6
3
7
円

(
0
.
1
％

)

予
備

費
3
9
円

(
0
.
0
％

)

県
た
ば
こ
税

1
,
3
0
9
円

(
0
.
8
％
)

ゴ
ル
フ
場
利
用
税

2
0
7
円

(
0
.
1
％
)

旧
法
に
よ
る
税

１
円

(
0
.
0
％
)

鉱
区

税
１
円

(
0
.
0
％
)

宿
泊

税
3
8
7
円

(
0
.
3
％
)

産
業
廃
棄
物
税

4
1
円

(
0
.
0
％
)

狩
猟

税
4
円

(
0
.
0
％
)

法
人
事
業
税

3
9
,
1
1
5
円

(
2
4
.
8
％
) 個
人
事
業
税

1
,
7
0
4
円

(
1
.
1
％
)

個
人
県
民
税

3
2
,
4
9
2
円

(
2
0
.
6
％
)

法
人
県
民

税

3
,
5
4
6
円

(
2
.
3
％

)

利
子
割

1
3
1
円

(
0
.
1
％
)

県
民
税

3
6
,
1
6
9
円

(
2
3
.
0
％
)

不
動
産
取
得
税

3
,
8
9
5
円

(
2
.
5
％
)

事
業
税

4
0
,
8
1
9
円

(
2
5
.
9
％
)

普
通
税

1
5
7
,
0
7
8
円

(
9
9
.
7
％
)

目
的
税

4
3
2
円

(
0
.
3
％
)

軽
油
引
取
税

7
,
2
8
4
円

(
4
.
6
％
)

地
方
消
費
税

5
4
,
0
4
5
円

(
3
4
.
3
％
)

自
動
車
税

1
3
,
3
4
8
円

(
8
.
5
％
)

-
 
2
7
 
-
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第
４

 
公

営
企
業

会
計

の
状
況

 
 ⅠⅠ

  
電電
気気
事事
業業
会会
計計

  

((
11
))
  
事事
業業
のの
概概
況況

  

(
ｲ
)
 

施
設

の
概

要
 

本
県

の
電

気
事

業
は

、
矢

部
川

水
系

の
日

向
神

ダ
ム

及
び

松
瀬

ダ
ム

並
び

に
那

珂
川

水
系

の
南

畑
ダ

ム
の

貯

水
を

利
用

し
て

、
八

女
市

黒
木

町
の

大
渕

発
電

所
（

最
大

出
力

7
,
5
0
0
k
W
）

及
び

木
屋

発
電

所
（

最
大

出
力

6
,
0
0
0
kW

）
並

び
に

那
珂

川
市

の
ち

く
し

発
電

所
（

最
大

出
力

5
5
0
k
W
）

で
、

年
間

目
標

供
給

電
力

量

4
5
,
6
0
2
,
0
0
0
kW

時
の

発
電

を
行

い
、

九
州

電
力

㈱
に

供
給

し
て

い
ま

す
。

 

(
ﾛ
)
 

発
電

の
概

要
 

令
和

６
年

度
下

半
期

に
お

け
る

発
電

の
概

要
は

、
次

表
の

と
お

り
で

す
。

 

 

令令
和和
６６
年年
度度
  
下下
半半
期期
月月
別別
発発
電電
実実
績績
表表

  

（
単

位
：
kW
h
）

 

月
 

別
 

発
生

電
力

量
 

所
内

消
費

電
力

量
 

供
給

電
力

量
 

1
0
 

4
,
8
8
5
,
7
71
 

4
6
,
1
3
8 

4
,
8
3
9
,
6
33
 

1
1
 

1
,
1
9
2
,
1
48
 

9
,
7
7
5 

1
,
1
8
2
,
3
73
 

1
2
 

5
7
2
,
9
7
3 

6
,
7
9
1 

5
6
6
,
1
8
2 

１
 

2
,
3
4
4
,
5
76
 

3
0
,
5
1
3 

2
,
3
1
4
,
0
63
 

２
 

1
,
8
2
1
,
5
95
 

2
5
,
3
7
8 

1
,
7
9
6
,
2
17
 

３
 

1
,
6
7
7
,
1
80
 

2
5
,
3
5
5 

1
,
6
5
1
,
8
25
 

計
 

1
2
,
4
9
4
,
24

3 
1
4
3
,
9
5
0 

1
2
,
3
5
0
,
29

3 

 

令令
和和
６６
年年
度度
  
下下
半半
期期
業業
務務
量量

  

（
単

位
：
kW
h
，

％
）

 

区
 

 
 
 

分
 

目
標

供
給

電
力

量
 

発
生

電
力

量
 

供
給

電
力

量
 

達
 

成
 

率
 

令
和

６
年

1
0
月

 
1日

か
ら

 

令
和

７
年

３
月

3
1日

ま
で

 
1
2
,
1
2
5
,
00

0 
1
2
,
4
9
4
,
24

3 
1
2
,
3
5
0
,
29

3 
1
0
1
.
9 

 

((
22
))
  
経経
理理
のの
状状
況況

  

(
ｲ
)
 

経
理

の
概

要
 

令
和

６
年

度
下

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算

表
は

「
別

表
１

」
、

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
計

算
書

は
「

別

表
２

」
の

と
お

り
で

す
。

 

 

((
33
))
  
予予
算算
のの
概概
要要

  

令
和

７
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

会
計

の
予

算
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。
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号

収
　

　
　

　
入

支
　
　
　
　
出

第
１

款
　

電
気

事
業

収
益

第
１
款
　
電
気
事
業
費

　
第

１
項

　
営

業
収

益
　
第
１
項
　
営
業
費
用

　
第

２
項

　
財

務
収

益
　
第
２
項
　
財
務
費
用

　
第

３
項

　
事

業
外

収
益

　
第
３
項
　
事
業
外
費
用

　
第
４
項
　
予
備
費

収
　

　
　

　
入

支
　
　
　
　
出

第
１

款
　

資
本

的
収

入
第
１
款
　
資
本
的
支
出

 
 
第

１
項

　
第
１
項
　
建
設
改
良
費

　
第
２
項
　
投
資

　
第
３
項
　
予
備
費

「「
別別
表表
１１
」」

（
単
位
：
円
）

5
5
6
,
7
7
2

5
3
4
,
6
4
8

1
0

1
2
,
8
5
2
 

 

残
　

　
　

高千
円

3
,
3
0
6
,
8
6
9
 

千
円

5
,
0
0
0

現
金

預
金

 

残
　

　
　

高

千
円

5
5
6
,
7
7
2

千
円

千
円

5
4
3
,
0
3
2

千
円

2
,
2
4
2

貸
　

　
　

　
　

方

 
建

設
仮

勘
定

5
,
0
0
0

2
4
0
,
0
0
0

7
,
0
2
5
,
8
5
4
 

千
円

合
　

　
　

計

1
7
0
,
6
7
6

1
0
0
,
0
0
0

 
 

1
5
8
,
2
5
3
,
1
2
6
 

2
2
,
5
9
5
,
5
7
4
 

1
1
,
4
9
8

他
会

計
貸

付
金

千
円

2
4
0
,
0
0
0
,
0
0
0
 

合
　

　
　

計

千
円

 

 
5
8
,
7
0
6
,
4
8
7
 

2
,
3
4
0
,
4
3
1
,
7
9
8
 

6
0
4
,
1
5
3
,
5
8
3
 

6
,
0
2
1
,
6
3
6
,
7
8
0
 

2
4
0
,
0
0
0
,
0
0
0
 

5
4
5
,
4
4
7
,
0
9
6
 

営
業

未
収

入
金

 

 

2
,
3
7
8
,
1
3
9
 

 

1
7
,
3
8
3
,
2
0
0
 

1
7
,
3
8
3
,
2
0
0
 

 

 

3
,
6
5
7
,
7
0
9
,
4
7
5
 

1
5
8
,
2
5
3
,
1
2
6
 

3
,
6
8
1
,
2
0
4
,
9
8
2
 

合合
　　
計計
　　
残残
　　
高高
　　
試試
　　
算算
　　
表表

千
円

2
,
3
7
8
,
1
3
9
 

 

1
,
8
1
9
,
1
3
7
 

1
,
8
1
9
,
1
3
7
  

3
,
6
3
5
,
1
1
3
,
9
0
1
 

減
価

償
却

累
計

額

業
務

設
備

千
円

借
　

　
　

　
　

方

2
4
0
,
0
0
0

5
,
2
8
5
,
4
1
7
,
6
0
1
 

 
5
,
4
2
6
,
7
4
8
,
0
4
2
 

2
7
5
,
6
7
6

（
令
和
７
年
３
月
3
1
日
現
在
）

1
4
1
,
3
3
0
,
4
4
1
 

  
 

1
5
5
,
8
2
8
 

諸
未

収
入

金

千
円

1
6
8
,
6
8
0
 

貯
蔵

品

3
,
7
1
8
,
9
8
5
 

（
収

益
的
収
入
及
び
支
出
）

（
資

本
的
収
入
及
び
支
出
）

科
　

　
　

　
　

目

水
力

発
電

設
備

減
価

償
却

累
計

額

 

千
円

千
円

1
7
,
1
1
4

千
円

1
9
5
,
2
9
0
,
0
0
0
 

 

特
別

修
繕

引
当

金

1
9
,
4
5
2
,
0
0
0
 

4
2
,
5
8
2
,
9
9
2
 

1
8
,
5
0
0
,
0
0
0
 

1
8
1
,
8
5
5
,
4
5
9
 

2
0
,
8
0
1
,
6
4
6
 

 
1
,
8
1
1
,
0
0
0
 

法
定

福
利

費
引

当
金

3
,
6
3
4
,
0
0
0
 

退
職

給
付

引
当

金

6
3
,
3
8
4
,
6
3
8
 

2
4
7
,
1
4
3
,
4
3
4
 

 
9
,
6
6
5
,
0
0
0
 

4
,
8
5
3
,
6
2
1
 

6
5
,
2
8
7
,
9
7
5
 

賞
与

引
当

金

前
払

金

1
1
5
,
8
7
7
,
4
3
5
 

1
2
0
,
7
3
1
,
0
5
6
 

 

9
,
7
8
7
,
0
0
0
 

未
払

費
用

未
払

金

1
9
5
,
2
9
0
,
0
0
0
 

3
2
,
2
8
8
,
5
6
7

仮
払

消
費

税
3
2
,
2
8
8
,
5
6
7

1
,
8
2
3
,
0
0
0
 

 
 

大
規

模
点

検
引

当
金

1
8
,
5
0
0
,
0
0
0
 

他
会
計
貸
付
金
元
金
収
入

-
 
2
9
 
-
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3
7
7
,
5
9
6
,
8
0
3

3
,
2
5
3
,
5
0
8
,
6
5
4

3
,
2
5
3
,
5
0
8
,
6
5
4

資
本

金

電
力

料

6
2
4
,
5
2
4
,
2
2
3

3
5
,
9
2
8

1
8
,
1
8
9
,
0
3
5

6
2
4
,
5
2
4
,
2
2
3

2
,
6
3
5
,
0
0
0

1
0
,
8
5
9
,
0
0
0

一
般

管
理

費

水
力

発
電

費

雑
収

益

2
7
0
,
1
8
2

受
取

利
息

1
3
,
4
4
2
,
3
8
8
,
3
3
4

8
,
5
8
5
,
5
2
2
,
4
6
8

3
9
1
,
9
7
3

2
,
4
3
2
,
0
4
5

4
,
0
1
7
,
0
4
0

2
4
3
,
5
0
4

2
9
5
,
2
9
5

6
8
,
6
3
6
,
1
1
5

8
,
5
8
5
,
5
2
2
,
4
6
8

3
5
,
9
2
8

国
庫

補
助

金

1
8
5
,
8
1
6

5
2
6
,
2
8
9
,
7
6
7

営
業

雑
収

益

長
期

前
受

金
戻

入

1
8
,
1
8
9
,
0
3
5
未
処
分
利
益
剰
余
金

建
設

改
良

積
立

金

雑
損

失

4
1
,
5
7
6
,
9
0
4

受
託

運
転

益

6
9
,
0
2
8
,
0
8
8

3
8
0
,
0
2
8
,
8
4
8

1
3
,
4
4
2
,
3
8
8
,
3
3
4

2
9
5
,
2
9
5

2
3
2
,
1
2
5

2
7
0
,
1
8
2

過
年
度
損
益
修
正
益

計

1
1
,
3
7
9

預
り

金

修
繕

引
当

金
2
4
,
2
5
2
,
2
8
8

1
8
5
,
8
1
6

4
,
0
1
7
,
0
4
0

2
,
6
3
5
,
0
0
0

2
4
,
2
5
2
,
2
8
8

1
0
,
8
5
9
,
0
0
0

4
8
4
,
7
1
2
,
8
6
3

5
6
,
6
9
6
,
1
8
6

5
5
,
9
3
4
,
4
3
8

7
6
1
,
7
4
8

4
9
,
9
3
2
,
2
9
1

4
9
,
9
3
2
,
2
9
1
長
期
前
受
金
収
益
化
累
計
額

そ
の
他
の
資
本
剰
余
金

5
6
,
6
1
8
,
5
6
5

5
6
,
6
1
8
,
5
6
5

5
3
,
9
9
2
,
4
3
9
仮

受
消

費
税

5
3
,
9
9
2
,
4
3
9

5
8
,
6
0
8
,
9
4
2

5
8
,
6
0
8
,
9
4
2

長
期

前
受

金

-
 
3
0
 
-
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「「
別別
表表
２２
」」

資
金

期
末

残
高

2
,
3
4
0
,
4
3
1
,
7
9
8
 

資
金

減
少

額
1
1
7
,
5
3
5
,
4
2
0
 

資
金

期
首

残
高

2
,
4
5
7
,
9
6
7
,
2
1
8
 

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
3
1
0
,
3
7
3
,
2
3
3
 

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
3
1
0
,
3
7
3
,
2
3
3
 

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

1
9
2
,
8
3
7
,
8
1
3
 

２
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

利
息

の
受

取
額

2
,
1
9
3
,
0
0
0
 

小
計

1
9
0
,
6
4
4
,
8
1
3
 

預
り

金
の

増
加

額
2
8
1
 

貯
蔵

品
の

減
少

額
1
2
,
8
5
2
 

未
払

金
の

増
加

額
1
5
,
2
9
5
,
5
9
6
 

未
払

費
用

の
増

加
額

2
,
3
3
3
,
2
3
2
 

未
収

入
金

の
増

加
額

△
1
8
,
8
3
2
,
0
4
2
 

受
取

利
息

△
4
,
0
1
7
,
0
4
0
 

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
2
7
0
,
1
8
2
 

固
定

資
産

除
却

損
1
,
1
8
9
,
2
4
2
 

法
定

福
利

費
引

当
金

の
増

加
額

1
2
,
0
0
0
 

大
規

模
点

検
引

当
金

の
増

加
額

3
,
7
0
0
,
0
0
0
 

特
別

修
繕

引
当

金
の

増
加

額
2
9
,
9
6
6
,
0
0
0
 

賞
与

引
当

金
の

増
加

額
1
2
2
,
0
0
0
 

減
価

償
却

費
1
0
9
,
3
8
4
,
6
7
5
 

退
職

給
付

引
当

金
の

減
少

額
△

4
,
6
3
5
,
6
1
4
 

キキ
ャャ
ッッ
シシ
ュュ
・・
フフ
ロロ
ーー
計計
算算
書書

（
令

和
６

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
７

年
３

月
3
1
日

ま
で

）

１
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

当
年

度
純

利
益

5
6
,
3
8
3
,
8
1
3
 

-
 
3
1
 
-
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 ⅡⅡ
  
工工
業業
用用
水水
道道
事事
業業
会会
計計
  

((
11
))
  
事事
業業
のの
概概
況況
  

本
県

の
工

業
用

水
道

事
業

は
、
苅

田
、
大

牟
田
、
鞍
手
・
宮

田
及

び
田
川

の
四

事
業
で
、
令
和
６

年
度
下

半
期

に
お
け

る
そ

れ
ぞ

れ
の

事
業

の
概

要
は

次
の
と
お

り
で
す

。
 

 

①
 
苅
田

工
業

用
水

道
事

業
 

(
ｲ
) 

施
設

の
概

要
 

こ
の
事

業
は

、
行

橋
市

を
貫

流
す

る
二
級

河
川
今

川
下
流

に
取
水

堰
を
設

け
て
、
最
大
取
水
量
１
日
当
た
り

90
,0
00

㎥
を

取
水

し
、

そ
の

う
ち

１
日

当
た

り
15
,0
00

㎥
を

渇
水

時
に

備
え

て
殿

川
ダ

ム
（

有
効

貯
水

量

1,
15
0,
00
0㎥

）
に
貯
水
し
、
残
り
の
１
日
当
た
り
75
,0
00
㎥

を
苅
田
町
内
の
企
業
に
対
し
て
工
業
用
水
を
供
給

す
る
も
の
で
、
Ｕ
Ｂ
Ｅ
三
菱
セ
メ
ン
ト
㈱
九
州
工
場
苅
田
第
二
地
区
ほ
か
22
社
に

対
し
、

１
日
当

た
り

4
8
,1
30

㎥
の

供
給

を
行

い
ま

し
た

。
 

(
ﾛ
) 

給
水

の
概

要
 

令
和

６
年

度
下
半
期
に

お
け

る
給

水
の
実

績
は
次

の
と
お

り
で
す

。
 

 

令令
和和
６６
年年
度度

  
下下
半半
期期
給給
水水
実実
績績
表表
  

給
水
能
力

 
75
,
00
0㎥

/日
（

単
位

：
㎥
）
 

月
 
別

 
基

本
使

用
水

量
 

超
過

使
用

水
量

 
合

 
 

 
 

 
計

 

1
0 

1
,
44
3,
90
0
 

7
5
1 

1
,
44
4,
65
1
 

1
1 

1
,
49
2,
03
0
  

5
9
6 

1
,
49
2,
62
6
  

1
2 

1
,
44
3,
90
0
 

3
9
7  

1
,
44
4,
29
7
  

１
 

1
,
58
8,
29
0
 

4
1
4 

1
,
58
8,
70
4
 

２
 

1
,
39
5,
77
0
 

7
1
8 

1
,
39
6,
48
8
 

３
 

1
,
34
7,
64
0
 

3
0
3 

1
,
34
7,
94
3
 

計
 

8
,
71
1,
53
0
 

3
,
17
9 

8
,
71
4,
70
9
 

 ②
 
大
牟

田
工

業
用

水
道

事
業

 

(
ｲ
) 

施
設

の
概

要
 

こ
の
事

業
は
、

有
明

・
大

牟
田
地

区
新

産
業
都
市
建

設
促

進
の
た

め
の

基
盤
事

業
の

一
環

と
し
て

計
画

さ
れ

た
も
の

で
、
熊

本
県

を
流
れ

る
一

級
河

川
菊
池
川
下

流
白
石

地
点

か
ら

１
日
当

た
り

80
,0
00
㎥

を
取
水

し
、
大

牟
田
地
区
に
対
し
工
業
用
水
を
供
給
す
る
も
の
で
、
三
井
化
学
㈱
大
牟
田
工
場
ほ
か
17
社
に
対
し
､１

日
当
た
り

73
,1
60
㎥

の
供
給
を
行

い
ま

し
た

。
 

(
ﾛ
) 

給
水

の
概

要
 

令
和

６
年

度
下
半
期
に

お
け

る
給

水
の
実

績
は
次

の
と
お

り
で
す

。
 

 

令令
和和
６６
年年
度度

  
下下
半半
期期
給給
水水
実実
績績
表表
  

給
水
能
力

 
74
,
40
0㎥

/日
（
単
位

：
㎥
）
 

月
 
別

 
基

本
使

用
水

量
 

超
過

使
用

水
量

 
合

 
 

 
 

 
計

 

1
0 

2
,
19
4,
80
0
 

0
 

2
,
19
4,
80
0
 

1
1 

2
,
26
7,
96
0
 

0
 

2
,
26
7,
96
0
 

1
2 

2
,
19
4,
80
0
 

0
 

2
,
19
4,
80
0
 

１
 

2
,
41
4,
28
0
 

0
 

2
,
41
4,
28
0
 

２
 

2
,
12
1,
64
0
 

0
 

2
,
12
1,
64
0
 

３
 

2
,
04
8,
48
0
 

0
 

2
,
04
8,
48
0
 

計
 

1
3
,2
41
,9
60
 

0
 

1
3
,2
41
,9
60
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③
 
鞍
手

・
宮

田
工

業
用

水
道

事
業

 

(
ｲ
) 

施
設

の
概

要
 

こ
の

事
業

は
、

地
域

振
興

整
備

公
団

か
ら

鞍
手

工
業

用
水

道
及

び
宮

田
工

業
用

水
道

の
施

設
の

譲
渡

を
受

け
、
平

成
15

年
４

月
か

ら
事

業
開

始
し

た
も
の
で

、
鞍
手

町
に
所

在
す
る

木
月
池

及
び
浮

州
池
並

び
に
宮

若
市

の
犬

鳴
ダ

ム
を

水
源
と
し
て
、
中
間
市
、
宮
若
市
、
遠
賀
町
、
鞍
手
町
に
立
地
す
る
企
業
に
対
し
、
１
日
当
た

り
30
,3
50

ｍ
3
の

工
業

用
水

を
供

給
す

る
も

の
で
、

ト
ヨ
タ

自
動

車
九

州
㈱

ほ
か

12
社
に

対
し
、

１
日

当
た

り

10
,1
60
ｍ

3 の
供
給
を
行
い
ま
し
た
。

 

(
ﾛ
) 

給
水

の
概

要
 

令
和

６
年

度
下
半
期
に

お
け

る
給

水
の
実

績
は
次

の
と
お

り
で
す

。
 

 

令令
和和
６６
年年
度度

  
下下
半半
期期
給給
水水
実実
績績
表表
  

給
水
能
力

 
30
,
35
0㎥

/日
（
単
位

：
㎥
）
 

月
 
別

 
基

本
使

用
水

量
 

超
過

使
用

水
量

 
合

 
 

 
 

 
計

 

1
0 

3
0
4,
80
0
 

5
,
53
6 

3
1
0,
33
6
 

1
1 

3
1
4,
96
0
 

4
,
37
0 

3
1
9,
33
0
 

1
2 

3
0
4,
80
0
 

5
,
54
2 

3
1
0,
34
2
 

１
 

3
3
5,
28
0
 

4
,
83
8 

3
4
0,
11
8
 

２
 

2
9
4,
64
0
 

5
,
21
1 

2
9
9,
85
1
 

３
 

2
8
4,
48
0
 

4
,
66
2 

2
8
9,
14
2
 

計
 

1
,
83
8,
86
0
 

3
0
,1
59
 

1
,
86
9,
11
9
 

 

④
 
田
川

工
業

用
水

道
事

業
 

(
ｲ
) 

施
設

の
概

要
 

こ
の

事
業

は
、

独
立

行
政

法
人

中
小

企
業

基
盤
整

備
機
構

か
ら
田

川
工
業

用
水
道

の
施
設

の
譲
渡

を
受
け
、

平
成

2
6年

４
月

か
ら

事
業

開
始

し
た

も
の

で
、
陣
屋

ダ
ム
を

水
源
と
し
て
、
田
川
市
、
川
崎
町
に
立
地
す
る
企

業
に
対
し
、
１
日
当
た
り
10
,0
00
ｍ

3 の
工
業
用
水
を
供
給
す
る
も
の
で
、
三
好
食
品
工
業
㈱
ほ
か
13
社
に
対
し
、

１
日
当
た
り
7,
07
0ｍ

3 の
供
給
を
行

い
ま

し
た
。

 

(
ﾛ
) 

給
水

の
概

要
 

令
和

６
年

度
下
半
期
に

お
け

る
給

水
の
実

績
は
次

の
と
お

り
で
す

。
 

 

令令
和和
６６
年年
度度

  
下下
半半
期期
給給
水水
実実
績績
表表
  

給
水
能
力

 
10
,
00

0㎥
/日

（
単
位

：
㎥
）
 

月
 
別

 
基

本
使

用
水

量
 

超
過

使
用

水
量

 
合

 
 

 
 

 
計

 

1
0 

2
1
2,
10
0
 

2
3
,1
96
 

2
3
5,
29
6
 

1
1 

2
1
9,
17
0
 

1
5
,7
24
 

2
3
4,
89
4
  

1
2 

2
1
2,
10
0
 

1
5
,6
39
 

2
2
7,
73
9
 

１
 

2
3
3,
31
0
 

1
5
,7
55
 

2
4
9,
06
5
  

２
 

2
0
5,
03
0
 

2
3
,2
80
 

2
2
8,
31
0
  

３
 

1
9
7,
96
0
 

2
1
,8
67
 

2
1
9,
82
7
  

計
 

1
,
27
9,
67
0
 

1
1
5,
46
1
 

1
,
39
5,
13
1
 

 

((
22
))
  
経経
理理
のの
状状
況況
  

(
ｲ
) 

経
理

の
概

要
 

令
和

６
年

度
下

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算
表

は
「
別

表
１
」
、
キ
ャ

ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

計
算

書
は
「

別

表
２

」
の

と
お

り
で

す
。

 

(
ﾛ
) 

企
業

債
 

企
業

債
の

現
在

高
は

、
3,
5
35
,6
9
9
,2
0
7
円
で

す
。
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((
33
))
  
予予
算算
のの
概概
要要

　
　

　
 
令

和
７

年
度

福
岡

県
工

業
用

水
道

事
業

会
計

の
予

算
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

収
　

　
　

　
　

入
支

　
　

　
　

　
出

第
１

款
　

工
業

用
水

道
事

業
収

益
第

１
款

　
工

業
用

水
道

事
業

費

　
第

１
項

　
営

業
収

益
　

第
１

項
　

営
業

費
用

　
第

２
項

　
営

業
外

収
益

　
第

２
項

　
営

業
外

費
用

　
第

３
項

　
予

備
費

　
　

　

収
　

　
　

　
　

入
支

　
　

　
　

　
出

第
１

款
　

資
本

的
収

入
第

１
款

　
資

本
的

支
出

　
第

１
項

　
建

設
改

良
費

　
第

２
項

　
企

業
債

償
還

金

　
第

３
項

　
投

資

　
第

４
項

　
予

備
費

「「
別別
表表
１１
」」

（
単

位
：

円
）

1
2
,
5
7
3
,
4
1
9
,
9
1
6

2
4
3
,
9
0
0

4
7
1
,
9
1
6
,
1
2
9

1
9
1
,
2
6
9
,
4
3
0

残
　

　
　

高

1
9
1
,
2
6
9
,
4
3
0

9
7
1
,
8
9
0

機
械

及
び

装
置

3
,
4
5
3
,
7
5
3

千
円

3
,
0
9
8
,
1
1
0
,
6
9
3

2
6
7
,
2
1
3
,
7
7
4

合
　

　
　

計

構
築

物

3
,
1
0
3
,
3
8
7
,
1
9
0

建
物

減
価

償
却

累
計

額

貸
　

　
　

　
　

方5
0
0
,
0
0
0

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

千
円

合合
　　
計計
　　
残残
　　
高高
　　
試試
　　
算算
　　
表表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

6
7
4
,
0
5
1

科
　

　
　

　
　

目

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

0

2
,
0
6
4
,
5
3
4

借
　

　
　

　
　

方

7
5
,
1
1
5

2
0
,
0
0
0

建
物

4
7
2
,
1
6
0
,
0
2
9

2
6
7
,
2
1
3
,
7
7
4

1
2
,
6
1
6
,
0
2
0
,
0
0
0

建
設

仮
勘

定
3
8
1
,
0
7
3
,
9
4
1

1
1
,
5
4
9
,
3
3
7
,
8
8
7

営
業

未
収

入
金

千
円

9
,
4
9
5
,
5
6
5
,
1
5
5

7
,
4
8
8
,
5
4
8

1
0
7
,
1
2
0
,
0
0
0

千
円

千
円

4
2
,
6
0
0
,
0
8
4

千
円

5
,
1
4
0
,
2
1
1
,
9
4
6

機
械

装
置

減
価

償
却

累
計

額
2
,
0
0
3
,
5
1
0
,
5
9
1

5
,
2
7
6
,
4
9
7

千
円

2
,
1
5
9
,
6
4
9

1
,
3
5
3
,
4
6
2

1
6
9
,
4
1
1

残
　

　
　

高

千
円

千
円

3
,
7
3
1
,
6
8
0
,
0
9
9

1
,
1
4
5
,
5
5
4

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

2
,
4
2
1
,
5
6
6

2
,
1
0
4
,
2
2
6

3
1
7
,
3
4
0

千
円

4
,
3
5
1
,
1
0
2

5
8
7
,
5
1
4

3
,
2
0
5
,
5
4
8

3
7
7
,
1
3
5
,
7
2
4

2
,
0
4
0
,
2
8
7
,
8
9
2

1
4
,
9
6
1
,
4
4
4
,
7
7
2

5
1
,
5
0
0

3
7
,
5
6
8
,
4
4
1

1
,
8
7
2
,
3
5
6
,
6
8
2

そ
の

他
の

投
資

2
8
,
6
3
4
,
0
0
6

5
8
,
9
5
1
,
5
0
0

営
業

外
未

収
入

金

現
金

預
金

電
話

加
入

権

ダ
ム

使
用

権

地
上

権

1
1
,
1
7
2
,
2
0
2
,
1
6
3

9
,
2
8
3
,
2
7
1

1
,
7
9
4
,
7
2
3

8
,
9
3
4
,
4
3
5

1
6
7
,
9
3
1
,
2
1
0

5
,
4
6
5
,
8
7
9
,
6
1
7

5
8
,
9
5
1
,
5
0
0

5
1
,
5
0
0

千
円

1
0
,
0
0
0
千

円

3
9
,
1
9
4

2
7
3
,
9
5
3
,
9
4
1

そ
の

他
の

有
形

固
定

資
産

工
具

器
具

備
品

減
価

償
却

累
計

額

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

千
円

2
,
7
2
6
,
5
8
9

2
,
0
0
0
,
0
5
6
,
8
3
8

9
,
2
0
4
,
8
5
8

3
,
7
2
4
,
5
9
6

施
設

利
用

権

合
　

　
　

計

5
8
7
,
5
1
4

共
有

設
備

車
両

運
搬

具

5
,
1
4
1
,
1
8
3
,
8
3
6

土
地

3
9
,
1
9
4

1
1
,
0
0
9
,
0
5
9

共
有

設
備

減
価

償
却

累
計

額

9
,
2
0
4
,
8
5
8

1
,
2
9
2
,
1
6
7

6
,
7
6
9
,
1
3
8
,
6
8
0

1
1
5
,
0
3
2
,
3
7
4

工
具

器
具

及
び

備
品

3
,
7
7
8
,
1
5
1

1
1
,
0
0
9
,
0
5
9

6
,
6
5
4
,
1
0
6
,
3
0
6

3
,
7
3
2
,
9
7
2
,
2
6
6

5
3
,
5
5
5

2
,
7
2
6
,
5
8
9

1
2
1
,
3
0
3
,
0
0
0

2
7
8
,
4
1
9
,
6
0
0

前
払

金
1
5
7
,
1
1
6
,
6
0
0

前
払

費
用

-
 
3
4
 
-



73
令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

1
4
,
3
3
6
,
5
2
6
そ

の
他

預
り

金
1
6
,
7
3
6
,
6
1
6

2
,
4
0
0
,
0
9
0

過
年
度
損
益
修
正
益

8
4
1
,
8
9
0

8
4
1
,
8
9
0

1
1
0
,
7
5
0
,
1
3
3

企
業
債
（
固
定
負
債
）

1
9
0
,
0
3
3
,
7
1
3

3
,
3
6
6
,
2
8
8
,
8
5
0

3
9
,
8
4
1

3
9
,
8
4
1
過
年
度
損
益
修
正
損

9
,
3
0
0

1
2
3
,
7
0
3
,
0
6
6

2
1
,
9
8
7
,
1
2
5

2
1
,
9
9
6
,
4
2
5
貯

蔵
品

仮
払

消
費

税
9
5
,
7
8
5
,
2
6
6

9
5
,
7
8
5
,
2
6
6

1
2
,
9
5
2
,
9
3
3

1
6
9
,
4
1
0
,
3
5
7

6
3
5
,
6
4
3
,
7
5
3

3
,
5
3
5
,
6
9
9
,
2
0
7

1
2
,
6
8
1
,
0
0
0
賞

与
引

当
金

2
5
,
7
3
9
,
0
0
0

1
5
1
,
1
9
5
,
0
9
0

2
5
4
,
9
7
6
,
7
1
4

未
払

費
用

2
,
4
7
2
,
0
0
0

4
2
1
,
7
5
9
,
4
4
9

企
業
債
（
流
動
負
債
）

8
3
1
,
3
7
8
,
2
0
7

2
3
6
,
0
8
9
,
5
5
2

7
,
7
1
1
,
5
0
0

7
,
7
8
3
,
6
9
4
,
5
7
2

資
本

金

修
繕

引
当

金

建
設

改
良

積
立

金

国
庫

補
助

金

7
,
7
8
4
,
0
5
1
,
3
8
3

8
4
3
,
7
7
7

2
1
2
,
3
3
8
,
1
1
2

4
9
4
,
6
2
9
,
1
4
7

1
3
,
0
5
8
,
0
0
0

1
0
2
,
8
5
2
,
7
2
3

1
6
,
3
7
1
,
8
8
2
,
2
8
9

法
定
福
利
費
引
当
金

長
期

前
受

金

仮
受

消
費

税

6
4
,
8
9
0
,
0
7
9
,
4
1
8

4
9
,
9
4
1
,
2
2
7
,
2
9
6

6
4
,
8
9
0
,
0
7
9
,
4
1
8

雑
支

出

7
4
9
,
6
0
5
,
8
6
1

4
1
6
,
9
2
0

9
,
5
0
3
,
8
9
3

前
受

金

1
6
,
3
7
2
,
7
2
6
,
0
6
6

1
2
4
,
2
2
2
,
2
6
4

1
,
6
4
7
,
5
1
5
,
0
1
8

9
,
5
0
3
,
8
9
3

4
8
7
,
1
5
5

1
,
6
4
7
,
5
1
5
,
0
1
8

業
務

費

4
9
,
9
4
1
,
2
2
7
,
2
9
6

4
1
6
,
9
2
0

計

4
,
6
1
0
,
3
0
3

雑
収

益

1
2
3
,
7
3
5
,
1
0
9

支
払

利
息

一
般

管
理

費

4
,
6
1
0
,
3
0
3

2
1
3
,
8
8
4
,
3
0
4

9
6
,
3
1
3
,
6
8
8

退
職

給
付

引
当

金

1
1
8
,
5
4
8
,
1
7
1

1
,
4
2
6
,
0
0
3
,
5
2
9

1
6
9
,
4
1
0
,
3
5
7

1
3
,
6
9
1
,
1
3
7
,
3
2
7

1
,
3
0
7
,
4
5
5
,
3
5
8

2
,
5
3
6
,
0
0
0

2
9
9
,
9
5
9
,
9
1
8

1
5
0
,
6
5
1
,
4
2
7

1
0
0
,
8
4
3
,
5
5
0

2
9
9
,
9
5
9
,
9
1
8

3
5
6
,
8
1
1

1
5
0
,
6
5
1
,
4
2
7

1
,
9
2
2
,
7
8
1
,
4
2
4

2
8
5
,
7
1
4
,
5
6
2

2
4
,
9
8
2
,
1
9
3

1
1
,
7
2
8
,
7
5
9

2
,
8
1
7
,
0
7
3

2
4
7
,
5
0
8
,
7
7
8

9
4
9
,
9
2
6
,
3
7
8

3
5
9
,
4
4
4
,
0
7
0

未
払

金

1
3
,
6
9
1
,
1
3
7
,
3
2
7

5
,
0
0
8
,
0
0
0

2
1
2
,
3
3
8
,
1
1
2

1
1
0
,
5
6
4
,
2
2
3

長
期
前
受
金
収
益
化
累
計
額

1
0
0
,
8
4
3
,
5
5
0

1
1
,
7
2
8
,
7
5
9

営
業

雑
収

益

2
4
,
9
8
2
,
1
9
3

2
8
5
,
7
1
4
,
5
6
2

受
贈

財
産

評
価

額

2
,
1
5
8
,
8
7
0
,
9
7
6

給
水

収
益

減
債

積
立

金

未
処
分
利
益
剰
余
金

受
取

利
息

固
定

資
産

売
却

益
2
,
8
1
7
,
0
7
3

1
1
8
,
5
4
8
,
1
7
1

長
期

前
受

金
戻

入

-
 
3
5
 
-



74
令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

「「
別別
表表
２２
」」

資
金

期
首

残
高

5
,
3
9
7
,
6
2
0
,
3
7
4
 

資
金

期
末

残
高

5
,
4
6
5
,
8
7
9
,
6
1
7
 

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
1
9
0
,
0
3
3
,
7
1
3
 

資
金

増
加

額
6
8
,
2
5
9
,
2
4
3
 

企
業

債
の

償
還

に
よ

る
支

出
△

1
9
0
,
0
3
3
,
7
1
3
 

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
5
0
4
,
3
8
8
,
8
9
1
 

３
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

国
庫

補
助

金
等

に
よ

る
収

入
9
,
1
1
9
,
3
2
5
 

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
5
1
3
,
5
0
8
,
2
1
6
 

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

7
6
2
,
6
8
1
,
8
4
7
 

２
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

利
息

の
受

取
額

1
8
,
2
4
8
 

利
息

の
支

払
額

△
9
,
5
0
3
,
8
9
3
 

小
計

7
7
2
,
1
6
7
,
4
9
2
 

そ
の

他
預

り
金

の
減

少
額

△
1
,
6
2
4
,
8
2
3
 

前
払

費
用

の
減

少
額

7
,
4
8
8
,
5
4
8
 

前
受

金
の

減
少

額
△

2
5
4
,
9
7
6
,
7
1
4
 

貯
蔵

品
の

減
少

額
9
,
3
0
0
 

未
払

金
の

増
加

額
3
2
,
1
3
2
,
5
0
0
 

未
払

費
用

の
減

少
額

△
5
4
,
8
8
1
,
4
0
2
 

未
収

入
金

の
増

加
額

△
9
,
0
3
2
,
5
7
6
 

支
払

利
息

9
,
5
0
3
,
8
9
3
 

固
定

資
産

売
却

益
△

2
,
8
1
7
,
0
7
3
 

過
年

度
損

益
修

正
損

3
9
,
8
4
1
 

受
取

利
息

△
4
,
6
1
0
,
3
0
3
 

固
定

資
産

除
却

費
4
,
2
1
5
,
5
5
2
 

修
繕

引
当

金
の

減
少

額
△

6
,
8
0
5
,
5
2
0
 

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
2
8
5
,
7
1
4
,
5
6
2
 

賞
与

引
当

金
の

増
加

額
3
7
7
,
0
0
0
 

法
定

福
利

費
引

当
金

の
増

加
額

6
4
,
0
0
0
 

減
価

償
却

費
8
5
0
,
9
0
8
,
1
5
0
 

退
職

給
付

引
当

金
の

増
加

額
1
5
,
6
2
6
,
2
5
8
 

キキ
ャャ
ッッ
シシ
ュュ
・・
フフ
ロロ
ーー
計計
算算
書書

（
令

和
６

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
７

年
３

月
3
1
日

ま
で

）

１
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

当
年

度
純

利
益

4
7
2
,
2
6
5
,
4
2
3
 

-
 
3
6
 
-
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ⅢⅢ
  
工工
業業
用用
地地
造造
成成
事事
業業
会会
計計

  

((
11
))
  
事事
業業
のの
概概
況況

  

本
県

の
工

業
用

地
造

成
事

業
は

、
従

来
臨

海
部

の
み

で
あ

っ
た

も
の

を
、

平
成

４
年

度
か

ら
内

陸
部

に
お

い

て
も
実

施
し

て
い

ま
す

。
 

現
在

ま
で

に
、

臨
海

部
に

つ
い

て
は

、
小

波
瀬

地
区

臨
海

工
業

用
地

造
成

事
業

、
白

石
地

区
臨

海
工

業
用

地

造
成

事
業

及
び

２
号

地
地

区
臨

海
工

業
用

地
造

成
事

業
（

い
ず

れ
も

京
都

郡
苅

田
町

）
の

３
事

業
を

、
内

陸
部

に
つ

い
て

は
、

豊
前

東
部

工
業

用
地

造
成

事
業

（
豊

前
市

）
、

前
原

Ｉ
Ｃ

南
地

区
工

業
用

地
造

成
事

業
（

糸
島

市
）

、
磯

光
地

区
工

業
用

地
造

成
事

業
（

宮
若

市
）

及
び

久
留

米
・

う
き

は
工

業
用

地
造

成
事

業
（

久
留

米
市

及
び

う
き

は
市

）
の

４
事

業
を

実
施

し
て

き
ま

し
た

。
現

在
、

宮
若

北
部

工
業

用
地

造
成

事
業

（
宮

若
市

）
、

直
方

・
鞍

手
工

業
用

地
造

成
事

業
（

直
方

市
及

び
鞍

手
郡

鞍
手

町
）

及
び

う
き

は
西

部
工

業
用

地
造

成
事

業

（
う
き

は
市

）
を

実
施

し
て

い
ま

す
。

 

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
す
。

 

①
 
小

波
瀬

地
区

臨
海

工
業

用
地

造
成

事
業

 

昭
和

5
1
年

度
に

完
成

し
た

埋
立

面
積

約
2
02
.
6h

a
の

う
ち

、
道

路
・

そ
の

他
の

公
共

用
地

を
除

く
約

1
82
.
7h

a

を
、
日

産
自

動
車

㈱
外

20
社

に
全

て
売

却
し
て
い

ま
す

｡
 

②
 
白

石
地

区
臨

海
工

業
用

地
造

成
事

業
 

小
波

瀬
地

区
臨

海
工

業
用

地
の

背
後

地
約

4
7
.3
h
a
を

、
小

波
瀬

地
区

と
一

体
と

し
て

開
発

整
備

し
た

も
の

で
、

道
路

・
そ

の
他

の
公

共
用

地
を

除
く

約
3
4
.6
h
aを

、
日
産
自

動
車

㈱
外
４
社

等
に

全
て

売
却

し
て
い

ま
す

｡
 

令
和

６
年

度
の

事
業

費
は

、
4
,8
4
1千

円
で
す

。
 

③
 
２

号
地

地
区

臨
海

工
業

用
地

造
成

事
業

 

昭
和

62
年

度
に

完
成

し
た

埋
立

面
積

約
1
66
.
2h

a
の

う
ち

、
道

路
・

そ
の

他
の

公
共

用
地

を
除

く
工

業
用

地
、

公
共

埠
頭

用
地

等
約

1
3
1.

0
ha

及
び

岸
壁

90
0
ｍ

を
、

日
産

自
動

車
㈱

外
19

社
及

び
福

岡
県

港
湾

管
理

者
に

全
て

売
却
し

て
い

ま
す

。
 

④
 
豊

前
東

部
工

業
用

地
造

成
事

業
 

平
成

７
年

度
に

完
成

し
た

造
成

面
積

約
23
.
4h

a
の

う
ち

、
道

路
・

そ
の

他
の

公
共

用
地

を
除

く
約

18
.
9h

a

を
、
フ

レ
ゼ

ニ
ウ

ス
 

メ
デ

ィ
カ

ル
 

ケ
ア
 
ジ

ャ
パ
ン

㈱
外
６

社
に
全

て
売
却

し
て
い

ま
す

｡
 

⑤
 
前

原
Ｉ

Ｃ
南

地
区

工
業

用
地

造
成

事
業

 

前
原

Ｉ
Ｃ

の
南

側
に

お
い

て
、

約
1
6.

4
ha

を
九

州
大

学
の

研
究

成
果

を
利

用
し

た
研

究
・

開
発

を
行

う
研

究

機
関

等
の

受
け

皿
と

な
る

用
地

と
し

て
開

発
整

備
し

た
も

の
で

、
平

成
23

年
９

月
に

完
成

し
た

工
業

用
地

約

7
.
8
ha

の
う

ち
約

6
.
7h

a
を

(
公

財
)
水

素
エ

ネ
ル

ギ
ー

製
品

研
究

試
験

セ
ン

タ
ー

外
３

社
に

売
却

し
、

約
0
.
8h
a
を

(
公

財
)福

岡
県

産
業

・
科

学
技

術
振

興
財

団
に

貸
付
し

、
約
0
.3

h
aの

分
譲
を

行
っ

て
い
ま
す
。

 

令
和

６
年

度
の

事
業

費
は

、
3
,1
0
4千

円
で
す

。
 

⑥
 
磯

光
地

区
工

業
用

地
造

成
事

業
 

平
成

2
0
年

度
に

完
成

し
た

造
成

面
積

約
2
4.
8
ha

の
う

ち
、

道
路

・
そ

の
他

の
公

共
用

地
を

除
く

約
18
.
9h

a
を

エ
イ
リ

ン
開

発
㈱

外
５

社
に

全
て

売
却

し
て
い
ま

す
。

 

⑦
 
久

留
米

・
う

き
は

工
業

用
地

造
成

事
業

 

令
和

５
年

度
に

完
成

し
た

造
成

面
積

約
3
2.
5
ha

の
う

ち
、

道
路

・
そ

の
他

の
公

共
用

地
を

除
く

約
26
.
5h
a
を

㈱
資
生

堂
外

６
社

に
全

て
売

却
し

て
い

ま
す

。
 

令
和

６
年

度
の

事
業

費
は

、
5
,2
8
0千

円
で
す

。
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 -
 

⑧
 
宮
若
北
部
工
業
用
地
造
成
事
業

 

宮
若
市
に
お
い
て
、
約

21
.
2
h
a
を
内
陸
型
工
業
用
地
と
し
て
開
発
整
備
す
る
も
の
で
、
令
和
２
年
度
か
ら
事

業
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

 

令
和
６
年
度
の
事
業
費
は
、

6
5,
4
1
4千
円
で
す
。

 

⑨
 
直
方
・
鞍
手
工
業
用
地
造
成
事
業

 

直
方
市
と
鞍
手
町
に
ま
た
が
る
地
域
に
お
い
て
、
約

2
3
.0
h
a
を
内
陸
型
工
業
用
地
と
し
て
開
発
整
備
す
る
も

の
で
、
令
和
３
年
度
か
ら
事
業
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

 

令
和
６
年
度
の
事
業
費
は
、

1
,3

1
4
,0

3
6千
円
で
す
。

 

 

⑩
 
う
き
は
西
部
工
業
用
地
造
成
事
業

 

う
き
は
市
に
お
い
て
、
約

33
.
0h

a
を
内
陸
型
工
業
用
地
と
し
て
開
発
整
備
す
る
も
の
で
、
令
和
６
年
度
か
ら

事
業
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

 

令
和
６
年
度
の
事
業
費
は
、

9
1,
2
3
8千
円
で
す
。
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令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

  
((
22
))
  
経経
理理
のの
状状
況況

 
 
 
(
ｲ
)
　

経
理

の
概

要

　
 
　

　
 
令

和
６

年
度

下
半

期
に

お
け

る
合

計
残

高
試

算
表

は
「

別
表

１
」
、
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算

書
は

「
別

 
　

　
 
表

２
」

の
と

お
り

で
す

。

 
 
 
(
ﾛ
)
　

企
業

債

 
　

 
 
　

 
企

業
債

の
現

在
高

は
、

5
,
2
2
3
,
5
0
0
,
0
0
0
円

で
す

。

  
((
33
))
  
予予
算算
のの
概概
要要

　
　

　
 
令

和
７

年
度

福
岡

県
工

業
用

地
造

成
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

収
　

　
　

　
　

入
支

　
　

　
　

　
出

第
１

款
　

造
成

事
業

収
益

第
１

款
　

造
成

事
業

費

　
第

１
項

　

　
第

２
項

　

収
　

　
　

　
　

入
支

　
　

　
　

　
出

第
１

款
　

資
本

的
収

入
第

１
款

　
資

本
的

支
出

　
第

１
項

　
　

第
１

項
　

　
第

２
項

　
　

第
２

項
　

　
第

３
項

　

「「
別別
表表
１１
」」

（
単

位
：

円
）

千
円

千
円

（
令

和
７

年
３

月
３

１
日

現
在

）

4
0
,
3
0
0

借
　

　
　

　
　

方

完
成

土
地

合
　

　
　

計

無
形

固
定

資
産

1
,
5
9
6
,
7
7
6
,
0
0
4

残
　

　
　

高

他
会

計
借

入
金

償
還

金

3
7
,
6
0
1

3
7
,
0
1
4

5
8
7

2
4
0
,
0
0
0

4
,
6
8
8
,
6
7
8

営
業

収
益

営
業

外
収

益
第

２
項

千
円

千
円

1
3
,
0
7
9

5
,
6
9
9
,
7
7
8

営
業

費
用

営
業

外
費

用

千
円

企
業

債
2
,
6
8
0
,
9
0
0
千

円
企

業
債

償
還

金
7
7
1
,
1
0
0

千
円

千
円

3
7
4
,
5
4
2
,
4
1
5

5
,
2
2
3
,
5
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
3
6
5
,
1
9
4

千
円

他
会

計
借

入
金

（
固

定
負

債
）

未
成

土
地

収
入

工
業

用
地

造
成

事
業

収
入

1
,
5
3
2
,
4
4
0

退
職

給
付

引
当

金

1
,
6
2
6
,
1
4
2
,
9
1
1

2
4
6
,
8
9
2
,
1
7
8

4
0
,
3
0
0

前
払

金

8
9
7
,
7
8
1
,
0
7
4

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

千
円

合
　

　
　

計
残

　
　

　
高

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

千
円

3
4
,
3
7
0

千
円

貸
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
目

千
円

2
1
,
2
9
1

4
,
2
1
3
,
3
4
0

造
成

事
業

費

第
１

項

合合
　　
計計
　　
残残
　　
高高
　　
試試
　　
算算
　　
表表

8
,
0
3
3

6
5
1
,
7
1
8
,
6
1
9

1
,
6
2
6
,
1
4
2
,
9
1
1

7
,
6
3
0

3
5
8
,
7
0
0
,
0
0
0

1
6
7
,
6
0
9
,
0
0
0

営
業

未
収

入
金

企
業

債
（

流
動

負
債

）

現
金

預
金

そ
の

他
の

固
定

負
債

1
9
,
4
1
7
,
3
2
0

3
5
8
,
7
0
0
,
0
0
0

1
9
,
4
1
7
,
3
2
0

6
1
,
8
2
5
,
5
6
9

2
4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

6
7
,
2
9
1
,
6
3
9

7
5
2
,
7
0
1
,
0
0
0

長
期

前
受

金

営
業

外
未

収
入

金

2
,
1
0
2
,
5
8
4
,
1
2
0

5
9
8
,
2
2
9

6
5
2
,
3
1
6
,
8
4
8

1
,
8
4
3
,
6
6
8
,
1
8
2

3
5
8
,
7
0
0
,
0
0
0

企
業

債
（

固
定

負
債

）

4
0
3

未
成

土
地

5
3
8
,
1
6
5
,
5
4
1

6
,
5
4
3
,
1
9
8
,
8
6
0

7
0
5
,
7
7
4
,
5
4
1

9
,
9
5
5
,
0
4
8

仮
払

消
費

税

5
,
0
1
6
,
8
6
2
,
9
2
6

1
,
5
2
6
,
3
3
5
,
9
3
4

7
5
2
,
7
0
1
,
0
0
0

4
,
8
6
4
,
8
0
0
,
0
0
0

2
4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
4
6
6
,
0
7
0

9
,
9
5
5
,
0
4
8

5
,
1
0
1
,
0
0
0

賞
与

引
当

金
8
,
6
4
1
,
0
0
0

3
,
5
4
0
,
0
0
0

5
,
7
0
1
,
8
9
9

2
3
5
,
8
2
9

3
8
,
6
7
0
,
6
9
3

3
3
5
,
8
7
1
,
7
2
2

未
払

費
用

未
払

金

5
,
4
6
6
,
0
7
0

-
 
3
9
 
-
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雑
支

出
5
6
6
,
0
9
1

5
6
6
,
0
9
1

営
業

雑
収

益
2
1
,
2
9
1
,
0
9
0

2
1
,
2
9
1
,
0
9
0

8
6
4
,
0
0
0

8
6
4
,
0
0
0

5
,
6
4
3
,
1
1
8

1
0
,
7
7
1
,
3
1
8
維

持
管

理
費

5
,
1
2
8
,
2
0
0

土
地

売
却

原
価

7
3
6
,
2
2
9
,
7
2
1

9
9
1
,
0
0
0

1
,
6
8
1
,
0
0
0

法
定
福
利
費
引
当
金

6
9
0
,
0
0
0

3
1
,
8
2
5

2
,
9
2
8
,
7
2
9

雑
収

益
2
,
9
6
0
,
5
5
4

1
5
7
,
4
5
4
,
8
8
3
前

受
金

1
5
7
,
4
5
4
,
8
8
3

土
地

造
成

積
立

金
7
3
6
,
2
2
9
,
7
2
1

1
,
5
9
6
,
7
7
6
,
0
0
4

1
,
5
9
6
,
7
7
6
,
0
0
4

4
,
2
8
7
,
4
3
7

4
,
2
8
7
,
4
3
7
一

般
管

理
費

そ
の
他
の
特
別
利
益

1
,
6
8
5
,
5
1
1
,
1
7
8

1
,
6
8
5
,
5
1
1
,
1
7
8

2
,
7
2
5
,
7
2
6

2
,
7
2
5
,
7
2
6

1
1
,
2
0
0
,
6
5
2
,
8
4
8

1
1
,
2
0
0
,
6
5
2
,
8
4
8

1
8
,
5
4
6
,
6
3
4
,
8
7
1

計
1
8
,
5
4
6
,
6
3
4
,
8
7
1

支
払

利
息

1
7
9
,
5
2
0

2
,
3
2
9
,
1
7
2
,
8
0
2

2
,
3
2
9
,
1
7
2
,
8
0
2

2
,
5
4
1
,
4
5
5
預

り
金

2
,
7
2
0
,
9
7
5

資
本

金

3
,
0
4
6
仮

受
消

費
税

3
,
0
4
6

1
,
7
6
2
,
3
0
6
,
7
0
4

土
地

売
却

収
益

1
,
7
6
2
,
3
0
6
,
7
0
4

未
処

理
欠

損
金

-
 
4
0
 
-
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「「
別別
表表
２２
」」

造
成

土
地

の
取

得
に

よ
る

支
出

△

キキ
ャャ
ッッ
シシ
ュュ
・・
フフ
ロロ
ーー
計計
算算
書書

（
令

和
６

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
７

年
３

月
3
1
日

ま
で

）

賞
与

引
当

金
の

減
少

額
△

7
2
3
,
0
0
0

7
,
6
3
0

2
9
7
,
2
0
1
,
0
2
9

未
払

費
用

の
増

加
額

5
,
2
3
0
,
2
4
1

未
払

金
の

減
少

額
△

完
成

土
地

の
減

少
額

１
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

当
年

度
純

利
益

1
7
7
,
3
9
2
,
1
4
7

5
,
4
6
6
,
0
7
0

△

支
払

利
息

法
定

福
利

費
引

当
金

の
減

少
額

△
1
4
1
,
0
0
0

退
職

給
付

引
当

金
の

減
少

額

2
,
7
2
5
,
7
2
6

1
,
5
9
6
,
7
7
6
,
0
0
4

預
り

金
の

減
少

額
△

5
7
,
8
4
1

前
払

金
の

増
加

額

利
息

の
支

払
額

△
2
,
7
2
5
,
7
2
6

前
受

金
の

減
少

額
△

1
5
7
,
4
5
4
,
8
8
3

7
6
9
,
9
7
2
,
2
0
3

造
成

土
地

の
貸

付
に

よ
る

収
入

△
4
4
3
,
1
6
0
,
0
0
0

小
計

1
0
7
,
9
5
5
,
7
2
2

２
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

1
0
5
,
2
2
9
,
9
9
6

企
業

債
に

よ
る

収
入

2
,
0
5
1
,
5
0
0
,
0
0
0

資
金

期
首

残
高

2
,
2
1
1
,
3
5
1
,
9
3
0

長
期

前
受

金
に

よ
る

収
入

6
4
8
,
7
8
1
,
0
0
0

資
金

期
末

残
高

5
,
0
1
6
,
8
6
2
,
9
2
6

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

2
,
7
0
0
,
2
8
1
,
0
0
0

資
金

増
加

額
2
,
8
0
5
,
5
1
0
,
9
9
6

-
 
4
1
 
-
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ⅣⅣ
　　
病病
院院
事事
業業
会会
計計

　　
((
11
))
  
事事
業業
のの
概概
況況

　
　

　
 
地

方
公

営
企

業
法

の
財

務
に

関
す

る
規

定
の

適
用

を
受

け
、

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

太
宰

府
病

院
を

運
営

し
て

　
　

 
い

ま
す

。

　
　

 
　

な
お

、
精

神
医

療
セ

ン
タ

ー
太

宰
府

病
院

は
平

成
1
7
年

４
月

よ
り

公
設

民
営

化
し

て
い

ま
す

。

　
　

(
ｲ
)
　

施
設

の
状

況
等

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）
 

　
　

(
ﾛ
)
　

患
者

の
利

用
状

況

（
令

和
６

年
度

）
 

（
床

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

3
0
0

職
員

数
結

核
一

般
計

病
床

利
用

率

病
　

　
床

　
　

数

病
床

数

外
来

延
患

者
数

精
神

3
0
0

開
設

年
月

日

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

8
4
.
9

1
2
4
,
2
4
2

3
1
,
2
5
9

9
2
,
9
8
3

区
　

　
　

　
分

昭
和

６
.
 
1
1
.
 
2
5

延
患

者
数

計

病
　

院
　

名
所

　
在

　
地

太
宰

府
市

五
条

三
丁

目
太

宰
府

病
院

入
院

延
患

者
数

3
0
0

利
用

状
況

-
 
4
2
 
-
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年
９

月
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日
　

火
曜

日
第
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号

　　
((
22
))
  
経経
理理
のの
状状
況況

　
　

(
ｲ
)
　

経
理

の
概

要

　
　

　
　

 
令

和
６

年
度

の
合

計
残

高
試

算
表

は
「

別
表

１
」

、
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算

書
は

「
別

表
２

」
の

と

　
　

　
 
お

り
で

す
。

　
　

(
ﾛ
)
　

企
業

債

　
　

　
　

 
令

和
６

年
度

末
に

お
け

る
企

業
債

の
現

在
高

は
、

2
,
2
4
5
,
2
2
6
,
8
0
6
円

で
す

。

　　
((
33
))
  
予予
算算
のの
概概
要要

　
　

　
 
令

和
７

年
度

福
岡

県
病

院
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

収
　

　
　

　
入

支
　

　
　

　
出

第
１

款
　

病
院

事
業

収
益

第
１

款
　

病
院

事
業

費

第
１

項
　

医
業

収
益

第
１

項
　

医
業

費
用

第
２

項
　

医
業

外
収

益
第

２
項

　
医

業
外

費
用

第
３

項
　

特
別

利
益

第
３

項
　

特
別

損
失

第
４

項
　

予
備

費

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

収
　

　
　

　
入

支
　

　
　

　
出

第
１

款
　

資
本

的
収

入
第

１
款

　
資

本
的

支
出

第
１

項
　

負
担

金
第

１
項

　
建

設
改

良
費

第
２

項
　

企
業

債
償

還
金

1
,
0
0
0
千

円

7
1
7
,
1
6
4
千

円

2
7
2
,
9
0
9
千

円

4
4
4
,
2
5
5
千

円

2
8
7
,
2
0
2
千

円

2
8
7
,
2
0
2
千

円

3
9
4
,
9
8
7
千

円

5
9
7
千

円

6
4
,
4
9
2
千

円

2
,
8
1
6
,
8
3
9
千

円

2
,
7
4
7
,
8
7
0
千

円

2
,
7
5
2
,
6
3
2
千

円

2
,
3
5
7
,
0
4
8
千

円

3
,
4
7
7
千

円

-
 
4
3
 
-
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令
和
７
年
９
月
30
日
　
火
曜
日

第
63
3
号

「「
別別
表表
１１
」」

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

高
合

　
　

　
計

合
　

　
　

計
残

　
　

　
高

3
9
2
,
6
3
2
,
8
6
3

3
9
2
,
6
3
2
,
8
6
3

土
地

8
,
7
3
4
,
8
8
3
,
2
2
5

8
,
9
7
6
,
0
3
8
,
3
4
2

建
物

2
4
1
,
1
5
5
,
1
1
7

3
5
7
,
4
7
1
,
6
1
6

3
5
7
,
4
7
1
,
6
1
6

構
築

物

4
1
3
,
4
0
2
,
2
6
1

4
3
2
,
5
9
0
,
5
3
1

器
械

備
品

1
9
,
1
8
8
,
2
7
0

1
2
,
6
6
9
,
3
6
1

1
2
,
6
6
9
,
3
6
1

車
両

6
,
3
5
1
,
7
0
0

減
価

償
却

累
計

額
6
,
5
7
5
,
0
9
1
,
3
5
5

6
,
5
6
8
,
7
3
9
,
6
5
5

8
4
4
,
9
3
6

8
4
4
,
9
3
6

電
話

加
入

権

1
,
0
8
9
,
4
5
0
,
3
9
6

6
,
1
9
3
,
1
5
7
,
4
1
3

預
金

5
,
1
0
3
,
7
0
7
,
0
1
7

6
2
2
,
2
8
3
,
8
3
5

2
,
9
5
5
,
7
5
3
,
5
7
2

医
業

未
収

金
2
,
3
3
3
,
4
6
9
,
7
3
7

1
1
5
,
8
9
2

6
6
6
,
3
3
8

医
業

外
未

収
金

5
5
0
,
4
4
6

2
8
4
,
0
7
0

貸
倒

引
当

金
4
2
,
3
0
2
,
4
5
9

4
2
,
0
1
8
,
3
8
9

2
8
,
3
5
2
,
4
0
0

仮
払

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

2
8
,
3
5
2
,
4
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

そ
の

他
流

動
資

産

8
3
3
,
1
4
7
,
6
4
9

企
業

債
（

固
定

負
債

）
2
,
6
3
4
,
1
1
9
,
6
3
9

1
,
8
0
0
,
9
7
1
,
9
9
0

退
職

給
付

引
当

金
2
0
,
2
3
1
,
9
8
3

2
0
,
2
3
1
,
9
8
3

8
3
3
,
7
5
9
,
1
0
2

企
業

債
（

流
動

負
債

）
1
,
2
7
8
,
0
1
3
,
9
1
8

4
4
4
,
2
5
4
,
8
1
6

1
6
,
8
3
5
,
7
8
4

医
業

未
払

金
3
7
,
8
6
3
,
4
4
4

2
1
,
0
2
7
,
6
6
0

1
,
0
3
6
,
0
0
0

医
業

外
未

払
金

2
,
2
4
4
,
0
0
0

1
,
2
0
8
,
0
0
0

1
1
3
,
2
0
4
,
7
2
7

そ
の

他
未

払
金

3
7
6
,
1
2
5
,
7
5
5

2
6
2
,
9
2
1
,
0
2
8

6
3
5
,
7
6
5

職
員

預
り

金
6
8
4
,
1
2
5

4
8
,
3
6
0

9
7
0
,
0
0
0

そ
の

他
預

り
金

3
,
0
4
4
,
0
0
0

2
,
0
7
4
,
0
0
0

1
,
1
8
4
,
9
0
6

賞
与

引
当

金
2
,
3
2
6
,
4
5
9

1
,
1
4
1
,
5
5
3

2
0
6
,
5
0
9

法
定

福
利

費
引

当
金

4
2
2
,
4
3
7

2
1
5
,
9
2
8

4
,
8
3
2
,
2
3
4

仮
受

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

4
,
8
3
2
,
2
3
4

6
9
5
,
4
3
6

そ
の

他
流

動
負

債
6
9
5
,
4
3
6

2
7
2
,
1
9
6
,
0
0
0

長
期

前
受

金
3
,
6
2
1
,
7
2
8
,
7
3
6

3
,
3
4
9
,
5
3
2
,
7
3
6

2
,
1
7
5
,
1
9
0
,
7
4
4

2
,
1
7
5
,
1
9
0
,
7
4
4

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

資
本

金
1
,
1
9
8
,
7
4
5
,
6
4
3

1
,
1
9
8
,
7
4
5
,
6
4
3

資
本

剰
余

金
9
1
6
,
7
9
0
,
6
7
7

9
1
6
,
7
9
0
,
6
7
7

2
6
,
9
3
7
,
3
1
3

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

2
6
,
9
3
7
,
3
1
3

1
,
0
5
3
,
1
0
1
,
3
7
9

1
,
0
8
0
,
0
3
8
,
6
9
2

繰
越

欠
損

金
2
6
,
9
3
7
,
3
1
3

医
業

収
益

2
,
2
4
2
,
4
3
4
,
7
8
1

2
,
2
4
2
,
4
3
4
,
7
8
1

3
0
8
,
0
7
1
,
0
0
0

医
業

外
収

益
7
0
6
,
3
5
0
,
8
5
4

3
9
8
,
2
7
9
,
8
5
4

特
別

利
益

1
,
1
6
6
,
6
7
1

1
,
1
6
6
,
6
7
1

2
,
3
4
5
,
9
0
3
,
5
8
2

4
,
9
6
8
,
3
4
3
,
6
1
7

医
業

費
用

2
,
6
2
2
,
4
4
0
,
0
3
5

7
0
,
9
4
0
,
2
1
5

1
4
1
,
8
8
0
,
4
3
0

医
業

外
費

用
7
0
,
9
4
0
,
2
1
5

1
,
9
1
3
,
4
1
9

1
,
9
1
3
,
4
1
9

特
別

損
失

1
7
,
2
7
1
,
8
0
3
,
7
2
4

3
0
,
1
3
8
,
8
9
2
,
4
6
9

計
3
0
,
1
3
8
,
8
9
2
,
4
6
9

1
7
,
2
7
1
,
8
0
3
,
7
2
4

合合
　　
計計
　　
残残
　　
高高
　　
試試
　　
算算
　　
表表

借
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
目

貸
　

　
　

　
　

方

-
 
4
4
 
-
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令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第
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号

「「
別別
表表
２２
」」

企
業

債
に

よ
る

収
入

1
9
4
,
7
0
0
,
0
0
0

資
金

期
末

残
高

1
,
0
8
9
,
4
5
0
,
3
9
6

企
業

債
の

償
還

に
よ

る
支

出
△

4
1
6
,
8
7
9
,
5
5
1

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
2
2
2
,
1
7
9
,
5
5
1

資
金

増
加

額
2
4
0
,
7
5
4
,
8
9
6

資
金

期
首

残
高

8
4
8
,
6
9
5
,
5
0
0

３
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
8
9
,
3
8
8
,
0
0
0

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

に
よ

る
収

入
2
7
2
,
1
9
6
,
0
0
0

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

1
8
2
,
8
0
8
,
0
0
0

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

2
8
0
,
1
2
6
,
4
4
7

２
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

利
息

の
支

払
額

△
4
3
,
7
4
4
,
4
3
2

預
り

金
の

増
加

額
7
9
,
9
3
4

小
計

3
2
3
,
8
7
0
,
8
7
9

未
収

金
の

増
加

額
△

2
8
,
7
9
1
,
2
7
2

未
払

金
の

減
少

額
△

7
,
0
9
3
,
2
0
6

支
払

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸

費
4
3
,
7
4
4
,
4
3
2

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
8
8
,
7
4
9
,
0
1
2

貸
倒

引
当

金
の

減
少

額
△

2
8
4
,
0
7
0

固
定

資
産

除
却

費
3
3
4
,
3
0
0

賞
与

引
当

金
の

減
少

額
△

4
3
,
3
5
3

法
定

福
利

費
引

当
金

の
増

加
額

9
,
4
1
9

減
価

償
却

費
1
8
1
,
5
3
9
,
6
1
7

キキ
ャャ
ッッ
シシ
ュュ
・・
フフ
ロロ
ーー
計計
算算
書書

（
令

和
６

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
７

年
３

月
3
1
日

ま
で

）

１
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー

当
年

度
純

利
益

2
2
3
,
1
2
4
,
0
9
0

-
 
4
5
 
-
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令
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ⅤⅤ
  
流流
域域
下下
水水
道道
事事
業業
会会
計計

  

 

(
1
)
 
事
業
の
概
況
 

本
県

の
流

域
下

水
道

事
業

は
、
御

笠
川

那
珂

川
、
多
々

良
川

、
宝

満
川

、
宝
満

川
上
流

、
筑
後
川

中
流

右
岸

、
遠

賀
川
下

流
、
矢

部
川

、
遠

賀
川

中
流

及
び

明
星
寺

川
流

域
（

明
星

寺
川

流
域

に
つ

い
て

は
、
県
債

の
償

還
の

み
）
の

９
事

業
で

、
令

和
６

年
度

下
半

期
に

お
け
る

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
す

。
 

 

(
ｲ
)
 
施

設
の

概
要

 

御
笠

川
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
多

々
良

川
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
宝

満
川
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
福

童
浄

化
セ
ン

タ
ー

、
遠
賀

川

下
流

浄
化

セ
ン

タ
ー

、
矢

部
川

浄
化

セ
ン

タ
ー
及

び
遠

賀
川

中
流

浄
化

セ
ン

タ
ー

の
７

箇
所

で
、
汚
水

を
処

理
し

て

い
ま
す

。
 

 

(
ﾛ
)
 
流

入
水

量
の

概
要

 

令
和

６
年

度
下
半
期
に

お
け

る
流

入
水

量
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。
 

 

令
和
６
年
度
下
半
期
流
入
水
量
実
績
表
 

(
単

位
:
ｍ

3 )
 

月
 
別

 
流

入
水

量
 

１
０

 
9
,
86
5,
4
20
 

１
１

 
1
0
,2
74
,
36
7 

１
２

 
9
,
94
9,
6
36
 

１
 

9
,
64
8,
5
37
 

２
 

8
,
76
8,
5
71
 

３
 

9
,
96
9,
5
85
 

計
 

5
8
,4
76
,
11
6 

 

(
2
)
 
経
理
の
状
況
 

(
ｲ
)
 
経

理
の

概
要

 

令
和

６
年

度
下

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高
試

算
表

は
「

別
表

１
」
、

キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
は
「
別

表

２
」
の

と
お

り
で

す
。

 

(
ﾛ
)
 
企

業
債

 

企
業

債
の

現
在

高
は

、
4
0,
4
3
0,
5
6
0
,7
1
9
円

で
す

。
 

 

(
3
)
 
予
算
の
概
要
 

 
令

和
７

年
度

福
岡

県
流

域
下

水
道

事
業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。
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令

和
７

年
９

月
30

日
　

火
曜

日
第

63
3 

号

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

収
　
　
　
　
入

支
　

　
　

　
出

第
１
款
　
流
域
下
水
道
事
業
収
益
　
1
9
,
7
0
3
,
4
2
6
 
千

円
第

１
款

　
流

域
下

水
道

事
業

費
　

　
1
9
,
6
6
4
,
3
7
7
 
千

円

　
第
１
項
　
営
業
収
益
　
　
　
　
　
1
0
,
5
7
0
,
0
9
9
 
千

円
　

第
１

項
　

営
業

費
用

　
　

　
　

　
1
9
,
3
3
7
,
0
9
1
 
千

円

　
第
２
項
　
営
業
外
収
益
　
　
　
　
 
9
,
1
3
3
,
3
2
7
 
千

円
　

第
２

項
　

営
業

外
費

用
　

　
 
　

　
 
 
3
2
7
,
2
8
6
 
千

円

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）
収
　
　
　
　
入

支
　

　
　

　
出

第
１
款
　
資
本
的
収
入
　
　
　
　
　
1
3
,
4
7
2
,
2
5
5
 
千

円
第

１
款

　
資

本
的

支
出

　
　

　
　

　
1
5
,
2
8
8
,
2
9
1
 
千

円
　
第
１
項
　
企
業
債
　
　
　
　
　
　
 
5
,
0
5
2
,
6
0
0
 
千

円
　

第
１

項
　

建
設

改
良

費
　

 
　

 
　

1
0
,
0
3
7
,
9
4
6
 
千

円
　
第
２
項
　
他
会
計
補
助
金
　
　
　
 
 
 
4
3
2
,
3
9
1
 
千

円
　

第
２

項
　

企
業

債
償

還
金

　
 
　

　
5
,
2
3
2
,
3
4
5
 
千

円
　
第
３
項
　
国
庫
補
助
金
　
　
　
　
 
5
,
6
9
3
,
6
7
0
 
千

円
　

第
３

項
　

予
備

費
　

　
　

　
　

 
　

　
 
1
8
,
0
0
0
 
千

円
　
第
４
項
　
負
担
金
　
　
　
 
　
　
 
 
2
,
2
9
3
,
5
9
4
 
千

円

「
別
表
１
」

(
令

和
７

年
３

月
3
1
日

）
（

単
位

：
円

）

残
　
　
　
　
高

合
　
　
　
　
計

合
　
　
　
　
計

残
　
　
　
　
高

土
地

建
物

　

建
物

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償
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期　　日 会場（所在地） 申請期間 所　　管

４

令和７年12月
６日（土曜日）

福岡県福岡西総合庁舎
（福岡市中央区赤坂一
丁目８－８） 令和７年10月31日

～11月14日

福岡県福岡農林事務所

令和７年12月
７日（日曜日）

福岡県筑後農林事務所
（筑後市大字和泉606
－１）

福岡県筑後農林事務所

　　※　１回目から３回目までについては、実施済み。

２　受験資格者並びに試験科目及び試験時間

　⑴　受験資格者

　　　福岡県内に住所を有する者で、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律（平成14年法律第88号）第40条に規定する免許の欠格事由に該当しないもの

　　　なお、年齢については、銃猟免許にあっては試験当日20歳以上、網猟免許及びわ

な猟免許にあっては試験当日18歳以上の者

　⑵　試験科目及び試験時間

区　　分 試 験 科 目
課 題 試験時間

知識試験 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法令、猟
具、鳥獣並びに鳥獣の保護及び管理に関する知識について

午前９時30分～
午前11時00分

適性試験 視力、聴力及び運動能力について 午前11時00分～
午後０時30分

技能試験 猟具の操作、距離の目測（網猟、わな猟免許を除く。）及
び鳥獣の判別

午後１時30分～
午後５時00分

３　受験の申込方法

　⑴　受験の希望者は、狩猟免許申請書（免許の種類ごとに１通必要）に必要事項を記

入し、次に掲げるものを添えて、１で定める申請期間内に申請者の居住地を所管す

る農林事務所に申し込むこと。なお、各申請書類は、必ず黒のボールペン（消えな

いもの）で記入すること。

　　ア　写真（申込前６月以内に撮影した上三分身、無帽、正面向き、縦3.0センチメ

－トル横2.4センチメ－トルのもの。免許の種類ごとに１枚必要）を貼った受験

票（用紙は、各農林事務所及び猟友会支部で交付する。）

　公告

　県営土地改良事業計画を変更したので、土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条

第６項において準用する同法第87条第５項の規定により公告し、その関係書類を次のよ

うに縦覧に供する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

縦覧に供する書類 縦覧期間 縦覧場所

県営釈迦堂地区土地改良（区画整
理）事業変更計画書の写し

令和７年９月30日から
令和７年10月29日まで

大牟田市役所
産業経済部　農林水産課

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　大野城市山田二丁目568番３、569番１、569番８から569番14まで、570番１、572番

１から572番３まで、572番５から572番７まで及び782番１の一部

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　福岡市南区高宮四丁目２番24－402号

　　河波　政吾

　公告

　令和７年度狩猟免許試験を次のように実施する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　狩猟免許試験の期日等
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　⑴　試験の当日の受付は、午前９時00分から午前９時25分まで行う。

　⑵　次のいずれかに該当する場合は、試験を受けることができなくなるので注意する

こと。

　　ア　試験開始時刻に遅れた場合

　　イ　受験中無断で退席した場合

　　ウ　試験を不正な手段によって受け、又は受けさせようとした場合

　　エ　他の者の迷惑になるような行動等をとった場合

　⑶　手数料は、福岡県領収証紙又はキャッシュレス決済により納付することとし、既

納の手数料、申請書等は、いかなる理由があっても返還しない。

　⑷　試験には、受験票及び筆記具を必ず持参すること。

　⑸　その他詳細については、福岡県各農林事務所農山村振興課若しくは農山村・農業

振興課又は農林水産部経営技術支援課鳥獣対策係に問い合わせること。

　福岡県収用委員会告示第２号

　福岡県収用委員会に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（平

成16年福岡県収用委員会規則第１号）においてその規定の例によることとされる知事等

に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（平成16年福岡県規則第

25号）第３条の規定に基づき、情報通信の技術を利用して行う手続等の根拠となる法令

又は条例等の名称及び条項、当該使用の開始日並びに対象手続を次のように告示する。

　　令和７年９月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県収用委員会　　

　情報通信の技術を利用して行う手続等のうち電子署名を要しない申請等の根拠となる

法令又は条例等の名称及び条項、当該使用の開始日並びに対象手続

手続等の根拠となる法令又は
条例等の名称 条項 使用の開始日 対象手続

土地収用法（昭和26年法律第
219号） 第39条第１項 令和７年10月１日 収用又は使用の裁決の申

請

　　イ　次に掲げる者でないことを証明する医師の診断書（申請日前３か月以内のもの

とする。また、申請者が銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第４条

第１項第１号の規定による許可の写しを添付している場合を除く。）

　　　ア　統合失調症にかかっている者

　　　イ　そう鬱病（そう病及び鬱病を含む。）にかかっている者

　　　ウ　てんかん（発作が再発するおそれがないもの、発作が再発しても意識障害が

もたらされないもの及び発作が睡眠中に限り再発するものを除く。）にかかっ

ている者

　　　エ　自己の行為の是非を判別し、又はその判別に従って行動する能力を失わせ、

又は著しく低下させる症状を呈する病気（アからウまでに掲げるものを除く。

）にかかっている者

　　　オ　麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者

　　　カ　自己の行為の是非を判別し、又はその判別に従って行動する能力がなく、又

は著しく低い者（アからオまでに該当する者を除く。）

　　ウ　狩猟免許申請手数料（5,200円（試験の一部を免除される者にあっては3,900円

）。２種以上受験しようとする者は１種ごとに5,200円（試験の一部を免除され

る者にあっては3,900円）を加算のこと。）

　　　　なお、各手数料は、福岡県領収証紙又はキャッシュレス決済で納付すること。

（福岡県領収証紙売りさばき所一覧：https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/

kkaikei.html）

　⑵　狩猟免許は、網猟免許、わな猟免許、第一種銃猟免許及び第二種銃猟免許の４種

であり、狩猟免許申請書は、各種ごとに提出すること。

　　ア　網猟免許は、網を使用する法定猟法により狩猟をする者を対象とする。

　　イ　わな猟免許は、わなを使用する法定猟法により狩猟をする者を対象とする。

　　ウ　第一種銃猟免許は、装薬銃を使用する猟法により狩猟をする者を対象とする。

　　　　（ただし、第一種銃猟免許を受けた者は、空気銃（圧縮ガスを使用するものを

含む。）を使用する猟法により狩猟をすることができる。）

　　エ　第二種銃猟免許は、空気銃（圧縮ガスを使用するものを含む。）を使用する猟

法により狩猟をする者を対象とする。
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土地収用法（昭和26年法律第
219号）

第47条の３第
１項 令和７年10月１日 明渡裁決の申立て

土地収用法（昭和26年法律第
219号） 第94条第２項 令和７年10月１日 損失補償の裁決の申請

土地収用法（昭和26年法律第
219号） 第94条第２項 令和７年10月１日

土地収用法以外の法律の
規定に基づく損失補償の
裁決の申請

土地収用法（昭和26年法律第
219号）

第116条第１
項 令和７年10月１日 協議の確認の申請


